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CDP気候変動質問書 2023へようこそ 

C0.はじめに 

C0.1 

(C0.1) 貴社の概要および紹介を記入してください。 

株式会社 商船三井（Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.）は、日本に本社を置く総合海上輸送グループです。世界最大級の船隊とおよそ 140

年の歴史で培った経験と技術で、国際海上輸送を主要とするサービスを展開しています。 

 

＜事業概要＞ 

ドライバルク事業 

鉄鉱石や石炭、木材チップ、バイオマス燃料などの資源から肥料、穀物、セメント、塩、鋼材などの中間財・製品に至る多種多様な乾貨物の

海上輸送サービスで、世界の資源輸送を支えています。 

 

エネルギー事業 

原油、メタノール、化学品、LPG、LNG などのエネルギー輸送サービスで、世界各地への安定したエネルギー供給に貢献しています 。  

 

製品輸送事業 

自動車などの製品輸送サービスを提供 しています。 自動車船輸送においては、国際海上輸送にとどまらず、陸送や沿岸輸送、ターミナル運

営など地域に密着した高品質で総合的なサービスを展開しています。 

コンテナ船事業は、2017 年に川崎汽船 株式会社 、日本郵船 株式会社 と設立した Ocean Network Express（以後「ONE」）に集

約されています（2018 年 4 月よりサービス開始）。 

 

関連・その他事業 

日本国内におけるフェリー内航輸送サービスや、日本を拠点としたクルーズ事業なども提供しています。また、海運業を中心とした経営ノウハウ

の蓄積を活用し、 曳船（タグボート）、海事コンサル、船用品販売などの海運業関連を含む多彩なサービスメニューを提供しています。 

 

＜企業概要＞ 

本社所在地： 東京都港区虎ノ門二丁目 1 番 1 号 

代表取締役社長： 橋本 剛 

資本金： 65,400,351,028 円 

2022 年度売上高：1,611,984 百万円 

2022 年度経常利益： 811,589 百万円 

商船三井グループ従業員数  ：8,748 名 

商船三井グループ支配船： 697 隻 5,067 万重量トン（当社及び連結子会社） 

詳しくは、商船三井グループの各社ホームページをご覧ください。 
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https://www.mol.co.jp/ 

  

当社グループは、「青い海から人々の毎日を支え、豊かな未来をひらきます」の理念のもと、 サステナビリティ経営を実施しています。 

グループ経営計画の遂行がサステナビリティ課題の解決に繋がり、それが企業価値を向上させるとの認識のもと、気候変動対策をはじめとする

環境への取り組みを経営に組み込んでいます。 

「商船三井グループ 環境ビジョン」は、当社グループの各事業の事業計画策定にあたっての環境の観点からの方針として、また同時に当社が

特定したサステナビリティ課題の一つ「海洋・地球環境の保全」のための指針として、中長期的かつ定量的な GHG 削減目標や、2050 年ネ

ットゼロに向けた削減経路、目標達成に向けた具体的な 5 つのアクション、さらには各アクションの進捗を測る指標などを示しています。 

2020 年 6 月に公表した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」を起点とし、その後も外部環境やグループ取り組みの進捗に合わせ改善を重

ね、2021 年 6 月に「商船三井グループ 環境ビジョン 2.1」に、さらに 2023 年には「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」にアップグレードし

ています。「商船三井グループ 環境ビジョン」は、取締役会で議論・承認され、代表取締役である CEO が最終的に決定しています。 

 

中長期目標 

・2020 年代中にネットゼロ・エミッション外航船の運航を開始 

・2035 年までに GHG 排出原単位を 45％削減（2019 年比） 

・2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッション達成を目指す 

 

中長期目標達成のための 5 つのアクション 

1. クリーンエネルギー の導入 

2. さらなる省エネ技術 の導入 

3. 効率オペレーション 

4. ネットゼロを可能に するビジネスモデル 構築 

5. グループ総力を 挙げた低・脱炭素 事業拡大 

 

商船三井グループ 経営計画「BLUE ACTION 2035」 

https://www.mol.co.jp/ir/management/plan/pdf/blueaction2035.pdf 

 

商船三井グループ 環境ビジョン 2.2 

https://www.mol.co.jp/sustainability/environment/vision/pdf/vision22/mol_group_environmental_vision_2.2.pd

f?v=230428 

C0.2 

(C0.2) 報告期間の開始日および終了日を記入し、加えて過去の報告期間における排出量データを提示するかどうかについてもお答えください。 

報告年 

開始日 

4 月 1, 2022 
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終了日 

3 月 31, 2023 

過去の報告の排出量データを記入する場合に表示されます 

いいえ 

C0.3 

(C0.3) 貴社が操業する国/地域を選択してください。 

オーストラリア 

バングラデシュ 

ベルギー 

ブラジル 

カナダ 

チリ 

中国 

コロンビア 

チェコ 

デンマーク 

フランス 

ドイツ 

香港特別行政区(中国) 

インド 

インドネシア 

イタリア 

日本 

ケニア 

マレーシア 

モーリシャス 

メキシコ 

モザンビーク 

ミャンマー 

オランダ 

ニュージーランド 

オマーン 

パナマ 

フィリピン 

カタール 
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大韓民国 

ロシア連邦 

シンガポール 

南アフリカ 

スリランカ 

台湾、中国 

タイ 

トルコ 

アラブ首長国連邦 

グレート・ブリテンおよび北アイルランド連合王国(英国) 

米国 

ベトナム 

C0.4 

(C0.4) 今回の開示の中で、全ての財務情報に使用する通貨を選択してください。 

日本円(JPY) 

C0.5 

(C0.5) 貴社が開示している事業に対する気候関連の影響の報告バウンダリ(バウンダリ)に該当するものを選択します。この選択肢は、貴社の

GHG インベントリを統合するために貴社が選択した手法と一致する必要があることにご注意ください。 

業務管理 

C-TO0.7/C-TS0.7 

(C-TO0.7/C-TS0.7) どの輸送手段のデータを提供しますか。 

海上輸送 

C0.8 

(C0.8) 貴社は ISIN コードまたは別の固有の市場識別 ID(例えば、ティッカー、CUSIPなど)をお持ちですか。 

貴社の固有 ID を提示できるかどうかお答えください 貴社の固有 ID を提示します 

はい、ISIN コードを持っている JP3362700001 

C1.ガバナンス 

C1.1 

(C1.1) 組織内に気候関連問題の取締役会レベルの監督機関はありますか? 

はい 
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C1.1a 

(C1.1a) 取締役会における気候関連課題の責任者の役職をお答えください(個人の名前は含めないでください)。 

個人/委員

会の職位 

気候関連問題に対する責任 

最高経営

責任者

(CEO) 

当社は、グループ経営計画に、気候変動を含むサステナビリティ課題への取り組みを組み込んでいることから、最高経営責任者である

CEO が、気候関連問題に対する責任を負っています。 

 

CEO は、取締役会議メンバーであるとともに、経営会議の議長も務め、また環境・サステナビリティ委員会にも参加しています。 

環境・サステナビリティ委員会は、組織的な気候戦略、GHG 排出削減目標、低・脱炭素ビジネスなどの気候関連事項の評価、管

理、及び意思決定に関する主な責任を担っています。取締役会は、環境・サステナビリティ委員会および経営会議が行う気候変動に

関する意思決定を監視しています。 

 

環境・サステナビリティ委員会で決定された重要事項は、経営会議及び取締役会議にも報告されます。例えば、2021 年策定の「商

船三井グループ 環境ビジョン 2.1」や、2023 年策定の「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」は、環境・サステナビリティ委員会での

審議後、経営会議で審議され、議長である CEO が最終的に決定の上、承認されました。その後さらに取締役会議に報告され、代表

取締役である CEO を含む取締役会メンバーで審議され、取締役会議で承認されました。 

 

「環境ビジョン 2.2」は、「環境ビジョン 2.1」から引き継いだ 2050 年ネットゼロを含む複数の GHG 削減定量目標のみならず、ネット

ゼロ達成に向けた当社グループの具体的な排出削減経路「ネットゼロ・エミッションへの Pathway」も含んでいます。また、環境ビジョン

2.2 においては、ネットゼロ実現に向けた施策の実効性を高めるため、2050 年までの中間地点に定量マイルストーンを整備するなど、

継続的に環境ビジョンの改善を実施しています。 

C1.1b 

(C1.1b) 気候関連問題の取締役会の監督に関して詳細をお答えください。 

気候関連課

題が予定議

題項目に挙げ

られる頻度 

気候関連課

題が組み込

まれるガバナ

ンス構造 

説明してください 

予定されてい

る - すべての

会議 

年間予算の

審議と指導 

大規模な資

本支出の監

督 

買収/合併/

売却の監督 

取締役会議は毎月 1 回、経営会議は原則毎週の頻度で、年度が始まるまでに開催日時が決定されます。 

気候変動対策等に関する重要項目（戦略、移行計画、シナリオ分析、企業目標、公共政策協働、バリューチェー

ンエンゲージメント、リスク管理プロセス、予算や資本支出、買収合併売却、技術研究開発、役職員へのインセンティ

ブ）に関しては、経営会議の下部組織である「環境・サステナビリティ委員会」などにおける審議を経て、経営会議や

取締役会で報告・審議・決議を行っています。 

 

2022 年度は全 8 回の環境・サステナビリティ委員会を開催し、気候変動を中心とする主要サステナビリティ課題に
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技術革新/

研究開発の

優先度の審

査 

従業員インセ

ンティブの監

督と指導 

戦略の審議

と指導 

移行計画策

定の監督と

指導 

移行計画実

行のモニタリ

ング 

シナリオ分析

の監督と指

導 

企業目標設

定の監督 

企業目標に

向けての進

捗状況のモ

ニタリング 

公共政策協

働の監督と

指導 

バリューチェー

ンエンゲージ

メントの監督 

リスク管理プ

ロセスの審議

と指導 

関する審議を行いました。そのうち、「商船三井グループ  環境ビジョン 2.2」策定や、定量削減目標の進捗を含む複

数の重要議題は、取締役会に報告され決議されました。 

 

環境ビジョン 2.2 は、企業目標・移行計画・バリューチェーンエンゲージメント・リスク管理・公共政策協働・優先的に

取り組むべき技術革新及び研究開発を含む、当社の気候変動対策戦略です。また、気候変動対策戦略である

「環境ビジョン 2.2」の前提として、TCFD 提言を基にしたシナリオ分析を実施しています。さらに、気候変動に関する

年間予算・資本支出・買収や売却は、環境ビジョン 2.2 の上位概念である当社グループ経営計画に含まれ、CEO

を委員長とする経営会議で審議・決議されています。これらの重要議題は取締役会に報告され決議されています。ま

た、役職員へのインセンティブのうち取締役報酬については、社外取締役を委員長とする報酬諮問委員会の審議・

答申を踏まえ、取締役会の決議により決定しています。 

 

気候変動対策等に関する重要議題について取締役会議への報告及び決議を行うべく、年度開始時に策定される

毎月 1 回の取締役会日程に合わせ、環境・サステナビリティ委員会及びその上位組織である経営会議での審議を

計画的に実施しています。このように、気候関連問題は取締役会レベルで監督されています。 

C1.1d 

(C1.1d) 貴社には、気候関連問題に精通した取締役を 1人以上置いていますか。 
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 取締役が気候関連問題の見識を有していま

す 

気候関連問題に関する取締役の見識を評価するために使用される基準 

行

1 

はい ・気候変動問題の科学的メカニズムに対する理解度及び科学的思考法を身につけているこ

と。 

・SBT や IMO 規制等の国際的な気候変動対応にかかる枠組みへの包括的な理解 

・海運セクターにおける気候変動問題が及ぼす影響（リスクと機会）に対する正確な理解 

・船舶分野における GHG 削減対策及び関連技術に関する幅広い識見 

・社内横断的な気候変動対応への参加経験の有無及びこれに対する貢献度 

・国、業界団体及び国際機関等における気候変動問題にかかる会議への参加経験 

C1.2 

(C1.2) 気候変動問題について、マネジメントレベルにおいて責任を負う最高レベルの職位、または委員会をお答えください。 

 

職位または委員会 

最高サステナビリティ責任者(CSO) 

この職務における気候関連の責任 

気候移行計画の作成 

気候移行計画の実行 

気候関連問題の戦略への組み入れ 

気候関連シナリオ分析の実施 

気候関連の企業目標の設定 

気候関連の企業目標に対する進捗状況のモニタリング 

気候に影響を及ぼしうる公共政策協働の管理 

気候関連問題に対するバリューチェーン協働の管理 

気候関連リスクと機会の評価 

気候関連リスクと機会の管理 

責任の対象範囲 

 

報告系統（レポーティングライン） 

CEO 報告系統（レポーティングライン） 

この報告系統（レポーティングライン）から取締役会に気候関連問題を報告する頻度 

四半期に 1 回以上の頻度で 

説明してください 
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当社の最高サステナビリティ責任者は、Chief Environment Sustainability Officer(CESO)です。CESO は、気候関連を含む

環境・サステナビリティに関する主な事項の評価、管理、及び意思決定に最終的な責任を負っています。CESO は、環境・サステナビ

リティ委員会の議長を務めています。環境・サステナビリティ委員会は、CEO が議長を務める経営会議、及び取締役会により監視さ

れています。環境・サステナビリティ委員会は定期的に開催しており、2022 年度は 8 回開催しました。重要な案件については取締

役会にも報告されるため、取締役会への報告頻度は四半期に一度以上です。具体的な審議事項の例（主なものを抜粋）は以

下の通りで、環境・サステナビリティ委員会の議長である CESO が最終的に評価、管理、及び意思決定を行いました。 

 

(1)企業目標の進捗状況のモニタリング 

GHG 排出量や GHG 排出原単位などの環境ビジョンで掲げる目標に対しての進捗状況を報告しました。加えて、事務局が提出し

た GHG 削減に向けて推進体制改善提案につき、環境・サステナビリティ委員会メンバーがその妥当性や改善点を評価及び審議

し、CESO が最終的に意思決定を行いました。 

 

(2)気候移行計画の作成、気候関連問題の戦略の組み入れ、気候変動関連の企業目標の設定、公共政策協働の管理、バリュ

ーチェーン協働の管理 

当社「商船三井グループ 環境ビジョン 2.1」及び「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」には、気候移行計画、気候関連問題の

戦略の組み入れ、気候変動関連の企業目標、気候変動に影響を及ぼし得る公共政策協働、気候変動問題に対するバリューチェ

ーン協働、が含まれます。今年度の委員会では、外部環境の変化や当社グループの取り組み高度化を背景に、2021 年 6 月公表

の「商船三井グループ 環境ビジョン 2.1」の更新について審議を行いました。2025/2030/2035 年の中間マイルストーン新設、ネ

ットゼロに向けての排出削減経路「ネットゼロ・エミッションへの pathway」の具体化などに関する事務局提案に対し、CESO をはじめ

とする委員会メンバーが、GHG 排出削減目標、中間マイルストーン、排出削減経路など各項目の妥当性評価やさらなる改善点に

つき審議を行い、CESO が最終的に更新内容を決定しました。本件は、環境・サステナビリティ委員会承認後、経営会議及び取締

役会に報告され、承認されています。 

 

(3)気候移行計画の実行 

環境ビジョン 2.1 及び 2.2 における GHG 排出削減施策の一つとして、代替燃料を含むクリーンエネルギーの導入があります。今年

度は、船における設備面に加え、代替燃料調達に向けての具体的な取り組みについての事務局報告に対し、CESO をはじめとする

委員会メンバーがその妥当性や実行についての審議し、CESO が最終的に意思決定しました。 

 

(4)気候関連リスクと機会の評価及び管理、シナリオ分析の実施 

当社は、CESO の指揮の下で、環境・サステナビリティ委員会事務局である環境・サステナビリティ戦略部主導のもと、関係部署間で

の対話を行いながら、気候関連シナリオ分析の実施、気候変動関連リスクと機会の管理につき、実施及び継続的に改善していま

す。それらについての事務局報告に対し、CESO をはじめとする委員会メンバーが評価及び審議を行い、CESO が最終的に承認しま

した。 

 

職位または委員会 

最高経営責任者(CEO) 
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この職務における気候関連の責任 

気候緩和活動に対する年間予算の管理 

低炭素製品/サービス(研究開発を含む)関連の資本支出/操業費 

気候関連の買収/合併/売却の監督 

責任の対象範囲 

 

報告系統（レポーティングライン） 

取締役会に直接報告します 

この報告系統（レポーティングライン）から取締役会に気候関連問題を報告する頻度 

四半期に 1 回以上の頻度で 

説明してください 

当社は、経営計画の遂行がサステナビリティ課題の解決につながり企業価値を向上させるとの考えのもと、経営計画に、サステナビリ

ティ課題への取り組みを組み込んでいます。当社が特定している 5 つのサステナビリティ課題には、気候変動を含む海洋・地球環境

の保全が含まれます。経営計画は、3 つの中長期的な主要戦略（ポートフォリオ戦略、環境戦略、地域戦略）を基盤としていま

す。環境への取り組みは、サステナビリティ課題と経営計画の主要戦略の双方に含まれ、当社経営計画の中でも特に重要であること

から、CEO を議長とする経営会議策定委員会においても様々な審議がなされます。具体例（抜粋）としては以下の通りで、委員

長である CEO が最終的に評価、管理、及び意思決定を行います。 

 

＜気候緩和活動に対する年間予算の管理、低炭素サービス(研究開発を含む)関連の資本支出、気候関連の買収/合併/売却

の監督＞ 

2023 年 3 月に審議を行った当社グループ経営計画「BLUE ACTION2035」においては、2023-2025 年度累計の投資額の

50%以上を環境関連に投資するという積極的な資本支出を打ち出しています。環境関連投資には、代替燃料船への資本支出、

風力などを活用した省エネ装置への資本支出及び研究開発に加え、代替燃料インフラを支えるクリーンエネルギー輸送や生産プロジ

ェクト（気候関連の企業買収や出資を含む）への関与などが含まれます。このような議案につき、委員長である CEO が最終的に評

価し意思決定を行いました。 

 

職位または委員会 

その他、具体的にお答えください 

報酬諮問委員会 

この職務における気候関連の責任 

気候関連の従業員インセンティブの提供 

責任の対象範囲 
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報告系統（レポーティングライン） 

取締役会に直接報告します 

この報告系統（レポーティングライン）から取締役会に気候関連問題を報告する頻度 

年 1 回 

説明してください 

当社は、業務執行取締役に対する報酬について、気候変動の対策状況や進捗度合いを反映させています。具体的には、代表取

締役社長を含む各業務執行取締役の報酬の 6%を占める長期目標貢献報酬を対象としています。取締役の個人別の報酬等の

内容については、社外取締役を委員長とし、社外取締役が過半を占める報酬諮問委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会の決

議により決定しています。報酬諮問委員会では取締役、執行役員の報酬制度のレビューを適宜行い、長期的な企業価値の向上に

対するインセンティブを含む役員報酬の在り方について、ステークホルダーの視点を重視した客観的な立場から検討をおこなっていま

す。 

C1.3 

(C1.3) 目標達成を含み、気候関連問題の管理に対してインセンティブを提供していますか? 

 気候関連問題の管理に対してインセンティブを付与します コメント 

行 1 はい  

C1.3a 

(C1.3a) 気候関連問題の管理に対して提供されるインセンティブについて具体的にお答えください (ただし個人の名前は含めないでください)。 

 

インセンティブを得る資格 

取締役 

インセンティブの種類 

金銭的褒賞 

インセンティブ 

ボーナス - 給与の一定割合 

実績指標 

気候移行計画の達成度の KPI 

気候関連目標に対する進捗状況 

排出削減イニシアチブの実施 

このインセンティブが関連するインセンティブ計画 

長期インセンティブ計画 

インセンティブに関する追加情報 
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当社は、取締役報酬に気候変動の対策状況や進捗度合いを反映させています。具体的には、代表取締役社長を含む各業務執

行取締役の報酬の 20%を占める長期目標貢献報酬のうち 30%、つまり報酬全体の 6%が対象です。 

貴社の気候へのコミットメントおよび/または気候移行計画の実行に対して、インセンティブがどのように貢献するかを説明してください 

当社は、取締役報酬に気候変動の対策状況や進捗度合いを反映させています。具体的には、代表取締役社長を含む各業務執

行取締役の報酬の 20%を占める長期目標貢献報酬のうち 30%、つまり報酬全体の 6%が対象です。 

 

長期目標貢献報酬は、あらかじめ定めた業績指標や目標に対する達成度との連動性を持っています。評価の期間は 1～3 年で

す。 

評価指標としては、株主価値向上のインセンティブとするための TSR（Total Shareholder Return。配当込みの株主総利回

り）に関する指標、当期純利益向上と自己資本効率化に対するインセンティブとするための ROE、に加え、中長期貢献個人目標

があります。中長期貢献個人目標は、企業価値を向上させる、将来に成果が現出する取り組みを促すために設定されたもので、長

期目標貢献報酬のうち 30%のウェイトを占めます。 

 

当社は、経営計画の遂行がサステナビリティ課題の解決につながり企業価値を向上させるとの考えのもと、グループ経営計画にサステ

ナビリティ課題への取り組みを組み込んでいます。当社グループ経営計画にサステナビリティ課題への取り組みが組み込まれていること

から、気候変動対策を含むサステナビリティに関する進捗度合いは、当社企業価値向上に資するものです、そのため、代表取締役社

長をはじめ各業務執行取締役の評価には、気候変動の対策状況やその他 ESG に関する取り組みの進捗度合が反映されていま

す。 

C2.リスクと機会 

C2.1 

(C2.1) 貴社は、気候関連リスクおよび機会を特定する、評価する、およびそれに対応するプロセスを有していますか? 

はい 

C2.1a 

(C2.1a) 貴社は短期、中期、および長期の時間的視点をどのように定義していますか? 

 開始

(年) 

終了

(年) 

コメント 

短

期 

0 1 1 年以内を短期としています。 

中

期 

1 13 環境ビジョンで掲げる排出原単位削減目標に合わせ、2035 年までを中期目標としています。 

 

長

期 

13 28 2050 年までを長期目標としています。環境ビジョンで掲げるネットゼロ目標の達成年に合わせ、中期目標から長期目標ま

での期間（2036～2050 年）を長期の時間的視点と定義しています。 
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C2.1b 

(C2.1b) 貴社では、事業に対する財務または戦略面での重大な影響を、どのように定義していますか。 

当社の事業に財務または戦略面で影響を与えうる要因とは、事業の停止、顧客・取引先などからの契約解除、信頼の大幅な失墜、ブランド

の毀損、罰金、行政指導などにつながりかねないものと定義しています。 

気候変動の分野でも上記定義を参照しながら、主に TCFD の枠組みを活用してリスク及び機会項目を洗い出し、財務的影響額を試算した

上、以下の定量的基準値を用いて重大な影響 を定義しています。重要性判断の閾値に加えて、リスクの発生可能性などを総合的に評価す

ることで、戦略的影響度を評価しています。 

 

＜重大な影響 を定義するための定量的基準値＞ 

当社では、自己資本額に対する影響割合など複数の観点から、以下の通り定量指標を置いています。 

影響が重大：1000 億円以上 

影響が大きい：100 億円以上 

影響は中程度：100 億円未満 

C2.2 

(C2.2) 気候関連リスクおよび機会を特定、評価する、およびそれに対応するプロセスについて説明してください。 

 

対象となるバリューチェーン上の段階 

直接操業 

上流 

下流 

リスク管理プロセス 

多専門的全社的なリスク管理プロセスへの統合 

評価の頻度 

年に複数回 

対象となる時間軸 

短期 

中期 

長期 

プロセスの詳細 

当社では事業全般に関わる主要リスクを整理し、影響度と発生可能性に基づきマッピングを行い、重点課題の特定を行っておりま

す。気候変動に関するリスク分析もこの全社的なリスク管理体制に含まれます。以下に詳細を記載します。 

 

＜リスクと機会の特定・評価プロセスの対象範囲＞ 
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当社は、2018 年から継続して、TCFD の枠組みを活用した気候変動リスク及び機会の分析を実施しています。継続的に改善を重

ね、2022 年度は、IEA の Net Zero Emission by 2050 Scenario (NZE) と整合的な 1.5 度シナリオを含む複数のシナリオ

分析を基に、短期/中期/長期全てを対象として、リスク及び機会を特定及び評価しました。リスクの発現時期としては、短中長期そ

れぞれに関して分析しています（単年～2050 年を対象）。対象のバリューチェーンの段階としては、当社の主要事業である外航海

運事業に関連するコモディティ類（エネルギー、自動車、穀物等）の輸送需要に加え、これらコモディティ類のサプライチェーン全体

（上流、下流を含む）に亘る事業環境も含み、また海運事業のサプライチェーンとして造船部門の事業環境も含むため、直接操業

のみならず上流下流も含みます。 

 

＜リスクと機会の特定＞ 

毎年、環境・サステナビリティ委員会事務局である環境・サステナビリティ戦略部が、最新の IEA レポート等を反映してシナリオを更新

します。加えて、更新したシナリオを基に、関連する部/グループ会社へのヒアリングを年複数回実施します。リスク/機会に重要な影響

を及ぼす荷動きの変化については、経営企画部の主導の下、各営業部門が気候変動の影響を踏まえた長期の見通しを独自に作

成し毎年更新しています。これらの外部/内部環境の整理及び情報収集に加え、これまでのリスク/機会のモニタリング結果や、全社

的な重要課題の特定プロセスを踏まえて、環境・サステナビリティ戦略部で毎年リスクと機会を整理し、特定します。 

このようなプロセスを経て、2022 年度は移行リスクとして EEDI・EEXI 規制の強化（発現時期：短期・中期）、炭素税・排出権

取引（発現時期：短期・中期・長期） 、エネルギーミックスの変化（発現時期：短期・中期）、、燃料価格の変動 （発現時

期：短期・中期・長期）、電化の進展（発現時期：長期）、造船価格の高騰（発現時期：長期）など、物理リスクとしては、

洪水・台風・干ばつなどにより貨物のサプライチェーンが分断され海上輸送需要の減少に繋がるという間接リスク（発現時期：短期・

中期・長期）を特定しました。機会としては、洋上風力発電関連事業やアンモニア・水素輸送などといったクリーンエネルギーに関する

事業機会の増加（発現時期：長期）、代替燃料船の導入（発現時期：短期・中期・長期）、などを特定しました。 

なお、EEDI とは、Energy Efficiency Design Index の略で、新造船に対するエネルギー効率設計についての規制です。また、

EEXI とは Energy Efficiency Existing Ship Index の略で、既存船に対するエネルギー効率規制です。 

 

＜リスクと機会の評価＞ 

整理及び特定されたリスク/機会について、それぞれのリスク/機会に深く関連する事業部/会社と環境・サステナビリティ委員会事務局

である環境・サステナビリティ戦略部で、事業への影響度や発生可能性などにつき年に複数回の評価を行います。このように関連する

事業部/会社に評価されたのち、リスク/機会は、環境・サステナビリティ委員会に報告されます。 

環境・サステナビリティ委員会で審議される議題は、当社の自社排出量削減に向けた施策や、低・脱炭素事業に関する方針や投資

などがありますが、これらは、特定されたリスクや機会と紐づけられて審議されます。審議にあたっては当初のリスクや機会の評価につい

ても再度確認がなされ、必要に応じて再評価されます。このようなプロセスでリスクや機会への対応状況をモニタリングするとともに、財

務インパクトをはじめとする当社事業への影響度やリスク発現可能性など、全社的なリスク管理プロセスに則って重要性を評価し、長

期的な視点で当社事業への影響を確認しています。 

環境・サステナビリティ委員会は審議が必要な議題に応じて年に 6～12 回開催され、2022 年度の実施回数は 8 回でした。 

 

＜リスクと機会への対応プロセス＞ 

評価されたリスクと機会への対応は、上述の環境・サステナビリティ委員会における審議に加え、グループ経営計画の策定及び更新を

通じても行われます。 
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グループ経営計画は、年に一度、策定または更新された各部/各社の事業計画を集計することで形成されます。事業計画はグルー

プ経営計画の柱である「ポートフォリオ戦略、地域戦略、環境戦略」に沿って作成されます。このうち環境戦略では、特定及び評価さ

れたリスクと機会への対応についての各部/各社の対応を織り込むことが求められます。そのように策定された事業計画が集約され、グ

ループ経営計画が策定され、経営会議、取締役会議の承認を経て内容が確定します。 

C2.2a 

(C2.2a) 貴社の気候関連リスク評価において、どのリスクの種類が検討されていますか。 

 関連性お

よび組み

入れ 

説明してください 

現在の

規制 

関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

2013 年、国際海事機関（IMO）において、国際海運の温室効果ガス排出削減対策として、エネルギー効率に関する条

約（EEDI、SEEMP）が採択されました。 EEDI とは、Energy Efficiency Design Index の略で、新造船に対する規

制の一つです。新造船の設計段階で、理論上の CO2 排出量を規制値に適合させることが義務付けられています。 削減率

の目標は 10％～30％で、引き渡し時期によって異なります。 SEEMP とは、Ship Energy Efficiency Management 

Plan の略で、船舶ごとにエネルギー効率を向上させるための運用方法の選択、実行計画を文書化して、本船に導入すること

が義務付けられており、新造船と既存船の双方が対象です。 

 

国際海運セクターである当社においても、新造船の 100％が EEDI と SEEMP の規制を受けることになり、船舶の建造コスト

と運航コストが増加することになります。また、この EEDI による規定値は、何段階かに分けて順次厳しくなることとされており、

現在、第 4 段階の規制導入に向けた検討が行われています。これにより更なる建造コストの上昇に繋がるリスクがあります。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり、常にリスク評価に含めています。 

新たな

規制 

関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

国際海事機関（IMO）では燃料油課金や GHG 排出権取引を行う MBM（Market Based Measures）の導入が検

討されています。現状は当社の船舶の 95％以上が重油を燃料として使用しているため、MBM が導入され炭素価格が上乗

せされることで、当社の燃料コストを大幅に上昇させるリスクがあります。国内においても炭素税の導入が検討されている中、カ

ーボンプライシングメカニズムにおける炭素価格上昇のリスクは、国際海運セクターである当社のビジネスに直接、大きな影響を

与えます。そのため当社では、TCFD 分析の実施により炭素価格上昇のリスクを認識しています。 

 

また、地域規制の導入も検討されており、欧州において 2024 年から欧州排出権取引制度（EU-ETS）に国際海運を含

める議論がなされています。EU-ETS の国際海運への適用がなされた場合、当社の運航船にどれだけの影響を及ぼすかを試

算したところ、①2020 年の当社の運航実績での対象排出量計算、②EU-ETS 排出量単価 US$100、③対象排出量 

100%が課金対象、と仮定すると、年間で約 70 億円の課金額になると計算されました。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり、また長期的に財務面へ大きな影響を及ぼすリスクであることから、常に評

価に含めています。 
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技術 関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

2018 年 4 月、国際海事機関（IMO）は GHG 排出削減戦略を策定し、単位輸送活動量（トンマイル）あたりで

2030 年までに 40％削減、更に、2050 年までに 70％削減、これらを通じて国際海運全体からの CO2 排出総量を

2050 年までに 50％削減することを盛り込みました。 

 

2023 年に発効する EEXI（エネルギー効率設計指標） 規制と燃費実績格付け制度（CII, Carbon Intensity 

Indicator）は、IMO の上記目標達成のために、GHG 排出削減対策として新しく発効される規制です。当面は、エンジン

の出力制限等により対応可能と考えられますが、特に CII については、今後、段階的に規制が強化される見込みであり、これ

により国際海運セクターである当社における船舶の運航にも大きな影響が生じる恐れがあります。 

 

これらの IMO の GHG 排出量規制は、新造船及び既存船に対する多くの技術的挑戦と新規開発技術の採用の動機付け

となりましたが、このような新技術の採用は、船舶の建造コスト及び回収コストを引き上げるリスクがあります。また、新技術を積

極的に採用しても最先端だった技術が長期に及ぶ船舶の供用期間にわたって優位性を確保し続けるとは限らないため、新技

術の採用には常に陳腐化や座礁資産化のリスクが伴います。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があることから、常に評価に含めています。 

法的 関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

国際海運セクターである当社が運航する船舶は、IMO（国際海事機関）のルールだけでなく、現地の港のルールも遵守する

必要があります。 

 

世界的な脱炭素に向けての潮流を受け、国際海運セクターに適用される国際的または地域的な規制及びルールは強化され

る傾向です。実際に、IMO では燃料油課金や GHG 排出権取引を行う MBM（Market Based Measures）の導入が

検討されており、また地域規制としても欧州排出量取引制度（EU-ETS）が 2024 年 1 月から国際海運にも導入される

見込みです。 

 

強化されるこれらルールに遵守できない場合、現地当局との法的な問題が生じる可能性があります。また、船舶の入港を拒否

されることで、貨物の到着遅延やお客様との訴訟などのリスクもあります。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり重要であることから、常に評価に含めています。 

市場 関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

今後のグリーンエネルギーへのシフトを考慮すると、化石燃料としての石油・石炭の消費量は今後減少していくものと考えられま

す。 

国際海運セクターである当社では現在、原油・石油製品及び石炭を海洋輸送貨物として扱っていますが、今後、炭素関連

貨物(石炭、石油)の輸送量の低下、輸送契約期間の短期化に伴う事業リスクの増加を予想しています。このことは、当社の

収益や船舶の有効活用に影響を与えることになります。 

 

また、環境を重視する顧客からの海上輸送の低・脱炭素化要望により、代替燃料船建造の需要増加が見込まれるため、造

船所の稼働ひっ迫に起因する造船価格の高騰も市場リスクとして認識しています。 
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また、化石燃料価格の変動もリスクの一つです。化石燃料の価格は世界全体のエネルギー需要と連動しており、世界的に加

速する脱炭素に向けての機運とも強く関連します。そのため、炭素税と並んで、気候変動に関するリスク要因として、当社にと

って財務的にも戦略的にも重大な影響があると考えます。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり重要であることから、常に評価に含めています。 

評判 関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

顧客の期待に応えるため、環境パフォーマンスの向上と環境データの開示は非常に重要です。近年、企業の環境戦略に対す

る投資家の関心は高まっており、世界有数の海運企業である当社も率先して環境対応に取り組む必要があります。 

 

環境を重視する顧客の間で、当社の環境パフォーマンスが欧州等の他の船会社と比べて遅れているとみなされた場合、また、

情報開示が不十分な場合、当社の環境対応にかかる取り組みが不十分であるとの評判が流布し、その結果、投資家やお客

様が競合他社を選択し、結果として当社の収益が減少する可能性があります。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり重要であることから、常に評価に含めています。 

緊急

性の物

理的リ

スク 

関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

外航海運業を主要事業とする当社におけるリスク評価の対象は、海上を自由に航行する船舶（動産）です。船舶のような

動産には、洪水、台風といった自然災害が船舶自体へ損害を与える直接リスクと、船舶で運ぶための貨物のサプライチェーン

が分断され海上輸送需要の減少に繋がるといった間接リスク、の 2 種類の リスクが潜んでいます。直接リスクについては、陸上

の不動産と比較すると、海上を自由に航行できるという特性により、生来的に耐性を持っています。洪水、干ばつ、山火事等

の陸上における急性リスクからは直接的な影響を受けないことに加え、海上で台風が発生するようなケースにおいても、荒天域

から避航して直接リスクを回避することが可能です。また、気象・海象条件の正確な予報と、全運航船がその情報を瞬時に共

有するネ ットワークを構築し、それを元に適切な航行ルートを選択する業務プロセスを整備することにより、直接リスクを低減す

ることができ、現時点では影響は限定的と考えています。 

一方、間接リスクに関しては、様々な形で発現する可能性を秘めています。当社のような総合海運会社は、輸送する貨物が

自動車、鉄鋼原料、穀物、化石燃料等、多種多様な産業に跨っており、サプライチェ ーンの分断リスクは、発現する確率、イ

ンパクトは産業によって異なり、幅広いリスク事象が想定されます。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって、船舶で運ぶための貨物のサプライチェーンが分断されるという間接的なリスクとして関連性

があり、常に評価に含めています。 

間接リスクが発現した場合の当社事業への影響の度合いは、輸送する貨物や発現するリスクによって 大きく異なるため、当社

では、主要な貨物、リスク事象につき、出来る限り網羅的に把握・整理の上、分 析を進めております。海運業界における物理

リスクの発現は非常に幅広く、その影響は両面的です。当社では、過去に発生した事例及び IPCC の RCP7.0 シナリオを参

考にケーススタディを行い、間接リスクが当社へ及ぼす影響を評価しています。 

 

＜間接リスクが発現した場合のケーススタディ＞ 

（リスクケースの概要） 

2030 年 7 月、タイ全域が記録的な集中豪雨に見舞われ、大規模洪水が発生。タイ国内の広範な地域で被害が発生し、

特にバンコク市街地を中心に周辺の 10 の工業団地が広範囲にわたって 3 か月間もの間、 水没しました。タイでは雨期に洪
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水が頻発し車高と同程度に数センチメートル程度水没することは多くありましたが、今回はバンコク内の道路の多くが不通とな

り、バンコクを起点とする鉄道の運行が停止 するなど、タイ国内の輸送・交通に大きな影響を与えました。完全に水が引いたの

は災害が発生してから半年が経過した翌年 1 月頃となりました。 

（リスクがもたらす当社事業へのインパクト） 

洪水が発生した工業団地に立地する自動車工場や部品工場は大きな被害を受け、操業が停止。完成品である自動車に

加え、組立工場の設備も損傷し、復旧には工場新設と同等の投資が必要になります。ま た工場自体の被害を免れたとして

も、部品調達難や出荷困難から通常通りの生産活動ができない状況 となります。 

短期的には、生産拠点を復旧し生産を再開するまでに 1 年間程度を要するため、その期間は完成車の出荷ができなくなり、

タイからの海上輸送が純減します。また、付随してタイ向けの鋼材輸送需要等 にも影響が及ぶことも考えられ、関連する諸産

業への波及が懸念されます。 

（対策の例） 

当社完成車輸送事業では、短期的にはタイからの完成車輸送が純減する一方、代替需要として日本、韓国、中国から豪

州向け等の輸送需要を新たに取り込み、当社全体での輸送台数が大きく落ち込まないように対応を図ります。 

慢性の

物理

的リス

ク 

関連性があ

り、常に評

価に含めて

いる 

海面上昇などの慢性的な物理リスクは、GHG 排出量の増加とそれが引き起こす気温上昇に起因すると言われています。 

国際海運セクターにとって、海面上昇によって海抜の低い地域の港が沈んでしまうと当該港を使えなくなり、航路を変更しなけ

ればならず、燃料費増加のリスクがあります。国際海運セクターである当社の主要事業は外航海運であり、697 隻のフリート

のうち 90％以上が外航船であるため、これらのリスクの影響を受けることになります。 

 

また、当社の子会社である港湾荷役業務の操業にも重大な影響を及ぼす潜在的リスクがあります。 

 

更に、火災等による森林面積の減少は木材貨物の減少、自然環境の変化は農作物輸送の需要地及び供給地の変化によ

る海上輸送ルートの変更、生態系の変化を防止するための自動車輸送船などにおけるカメムシなど外来生物の検疫強化等

は入港する船舶・荷揚げする貨物に対する検疫が厳しい国における揚げ荷役スケジュール遅延、などそれぞれのリスクに繋がる

恐れがあります。 

 

以上から、当該リスクは当社にとって関連性があり、常に評価に含めています。 

C2.3 

(C2.3) 貴社の事業に重大な財務上・戦略上の影響を及ぼす可能性がある気候関連に内在するリスクを特定していますか。 

はい 

C2.3a 

(C2.3a) 貴社の事業に重大な財務的または戦略的な影響を及ぼす可能性があると特定されたリスクの詳細をお答えください。 

 

ID 

Risk 1 
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バリューチェーンのどこでリスク要因が生じますか? 

直接操業 

リスクの種類と主な気候関連リスク要因 

新たな規制 

カーボンプライシングメカニズム 

主要な財務上の潜在的影響 

直接費の増加 

自社固有の内容の説明 

ここでは、当社の主要事業である国際海上輸送にカーボンプライシング制度が導入された場合の直接費の増加リスクについて記載し

ます。 

 

当社は国際海上輸送を主要事業としています。現在、国際海上輸送に適用されるカーボンプライシング制度はありませんが、国際海

上輸送は、GHG を大量に排出する産業セクターであり、カーボンプライシングが導入されればその影響は非常に大きなものとなりま

す。その中でも当社は、グループ運航船舶規模 697 隻という世界有数の船隊規模を誇り、また、グループにおける国際海運からの

排出量割合が Scope1,2,3 合計排出量のうち 95％ 以上を占めるため、国際海運セクターへのカーボンプライシング導入の影響は

非常に重大です。 

 

現時点で国際海運セクターには制度的カーボンプライスが導入されていませんが、国連の専門機関であり国際海運分野の政策立案

を担う IMO（国際海事機関）で、海運セクター固有のスキームとして検討が進められています。これまでは、国際海運からの排出量

そのものを直接規制する手法が主流でしたが、より強力に国際海運の低・脱炭素を推進していくため、GHG 削減目標や戦略の見

直し、及び燃料油課金や GHG 排出権取引を含む MBM（Market Based Measures）などの具体的なカーボンプライシングメ

カニズムについての議論が IMO で本格化しています。また、このような国際的なカーボンプライシング制度に先行する動きとして、EU

における地域規制として EU-ETS 制度の海運への拡張があり、2024 年 1 月から、EU 域内港湾に寄港する総トン数 5,000 トン

以上の船舶を対象に、排出権取引制度が導入される予定です。 

 

このような状況から、当社は国際海運へのカーボンプライシング制度の導入はほぼ確実と想定しています。上述の通り、世界有数の

船隊規模を誇る当社グループにとって、カーボンプライシング制度導入の影響は非常に大きいです。また、当社は日本を拠点とする総

合海運会社ですが、欧州域内及び欧州 inbound/outbound の海上輸送サービスも提供しているため、EU-ETS の制度対象と

なるサービスもあります。 

 

そこで当社では、TCFD 提言に沿ってシナリオ毎にカーボンプライシングの財務的影響額を算出しました。当該試算を基に、全社的に

統合されたリスクと機会の特定・評価・対応プロセスに沿って評価を行った結果、カーボンプライシングは財務的・戦略的どちらの面から

も当社に重大な影響を及ぼすリスクであると分析しました。 

 

EU-ETS を含むカーボンプライシングの財務的影響を低減するためには、国際海上輸送サービスからの排出量削減が必要であり、当
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社グループは、排出削減に向けた具体的なアクションの一つとして、特に削減効果の大きい代替燃料の導入に積極的に取り組んで

います。 

時間的視点 

長期 

可能性 

ほぼ確実 

影響の程度 

高い 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、推定範囲 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

120,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

270,000,000,000 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、シナリオ分析を通じて明らかにしております。具体的には、2050 年

度をターゲットとして、「2.6℃シナリオ」、「2℃以下シナリオ」、「1.5℃シナリオ」の 3 つのシナリオで、財務的な影響を試算しています。 

 

2.6℃シナリオ：各国・機関が既に公表済みの政策を実現させるシナリオで、IEA「World Energy Outlook 2021

（WEO2021）」の Stated Policies Scenario (STEPS) と整合。 

2℃以下シナリオ：世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候変動対策が大きく進展するシナリオで IEA の 

Sustainable Development Scenario (SDS)と整合。 

1.5℃シナリオ：世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで IEA の Net Zero Emission by 

2050 Scenario (NZE) と整合。 

 

21 年度から、当社の主要事業である国際海運を対象に、カーボンプライシングの導入についての財務影響を試算しています。長期

になるほど影響額が大きくなるため、最も影響額の大きくなる 2050 年時点の財務影響を試算しました。シナリオ分析の結果、影響

額は想定シナリオによって幅があり、2.6℃シナリオ（STEPS）では 1200 億円、1.5℃シナリオ(NZE)では 2700 億円との試算と

なりました。なお、国際海運セクターへのカーボンプライシング制度導入の中でも議論が先行している EU-ETS の海運への導入におけ

る影響は、年間約 70 億円と試算しており、上記影響額の中に含まれています。 
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＜計算に使用された数値、依拠する仮定＞ 

海上輸送で使用する化石燃料は、Heavy Fuel Oil、Marine Diesel 及び Marine Gas Oil、LNG です。これらの化石燃料そ

れぞれにつき、以下の仮定を置き、化石燃料の船舶での使用によるカーボンプライシング課金額を試算しました。なお、財務インパクト

は影響額が最大となる 2050 年時点の長期で試算していますが、カーボンプライシング導入による財務影響は、EU-ETS の導入や

IMO における市場メカニズム導入を背景に中期・長期を通して継続的に発生しうると考えています。 

 

①TCFD の 3 つのシナリオごとに当社が想定する、当社グループ運航船からの BaU ベースでの 2050 年時点の年間燃料消費量

見込み（単位：mil ton/年） 

②CO2 排出係数(Heavy Fuel Oil：3.114t-CO2/fuel-ton、Marine Diesel 及び Marine Gas Oil：3.206t-

CO2/fuel-ton、LNG：2.75t-CO2/fuel-ton) 

③TCFD の 3 つのシナリオごとの炭素税価格（1.5℃シナリオ(NZE)＝250US$/t-CO2、2℃以下シナリオ(SDS)＝

200US$/t-CO2、2.6℃シナリオ(STEPS)＝US$90/t-CO2） 

④日本円と US$の換算レート 1US$=110 円 

これらの仮定から、2050 年時点の化石燃料の船舶での使用による年間カーボンプライシング課金額を試算しました。 

 

1.5℃シナリオの場合 

｛Heavy Fuel Oil（2050 年時点の年間消費量想定 2.9 mil ton/年 x 排出係数 3.114 t-CO2/fuel-ton) + Marine 

Diesel 及び Marine Gas Oil (2050 年時点の年間消費量想定 0.2mil ton/年 x 排出係数 3.206 t-CO2/fuel-ton) + 

LNG (2050 年時点の年間消費量想定 0.03mil ton/年 x 排出係数 2.75 t-CO2/fuel-ton)｝x 炭素税価格

250US$/t-CO2 x 110JPN/US$ =約 2700 億円。 

2.6℃シナリオの場合 

｛Heavy Fuel Oil (2050 年時点の年間消費量想定 3.6mil ton/年 x 3.114 t-CO2/fuel-ton) + Marine Diesel 及び

Marine Gas Oil (2050 年時点の年間消費量想定 0.27mil ton/年 x 3.206 t-CO2/fuel-ton) + LNG (2050 年時点

の年間消費量想定 0.04mil ton/年 x 2.75 t-CO2/fuel-ton)｝x 炭素税価格 90US$/t-CO2 x 110 円/US$ =約

1200 億円。 

2℃以下シナリオでも同様に計算し、財務影響は 約 2300 億円と計算しています。 

 

＜参考： EU-ETS 導入による影響額の算出根拠＞ 

国際海運セクターへのカーボンプライシング制度に関して、先行している欧州排出権取引制度（EU-ETS）は、2024 年 1 月から

の導入が予定されています。当社では上記の国際的な規制導入による影響額試算に加え、EU-ETS 導入による当社グループへの

財務影響についても、以下の通り試算しています。 

①2020 年の当社グループの運航実績を基に、対象となる航海の年間 CO2 排出量を計算 

②EU-ETS 排出量単価 を US$100/ton-CO2 と仮定 

③対象排出量の 100%が課金対象 

④日本円と US$の換算レート 1US$=110 円 

これらの仮定のもと、EU-ETS 導入による年間課金額想定は約 70 億円の課金額と計算されました。 
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①対象航海からの CO2 排出量 618 千 ton-CO2/年 x ②EU-ETS 排出量単価 US$100/ton-CO2 x ③課金対象 100% 

x ④110 円/US$ = 6,798,000,000 円＝約 70 億円/年 

試算結果は、排出量、単価、為替等の前提に応じて変動します。なお、当社の TCFD 開示の中では、この影響は「炭素税」に含め

ています。 

リスク対応費用 

110,000,000,000 

対応の内容と費用計算の説明 

【対応の内容】 

＜状況＞ 

リスクの低減、つまりカーボンプライシング課金額低減のためには、代替燃料の導入が有効と考えています。当社のように世界的に多

様なコモディティを輸送する統合海運会社にとって、船舶燃料の解は一つとは限りません。輸送コモディティに合わせて最適な代替燃

料の導入に向け、多様な候補燃料につき検討を進めています。 

 

＜課題＞代替燃料を導入するためには、これらの燃料に対応した船（機関及びタンク等）の建造が必要です。ですが、代替燃料

船の建造に関しては、現時点で技術が未確立または開発途上のものが多くあります。 

 

＜行動＞ 

当社は 2020 年 6 月公表の「環境ビジョン 2.0」において、排出削減に向けた具体的アクションの一つとして「代替燃料の導入」を

掲げ代替燃料船の建造に取り組んできました。2021 年に公表した「環境ビジョン 2.1」においては、具体的アクションは「環境ビジョン

2.0」を踏襲しつつも、「2030 年までに LNG 燃料外航船 90 隻」というマイルストーンを新たに設けました。さらに 2023 年公表の

「環境ビジョン 2.2」においては、2030 年までに LNG/メタノール燃料外航船 90 隻、2030 年までにゼロ・エミッション燃料使用割合

5%、2035 年までにネットゼロ・エミッション外航船 130 隻と、代替燃料導入に向けたマイルストーンを追加し、代替燃料の導入を

加速度的に進めています。その実行例を以下に記載します。 

①LNG 燃料船の建造 

2019 年 12 月にドライバルク輸送船 1 隻、2021 年 7 月にドライバルク輸送船追加で 1 隻、2021 年 8 月に完成車輸送船 4

隻、2022 年 5 月に完成車輸送船を追加で 4 隻、2022 年 8 月にドライバルク輸送船 4 隻とエネルギー輸送船 2 隻と、これまで

合計 16 隻の外航船建造の投資決定を行っています。環境ビジョン 2.2 で掲げるマイルストーン「2030 年までに LNG/メタノール燃

料外航船 90 隻」に対する進捗率は、18%です。また内航船では、2019 年 2 月には LNG 燃料タグボート「いしん」が竣工済、

2023 年 4 月には LNG 燃料フェリー「さんふらわあ くれない」「さんふらわあ むらさき」が運航を開始し、既に 3 隻及び 4 隻目の

LNG 燃料フェリーが 2025 年に竣工予定です。 

 

②バイオ燃料の導入 

既存の船舶で活用できる代替燃料としてバイオ燃料があります。2022 年度のバイオ燃料消費量実績は約 9300 トンで、主に欧州

地域において使用しました。 

 

③アンモニア燃料船の建造 



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

22 
 

2021 年 10 月に MAN Energy Solutions 社が開発中のアンモニアを主燃料とした主機発注に向けての基本協定書を締結し、

その後 2022 年 6 月には、常石造船株式会社及び三井 E&S 造船株式会社と、アンモニアを燃料とする外航液化ガス輸送船の

建造に向けた共同開発を開始しました。環境ビジョン 2.2 で掲げるマイルストーン「ネットゼロ・エミッション外航船」の 1 番船として

2026 年頃の竣工、運航開始を目指し、複数船型で開発を推進しています。 

 

＜結果＞ 

2022 年度は、上記②のバイオ燃料の使用により、約 28,000 トン/年の CO2 排出量を削減できたと推定しています。海運セクタ

ーにはまだ制度的カーボンプライシングが導入されていませんが、2024 年 1 月から導入が見込まれる EU-ETS における排出量単価

を US$100/ton-CO2 と仮定すると、約 3.2 億円/年のカーボンプライシング課金額の低減効果が見込まれます。 

 

【費用の計算】 

代替燃料船の建造には、現時点で未確立な技術への研究開発費や安全対策費用など、従来船に比べて追加の CAPEX が発生

するものと想定しています。代替燃料船に関する技術はまだ開発途中であり、また使用燃料の種類によっても追加費用に幅はありま

すが、外部調査機関のレポート等によれば、一般的に必要とされる追加 CAPEX 額は、LNG 燃料機関、アンモニア燃料機関で凡

そ 15～20 億円/隻と見込まれます。このような外部情報などを基に当社独自の手法で 1 隻当たりの追加 CAPEX を試算の上、

2050 年時点の当社グループの想定運航隻数を掛けて、2050 年までの累計追加コストを算出しました。船舶は通常 20 年ほどの

耐用年数があるため、費用は減価償却されます。そのため、2050 年までの累計追加コストを毎年の減価償却額に焼き直し、

2050 年度時点での年間減価償却費用を、影響額として開示しています。具体的には、2.6℃シナリオでは 200 億円/年、1.5℃

シナリオでは 400 億円/年と算定しました。より気候変動対策の必要性が高まる 1.5℃シナリオにおいては、2.6℃シナリオよりも早く

水素・アンモニア燃料船の技術開発や建造が進むため早い段階で隻数を積み上げることが可能となるため、2050 年度時点での代

替燃料に係る追加建造費用の年間減価償却が大きくなる想定です。 

代替燃料船を運航し海上輸送サービスを提供するためには、上記 CAPEX に加え、従来燃料と代替燃料との価格差による燃料費

増加も必要です。代替燃料船導入による燃料費増加については、2050 年時点の当社グループ運航船での代替燃料年間消費量

想定及び IEA など外部情報を基にした燃料価格想定のもと、2050 年時点において、1.5℃シナリオでは 800 億円の燃料費増

加、2.6℃シナリオでは 800 億円の燃料費増加と試算しました。 

 

これらをまとめると、2050 年時点での必要対応費用は以下の通りとなります。 

1.5℃シナリオ：代替燃料船造船費増加 400 億円、燃料費増 800 億円、合計 1200 億円のリスク対応費用 

2.6℃シナリオ：代替燃料船造船費増加 200 億円、燃料費増 800 億円、合計 1000 億円のリスク対応費用 

これらシナリオの平均値である 1100 億円をリスク対応費用として記載しました。 

コメント 

 

 

ID 

Risk 2 
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バリューチェーンのどこでリスク要因が生じますか? 

直接操業 

リスクの種類と主な気候関連リスク要因 

市場 

原材料のコスト増加 

主要な財務上の潜在的影響 

直接費の増加 

自社固有の内容の説明 

ここでは、世界的なエネルギーミックス変化を背景とした化石燃料価格の上昇による、直接費増加リスクについて記載します。 

 

国際海上輸送を主要事業とする当社にとって、組織全体の変動費のうち船舶の燃料費の占める割合は高いです。2022 年度の商

船三井の燃料費は 185,363 百万円で、運航費のうち約 65%に当たります。船舶燃料の価格はマーケットで上下することに加え、

化石燃料及び代替燃料の価格は世界全体のエネルギー需要と連動しており、世界的に加速する脱炭素に向けての機運とも強く関

連します。そのため、燃料費の価格変動は、気候変動に関するリスク要因として、炭素税と並んで、当社にとって財務的にも戦略的

にも重大な影響があります。 

 

船舶燃料の価格は、燃料マーケットの動向に加え、どこで購入するかにも左右されます。当社においては、日本が本社であることや、

運航する船の輸送ルートの関係から、シンガポールや日本で船舶燃料を給油・購入することが多いです。しかし、今後燃料供給地の

変動がある可能性なども考慮し、財務的費用を算出するにあたっては、地域を限定するのではなく、IEA 公表の燃料種類別価格想

定の各国の数値を単純平均したもので分析を行っています。 

 

燃料費による財務費用については、以下 2 つの要素があります。 

①化石燃料価格の変動 

マーケットでの上下に加え、世界全体のエネルギー需要と連動して変動します。特に 2.6℃シナリオの場合、依然として一部の業界で

化石燃料の利用が続くことが想定される一方、石油開発への投資は減少するため、供給能力の制約が生じ需給がタイトになる可能

性もあります。 

 

②水素・アンモニア・バイオ燃料などの代替燃料への転換に伴うコスト上昇 

代替燃料は従来の化石燃料に比べて価格が高くなると想定しています。 

 

しかし、脱炭素社会への機運が高まる中、どのようなシナリオであったとしても、船舶燃料としては従来の化石燃料と代替燃料が併用

されていると想定されます。つまり代替燃料の導入は今後の当社にとっては必然であり、リスクとは区別して分析しています。具体的に

は、上記①の化石燃料の価格上昇をリスク、②の代替燃料導入はそのリスクへの対応の一部であると整理しているため、以下でもこ

の当社整理に沿って記載します。 

時間的視点 
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長期 

可能性 

ほぼ確実 

影響の程度 

高い 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、単一の推計値 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

140,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、TCFD 提言に基づくシナリオ分析を通じて明らかにしています。具体

的には、2050 年度をターゲットとして、「2.6℃シナリオ（STEPS）」、「2℃以下シナリオ(SDS)」、「1.5℃シナリオ(NZE)」の 3 つ

のシナリオを想定しています。 

2.6℃シナリオ：各国・機関が既に公表済みの政策を実現させるシナリオで、IEA「World Energy Outlook 2021

（WEO2021）」の Stated Policies Scenario (STEPS) と整合。 

2℃以下シナリオ：世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候変動対策が大きく進展するシナリオで IEA の 

Sustainable Development Scenario (SDS)と整合。 

1.5℃シナリオ：世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで IEA の Net Zero Emission by 

2050 Scenario (NZE) と整合。 

 

＜マーケットによる化石燃料価格増減による影響計算に使用された数値、仮定＞ 

海上輸送で使用する化石燃料は、Heavy Fuel Oil、Marine Diesel 及び Marine Gas Oil、LNG です。 

当社では、それぞれの燃料ごとに、2020 年時点での価格前提、2020 年時点から 2050 年に向けての燃料価格想定の増減割

合、2050 年時点の想定年間燃料消費量、を算出し、この 2 つを掛け合わせることで、化石燃料価格変動による財務影響額を算

出しました。 

2050 年時点の想定年間燃料消費量は、TCFD の 3 つのシナリオごとに、当社グループ運航船からの BaU ベースでの年間燃料消

費量を試算しました。 

化石燃料の価格は世界全体のエネルギー需要と連動しているため、想定シナリオによって価格想定は異なります。当社の試算では

IEA 公表のシナリオ別想定価格の各国の単純平均値を、2050 年の燃料価格と仮定しています。 
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なお、影響が最大となる 2050 年時点の長期で財務インパクトを試算していますが、化石燃料価格増減は短期・中期・長期の全て

において継続的に発生しうると考えています。 

 

当社実績値などに基づき算出した 2020 年のトン当たり船舶燃料価格前提 

Heavy Fuel Oil は US$310/ton-fuel。 

Marine Diesel 及び Marine Gas Oil は US$400/ton-fuel。 

LNG は US$500/ton-fuel。 

 

IEA 公表のシナリオ別想定価格から算出した 2020 年から 2050 年に向けての化石燃料価格の増減率 

原油価格（US$/bbl）：2020 年は 42US$/bbl。2050 年時点の価格想定は、2.6℃シナリオで 88US$/bbl なので増減率

は+110%、2℃以下シナリオで 50US$/bbl なので増減率は+19%、1.5℃シナリオで 24US$/bbl なので増減率は▲43%。

なお、Heavy Fuel Oil、Marine Diesel 及び Marine Gas Oil の価格は原油価格と連動します。 

LNG 価格（US$/ton）：2020 年は 495US$/ton。2050 年時点の価格想定は、2.6℃シナリオで 738US$/ton なので増

減率+49%、2℃以下シナリオで 439US$/ton なので増減率は▲11%、1.5℃シナリオで 352US$/ton なので増減率は

▲29%です。 

 

IEA 公表のシナリオ別化石燃料価格の増減率が示すように、気候変動対策があまり進まない 2.6℃シナリオ、及び 2℃以下シナリ

オにおいては、2050 年時点においても様々な産業において化石燃料の需要が一定程度残っている状態のため、化石燃料の価格

が現在よりも上昇し、当社の燃料費増加要因となるとの分析結果となりました。2.6℃シナリオと 2℃以下シナリオを比べると、2.6℃

シナリオの方が財務影響が大きいため、これ以降は 2.6℃シナリオについて記載します。 

 

2.6℃シナリオの場合の財務影響 

Heavy Fuel Oil の価格上昇による影響＝2050 年時点の年間消費量想定 3.6mil ton/年 x 2050 年時点の燃料価格上昇

US$310/ton-fuel x +110%) 

Marine Diesel 及び Marine Gas Oil 価格上昇による影響＝2050 年時点の年間消費量想定 0.27mil ton/年  x 2050

年時点の燃料価格上昇 US$400/ton-fuel x +110% 

LNG の価格上昇による影響＝2050 年時点の年間消費量想定 0.04mil ton/年 x US$500/ton-fuel x +49% 

これらを合計すると約 1400 億円の燃料費用増加となるため、財務影響は 1400 億円との試算結果となりました。 

なお、同様に財務影響を計算した結果、2℃以下シナリオでは 200 億円の財務悪化となりました。 

 

財務に与えるマイナス影響額は、化石燃料価格上昇による燃料費増加額が最も大きくなる 2.6℃シナリオの場合の 1400 億円と

記載しています。 

リスク対応費用 

10,000,000,000 

対応の内容と費用計算の説明 
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【対策の内容】 

＜状況＞ 

リスクの低減、つまり化石燃料価格上昇による燃料費増加インパクトを軽減するためには、効率的な船舶運航や省エネ設備搭載な

どによる燃焼消費量の削減が不可欠です。 

 

＜課題＞ 

当社グループ運航船舶への省エネ設備搭載を推進するとともに、効率的な船舶運航のための組織体制・プロセス・システムの整備が

必要です。 

 

＜行動＞ 

当社は 2020 年 6 月に、効率的な船舶運航を含む具体的な行動計画を示した「環境ビジョン 2.0」を策定しました。その後も「環

境ビジョン」の改善を継続的に実施し、2023 年策定の「環境ビジョン 2.2」においては、具体的行動「効率オペレーション」に含まれる

船の運航効率に関して「2025 年までに燃費効率 5%改善（2019 年比）」というマイルストーンを置き、取組みを進めています。

その実行例を以下に記載します。 

 

①システム 

当社は 2018 年 10 月から、運航ビッグデータ利活用プロジェクト「FOCUS」を開始しています。FOCUS プロジェクトは、実海域にお

ける詳細な航海・機関データを運航船から収集し、クラウド上のデータプラットフォームに保管し、高度な運航モニタリングや推進性能

分析を行うことで、安全運航強化、環境負荷低減を目指すものです。2020 年 2 月には、運航中の推進性能を把握・見える化し

最適運航を支援する「Fleet Performance」を開発し、当社運航船への導入を進めています。 

 

②専任組織の設立、プロセスの整備 

2021 年 4 月に、商船三井本社内に、データマネジメント及び事業部への効率運航支援を専任とするチーム「ECOMO」を設立しま

した。加えて 2022 年 6 月には、フィリピンに効率運航深度化を推進する子会社「EcoMOL Inc.」を設立し、さらに取り組み体制を

強化しています。この体制を基に、EcoMOL Inc のマニラの常駐スタッフが、商船三井本社の ECOMO チームに所属するの海技員

や技術要員と連携して、当社グループ運航船のスピードや燃費などのパフォーマンスチェック、分析結果精査、事業部の運航担当者

へのフィードバックを実施するという、効率運航深度化に向けた一連のプロセスを確立し、日々燃費改善に取り組んでいます。これらの

体制強化、プロセス整備を通じ、燃費効率の改善による燃料消費量の削減を実現しています。 

 

③省エネ技術・機器への積極投資 

2025 年までに省エネ設備搭載や効率運航の推進のために約 100 億円の投資を予定しています。 

 

＜結果＞ 

2022 年度の燃費効率（MJ/ton-mile）は 0.1213MJ/ton-mile で、基準年である 2019 年度の 0.1273MJ/ton-mile に

比べて 5%減少しました。 

これを Heavy Fuel Oil 重量ベースに換算すると約 5300 トン/年の削減となり、2.6℃シナリオにおける試算においては、化石燃料

価格上昇による燃料費増加インパクトを 2050 年時点で約 2 億円/年、低減できます。 
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Heavy Fuel Oil 消費量削減量約 5300 トン/年 x 2.6℃シナリオにおける 2050 年時点での Heavy Fuel Oil 価格

US$341/t-fuel x 110 円/USD = 約 2 億円/年 

 

【費用計算の説明】 

当社は、2025 年までに、省エネ設備搭載や効率運航の推進のために、約 100 億円を投資する方針です。そのためリスク対応費

用について 100 億円としました。 

船舶の最適運航には、船底・プロペラクリーニングなど船舶のメンテナンス面での対策、航行時船体姿勢最適化など運用面での対

策、高性能防汚塗料使用や省エネ型プロペラへの付け替えなど設備面での対策、など多様な施策があります。当社では、上述の効

率運航支援専任組織が、整備されたシステム及びプロセスに則って情報を集約し、多種多様な対策を組み合わせ、総合的に最適

な省エネ設備搭載及び効率運航プランを立案しています。具体的には、前述の様々な対策それぞれにつき、GHG 削減効果（1～

10%程度まで様々）、必要投資額や費用等の情報を体系的に集約した上で、対象隻数を想定し、2025 年までに約 100 億円

規模という当該投資計画を立案し、環境・サステナビリティ委員会に報告し、審議されました。100 億円の投資対象は、当社グルー

プ保有船のみならず外部から借りて当社が運航する船舶も含みます。 

コメント 

 

 

ID 

Risk 3 

バリューチェーンのどこでリスク要因が生じますか? 

直接操業 

リスクの種類と主な気候関連リスク要因 

市場 

変化する顧客行動 

主要な財務上の潜在的影響 

商品およびサービスに対する需要減少に起因した売上減少 

自社固有の内容の説明 

ここでは、世界的なエネルギーミックス変化を背景とした海上輸送需要の変化による、当社の海上輸送量減少のリスクについて記載

します。 

 

国際海上輸送を主要事業とする当社にとって、世界の海上貨物輸送需要の変化は重大な影響を与えます。 

海上貨物輸送需要の変化は、世界的に加速する脱炭素に向けた動き及びエネルギーミックスの変化に強く連動します。また、輸送

貨物の種類や想定するシナリオによって、複雑に変動します。 

このように様々な要因が複雑に影響しあう海上貨物輸送需要ですが、その中でも当社は、ドライバルク、エネルギー、製品など様々な

輸送コモディティへの海洋輸送サービスを提供する総合海運会社であり、また、日本を本社としながらも世界中で海上輸送サービスを
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提供しています。このことから、輸送コモディティの海上貨物輸送需要変化を背景とした当社輸送量減少による売上減少をリスクとし

て特定しました。 

 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の影響を具体的に検証するために、海上貨物輸送需要の変化について、経営企画部の

主導の下に、貨物輸送の性質を詳細に把握している各事業部門が、気候変動の影響を踏まえた長期の海上貨物輸送需要見通

しを独自に作成しています。具体的には、2050 年度をターゲットとして、TCFD 提言に基づく開示と同じく、「2.6℃シナリオ」、「2℃

以下シナリオ」、「1.5℃シナリオ」の 3 つのシナリオにおける世界の海上貨物輸送需要変化の想定を作成しています。 

2.6℃シナリオ：各国・機関が既に公表済みの政策を実現させるシナリオで、IEA「World Energy Outlook 2021

（WEO2021）」の Stated Policies Scenario (STEPS) と整合。 

2℃以下シナリオ：世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候変動対策が大きく進展するシナリオで IEA の 

Sustainable Development Scenario (SDS)と整合。 

1.5℃シナリオ：世界全体で 2050 年までにネットゼロエミッションが達成されるシナリオで IEA の Net Zero Emission by 2050 

Scenario (NZE) と整合。 

 

これらの複数のシナリオ分析を実施した結果、 シナリオによりエネルギー部門（化石燃料輸送事業）において海上輸送需要が大き

く減少する可能性がありますが、製品輸送等のその他部門における海上輸送需要伸長も考慮すると、既存事業部門の海上貨物

輸送需要変動（金額ベース）は足元から 2050 年にかけてシナリオにより＋17%～▲5%のレンジとの分析となりました。 

 

2.6°C シナリオ（STEPS）：石炭などの一部貨物の海上輸送需要は若干減少するものの、殆どの貨物セグメントで海上輸送需

要が増加し、当社の既存事業部合計で足元から 2050 年までに 17%の荷動き増加。 

2°C 以下シナリオ（SDS）：石炭、石油の海上輸送需要が大幅に減少するものの、製品輸送、ドライバルク（穀物等）は海上

輸送需要の伸長が見込まれ、当社の既存事業部合計では足元から 2050 年までに＋3%の荷動き増加。 

1.5°C シナリオ（NZE）：LNG を含め化石燃料すべての海上輸送需要が大幅に減少するものの、製品の海上輸送需要増加が

埋め合わせ、当社の既存事業部合計で足元から 2050 年までに▲5%の荷動き減少。 

 

最も財務的な影響額が大きくなるのは、荷動きが▲5%となる 1.5°C シナリオ（NZE）との分析結果となったため、これ以降は

1.5℃シナリオについて記載します。 

1.5℃シナリオの世界においては、世界的に再エネの大量導入や電化進展などのエネルギーミックスの大幅な変化により、石油・石炭

といった炭素関連の貨物の輸送量が大幅に低下する可能性があります。 

時間的視点 

長期 

可能性 

可能性が高い 

影響の程度 

中程度 
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財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、単一の推計値 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

10,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用したアプローチ＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、TCFD 提言に基づいて複数シナリオで分析しています。具体的に

は、2050 年度をターゲットとして、「2.6℃シナリオ（STEPS）」、「2℃以下シナリオ(SDS)」、「1.5℃シナリオ(NZE)」の 3 つのシ

ナリオを想定しています。これら複数のシナリオでの分析を実施した結果、「当社輸送量減少による売上減少リスク」では 1.5℃シナリ

オ(NZE)において最も大きな財務的インパクトとの試算結果になったため、ここでは 1.5℃シナリオについて記載します。 

 

1.5℃シナリオ：世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで IEA の Net Zero Emission by 

2050 Scenario (NZE) と整合。 

 

1.5℃シナリオの世界においては、世界的に再エネの大量導入や電化進展などのエネルギーミックスの大幅な変化により、石油・石炭

といった炭素関連の貨物の輸送量が大幅に低下する可能性があります。これに伴い、LNG を含め化石燃料すべての海上輸送需要

が大幅に減少し、当社の既存事業部合計で足元から 2050 年までに▲5%の荷動き減少が想定されます。この当社輸送量減少

による経常利益段階の財務的影響は、100 億円との結果となりました。 

 

＜計算に使用された数値、仮定＞ 

2021 年度から 2050 年度までの貨物種類別の輸送量変化率に、2021 年度の貨物種類別の経常利益額を掛けたものを

2050 年度時点の想定経常利益とし、2021 年度経常利益との差額を影響額として試算しました。なお、試算は影響額が最大と

なる 2050 年時点で算出していますが、本リスクは中期的に発生、顕在化するものと考えています。 

 

上述のように、海上貨物輸送需要は、輸送貨物の種類や想定シナリオによって、複雑に変動します。石油、石炭はいずれのシナリオ

でも輸送量が減少しますが、1.5℃シナリオでは特に顕著に減少します。気候変動対策がより進んだ 1.5℃シナリオでは、完成車輸

送や大豆などの穀物輸送の需要増加よりも、石炭や石油などの炭素関連貨物の輸送量落ち込みの影響が大きく、3 つのシナリオの

中で最も財務的影響度が大きく、経常利益段階で 100 億円の財務悪化の可能性があります。 

リスク対応費用 

7,500,000,000 
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対応の内容と費用計算の説明 

【対応の内容】 

＜状況＞ 

リスクの緩和、すなわち海上輸送需要変化による売上変動による影響を低減するためには、エリアごとの需要増減予測に基づいた、

汎用船のある船型へのシフト及び影響を受けにくい輸送ルート確保が考えられます。 

 

＜課題＞ 

海上貨物輸送需要の変化は、世界的に加速する脱炭素に向けた動き及びエネルギーミックスの変化に強く連動します。また、輸送

貨物の種類や想定シナリオによって、複雑に変動します。 

 

＜行動＞ 

当社は 2018 年 11 月から、TCFD 提言への賛同を表明しています。これを受け 2019 年度以降毎年、TCFD 提言に基づいたシ

ナリオ分析、及び上述の通り気候変動の影響を踏まえた当社独自の長期の輸送需要見通しの更新を実施し、エリアごとの需要増

減予測を行い、コモディティごとに事業計画に組み込んでいます。 

 

＜結果＞ 

原油輸送 

どのシナリオでも輸送量減少が見込まれる原油輸送では、エリアごとの需要増減予測を基に、注力する営業エリアを峻別することで、

脱炭素が進んだ場合でも全体に比べて減少割合が小さい輸送ルートを確保するなど、財務インパクトの最小化を図るため足元から

取り組みを着実に進めています。 

 

石炭輸送 

同じくどのシナリオでも輸送量減少が見込まれる石炭輸送では、従来の石炭専用船型から汎用性のある船型へのシフトを図ること

で、船舶の座礁資産化の影響の最小化を図っています。今後の船舶のリプレイスの機会を捉えて受注貨物への柔軟性を強化しま

す。 

 

原料炭及びコークス輸送 

水素還元鉄の普及により輸送量減少が見込まれる原料炭及びコークスについては、鉄鋼製造時の還元材が水素に変化した場合、

従来に比べ輸送ルートが変更となる可能性があるため、そのような状況に対応できるよう、常に柔軟なフリートプランニングの構築に努

めています。 

 

自動車輸送 

1.5℃シナリオにおいても、電化の進展を背景として、中国などで顕在化している格安電気自動車需要がアフリカ等に拡張し、完成

車輸送需要は増加が期待できます。しかし各国の規制の動向によっては、このような電気自動車の販売台数及び海上輸送需要が

増加しないばかりか、ガソリン車の販売及び海上輸送需要も減少する可能性があります。そのため当社では、陸上交通における燃料

転換のトレンドを確実に捉えるためのインテリジェンス強化し、規制/政策動向を注視しつつ、運航規模の増減に合わせて運航体制を

整備しています。 
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このようなコモディティごとの事業計画は、年に一度の経営計画の策定及び見直しの際に、対応状況や進捗につき、経営会議及び

取締役会に報告されています。 

 

【費用計算】 

当社が保有運航する石炭専用船型を 2050 年に向けて継続的に汎用船型に入れ替えるとした場合のコストを試算しました。 

船の造船コストは船型や用途によって様々ですが、50 億円/隻と仮定の上、船の耐用年数を約 20 年とし、2050 年までに必要と

想定される入れ替え隻数を用いて、石炭専用船を汎用船型に入れ替えた場合の 2050 年時点の年間減価償却費コストを割り出

したものが、上記記載の対応費用 75 億円です。 

コメント 

 

C2.4 

(C2.4) 貴社の事業に重大な財務上・戦略上の影響を及ぼす可能性がある気候関連機会を特定していますか。 

はい 

C2.4a 

(C2.4a) 貴社の事業に重大な財務的または戦略的な影響を及ぼす可能性があると特定された機会の詳細をお答えください。 

 

ID 

Opp1 

バリューチェーンのどこで機会が生じますか? 

直接操業 

機会の種類 

製品およびサービス 

主な気候関連機会要因 

低排出量商品およびサービスの開発および/または拡張 

主要な財務上の潜在的影響 

商品とサービスに対する需要増加に起因する売上増加 

自社固有の内容の説明 

ここでは、物流段階の低・脱炭素化を望む荷主等が当社の低・脱炭素海洋輸送サービスを選択することによる、当社の売上増加機

会について記載します。 
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国際海運セクターの中でも当社は、鉄鉱石などの資源輸送、肥料・穀物などの多種多様な乾貨物輸送、LNG をはじめとするエネル

ギー輸送、自動車などの製品輸送と、幅広い種類の貨物輸送サービスをグローバルに展開する総合海運企業です。また、日本を本

社としつつも、世界中で海上輸送サービスを提供しています。 

輸送コモディティごとに、また当社に輸送を依頼する顧客の属する業界や拠点などによって、低炭素輸送サービスへの志向度は様々

な段階がありますが、海運会社である当社にとってのスコープ 1 排出は顧客にとってのスコープ 3（上流または下流の物流）に当たる

ため、多くの顧客がサプライチェーンの一部である海上サービスの低炭素化を望んでいます。 

 

このような機会を獲得するため、当社においては、省エネ運航など既存の取り組みを超えた抜本的な低・脱炭素化に向けた様々な取

り組みを、特に環境ビジョン 2.0 を策定した 2020 年 6 月から強力に推進しています。低・脱炭素化に向けた取組みの中でも特に

排出削減効果の高いものとして、水素やアンモニアなどの代替燃料の導入があります。 当社は、今すぐ実用可能な低炭素燃料であ

る LNG、メタノール、バイオディーゼルの使用を既に開始しています。より排出削減に貢献できるアンモニアなどの代替燃料は、今後中

期的に国際海運においても普及が進むと考えているため、当社でも導入に向けて準備を進めています。このような代替燃料を船舶燃

料として活用し、低・脱炭素海上輸送サービスを提供することで、海上輸送を含むサプライチェーンの低・脱炭素化を希望する既存

顧客からの当社への海上輸送依頼の増加、加えて現在当社が海上輸送を受託していない新たな顧客からの新規輸送依頼が見込

め、当社引き受け輸送量増加による売上増加につながると考えています。 

時間的視点 

中期 

可能性 

ほぼ確実 

影響の程度 

高い 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、推定範囲 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

85,400,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

177,300,000,000 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、TCFD 提言に沿ったシナリオ分析を通じて明らかにしています。サービ

スの低・脱炭素化による売り上げ増加については、当社の主要事業である国際海運を対象に、試算を行いました。シナリオ分析の結
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果、代替燃料船の導入は、カーボンプライシングによるマイナスインパクトの低減や、サプライチェーン低・脱炭素化を望む顧客からの需

要増など、当社にとっての重要な機会であると分析しています。低・脱炭素化に向けた新技術の導入を他社に先駆けて取り組み、海

上サービスの低・脱炭素化を望む顧客からのニーズにこたえることで、海運市場でこれらの顧客からの輸送需要を取り込んでシェアを

増大し、当社グループの輸送量増加ひいては売上増加につなげるべく、取組みを進めています。 

 

＜計算に使用された数値、仮定＞ 

海運市場全体の 5～10%（市場シェア率）を提供する他の海運会社が低炭素海上輸送の実現に遅れを取り市場から撤退した

と仮定し、これらの会社が撤退した後の輸送業務を生き残った企業が獲得するとの想定のもと、試算を行いました。このような変化

は、2035 年ごろまでの中期的に発生すると想定しています。 

 

＜計算式＞ 

5%が撤退した場合 

撤退した企業の海運市場でのシェア 5% ÷ 生き残った企業の海運市場でのシェア(100%-5%)＝生き残った企業の市場シェア増

加率平均 5.3％ 

生き残った企業は、市場に放出された海上輸送貨物を獲得することで、市場シェアを現在の 105.3%に拡大できる可能性がありま

す。 

 

10%が撤退した場合 

撤退した企業の海運市場でのシェア 10% ÷ 生き残った企業の海運市場でのシェア(100%-10%)＝生き残った企業の市場シェ

ア増加率平均 11％ 

生き残った企業は、市場に放出された海上輸送貨物を獲得することで、市場シェアを現在の 111%に拡大できる可能性がありま

す。 

 

これを当社グループに当てはめると、以下の通りの売上増機会と試算できます。 

（最小）当社グループ売上 1,611,984 百万円×5.3%＝売上増加額約 854 億円 

（最大）当社グループ売上 1,611,984 百万円×11%＝売上増加額約 1,773 億円 

機会を実現するための費用 

30,000,000,000 

機会を実現するための戦略と費用計算の説明 

【戦略の内容】 

＜状況＞ 

機会の獲得、つまり低排出量サービスの開発及び拡張による売上増加のため、国際海上輸送サービスを提供する当社がとるべき施

策の一つとして、代替燃料の船舶への導入があります。当社のように世界的に多様なコモディティを輸送する統合海運会社にとって船

舶燃料の解は一つとは限らないため、輸送コモディティに合わせて最適な代替燃料の導入に向け、多様な候補燃料の検討を進めて

います。 
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＜課題＞代替燃料を導入するためには、これらの燃料に対応した船の建造が必要です。その一方で、代替燃料船の建造に関して

は、現時点で技術が未確立または開発途上のものが多くあります。 

 

＜行動及びその結果＞ 

当社は 2020 年 6 月に、代替燃料船の導入を含む具体的な行動計画を示した「環境ビジョン 2.0」を策定しました。その後も「環

境ビジョン」の改善を継続的に実施し、2023 年策定の「環境ビジョン 2.2」においては、2030 年までに LNG/メタノール燃料外航

船 90 隻、2030 年までにゼロ・エミッション燃料使用割合 5%、2035 年までにネットゼロ・エミッション外航船 130 隻というマイルス

トーンを置き、代替燃料の導入を進めています。その実行例として LNG 燃料船建造への投資決定実施があります。 

当社は、2019 年 12 月にドライバルク輸送船 1 隻、2021 年 7 月にドライバルク輸送船追加で 1 隻、2021 年 8 月に完成車輸

送船 4 隻、2022 年 5 月に完成車輸送船を追加で 4 隻、2022 年 8 月にドライバルク輸送船 4 隻とエネルギー輸送船 2 隻と、

これまで合計 16 隻の外航船建造の投資決定を行っています。環境ビジョン 2.2 で掲げるマイルストーン「2030 年までに LNG/メタ

ノール燃料外航船 90 隻」に対する進捗率は、18%です。 

 

このような脱炭素輸送サービス提供を実施、強化することで、その効果として、輸送サービスの低・脱炭素化に後れを取る企業が逸し

た海上輸送需要を当社が取り込み、当社の売上増加に繋げることが期待できます。 

2050 年ネットゼロ実現に向け、顧客からの海上輸送の低・脱炭素化要望は今後も強まると想定されます。当社においても実際に、

2023 年現在において、代替燃料導入を含む海上輸送の低・脱炭素化提案により、従来よりもさらに顧客との対話機会が増えその

範囲も広がっている為、LNG に加え水素やアンモニアなどさらなる低・脱炭素輸送サービス提案を通じ、既存貨物の当社の海上輸

送量増加が期待できます。また、アンモニアや水素等の新しいクリーンエネルギーのサプライチェーンにおいては、海上輸送を含む物流

段階もクリーンである必要があります。代替燃料導入により、これらの新規貨物輸送という機会を獲得し、売上増加につなげることが

できます。 

このような当社輸送量増加に伴う売上増加について、当社では以下の通り想定しています。 

当社が代替燃料船の導入により低・脱炭素輸送サービスを強化する一方、輸送サービスの低・脱炭素化に後れを取る企業は顧客

からの輸送依頼が減少し、海運市場から撤退することも想定されます。アンモニアなどのより排出削減効果の大きい燃料が国際海運

においても広く普及すると考えられる 2035 年時点において、海運市場全体の 5～10%（市場シェア率）を提供する他の海運会

社が市場から撤退した場合、当社がそれらの貨物輸送を受注することで 854 億円～1,773 億円程度の売上増加につながります。

このように、低・脱炭素輸送サービスを推進することでその効果として上述した売上増加が見込まれます。 

このうち、上述の投資決定済 LNG 燃料船 16 隻によって獲得がコミットされた売上高は約 190 億円/年です。 

当社は既に 16 隻の LNG 燃料船への投資を決定しており、かつ今後長期に保有していく予定のため、これら 16 隻からの期待売上

高は 854 億円～1,773 億円の内訳です。通常、船の耐用年数は約 20 年であることから、当社のこれまでの実績等から算定した

1 隻当たりの想定売上高に 16 隻をかけ、さらに 20 年を掛けると、既に投資決定済の LNG 燃料船から獲得できる期待売上高が

算定できます。算定の結果、20 年間で約 3850 億円と試算されました。これを 20 年で按分した約 190 億円/年が、これまでの当

社取組による年間効果額と考えることができ、この効果額の 2035 年時点想定売上増加 854 億円～1,773 億円に対する進捗

率は 11～23%です。 

当社は今後も、2030 年までのマイルストーンに向けて継続的に取り組みを進めていきます。 

 

【費用の計算】 
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代替燃料船の建造には、現時点で未確立な技術への研究開発費や安全対策費用など、従来船に比べて追加の CAPEX が発生

すると想定しています。代替燃料船に関する技術はまだ開発途中であり、また使用燃料の種類によっても追加費用に幅はあります

が、外部調査機関のレポート等によれば、一般的に必要とされる追加 CAPEX 額は、LNG 燃料機関、アンモニア燃料機関で凡そ

15～20 億円/隻と見込まれます。このような外部情報などを基に当社独自の手法で 1 隻当たりの追加 CAPEX を試算の上、

2050 年時点の当社グループ想定運航隻数を掛けて、2050 年までの累計コストを算出しました。船舶は通常 20 年ほどの耐用年

数があるため、費用は減価償却されます。そのため、2050 年までの累計コストを毎年の減価償却額に焼き直し、2050 年度時点

での年間減価償却費用を算定しました。具体的には、2.6℃シナリオでは 200 億円/年、1.5℃シナリオでは 400 億円/年と算定

しました。より気候変動対策の必要性が高まる 1.5℃シナリオにおいては、2.6℃シナリオよりも早く水素・アンモニア燃料船の技術開

発や建造が進むため早い段階で隻数を積み上げることが可能となるため、2050 年度時点での代替燃料に係る追加建造費用の年

間減価償却必要が大きくなる想定です。 

これらの試算から、「機会を実現するための費用」には、200 億円と 400 億円の平均である 300 億円を記載しています。 

コメント 

 

 

ID 

Opp2 

バリューチェーンのどこで機会が生じますか? 

直接操業 

機会の種類 

リソースの効率 

主な気候関連機会要因 

より効率的な生産および物流プロセスの使用 

主要な財務上の潜在的影響 

直接費の減少 

自社固有の内容の説明 

当社グループの主事業は国際海上輸送ですが、その主な排出源は船舶燃料の燃焼です。消費燃料量の削減は、GHG 排出量の

削減のみならず燃料費の削減にもつながるため、燃料費の削減という直接費の減少という機会の獲得につながります。2022 年度の

当社グループ Scope1,2,3 排出量合計のうち 95%が国際海上輸送事業による排出量であり、また 2022 年度の運航費のうち

約 65%が船舶燃料費であることから、燃料消費量の削減による燃料費削減は、当社にとって大きな機会となりえます。そのため当

社では、省エネ設備の導入による燃料消費量の削減に取り組んでいます。2020 年 6 月公表の当社の気候変動に関する計画「環

境ビジョン 2.0」の中でも、「さらなる省エネ設備の搭載」を具体的なアクションとして掲げています。導入を推進する省エネ設備の具体

的な例として、PBCF について記載します。 

PBCF とは、当社も共同開発に参加した、プロペラ装着型省エネ装置 Propeller Boss Cap Fins の略です。1987 年に商船三
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井、西日本流体技研、ミカドプロペラ（現：ナカシマプロペラ）の３社によって開発され、これまで世界中で 3,950 隻以上の船舶へ

採用されています。船舶の推進源であるプロペラの付属品であるプロペラキャップを PBCF に取り換えるという簡単な工事で導入が可

能なため、新造船のみらず既存船にも導入が可能です。PBCF は、通常のプロペラキャップで発生してしまう、船舶の推進エネルギー

損失の原因であるハブ渦を低減することで、どのようなサイズ、船種であっても確実な燃費改善を実現できます。PBCF 搭載による燃

料消費量削減効果は平均約 5%/隻です。 

時間的視点 

短期 

可能性 

ほぼ確実 

影響の程度 

中程度 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、単一の推計値 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

120,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

PBCF を搭載すると、平均 5%の燃費改善効果が見込まれます。そのため、PBCF 導入済の運航船からの燃料消費量に船舶燃料

の想定単価をかければ、その 5%が PBCF による削減効果額と考えることができます。当社の 2050 年の運航隻数規模が現在と変

わらず 700 隻程度であるとの想定のもと、環境ビジョン 2.0 を策定した 2020 年を始点として 2050 年までの 31 年間の累計燃料

費削減額を試算したところ、以下の通り 1200 億円となりました。この 1200 億円が、PBCF 導入による燃料費削減という機会獲

得による財務影響額となります。 

 

＜計算に使用された数値、仮定＞ 

2050 年時点においては、船舶の推進用燃料は HFO から低・脱炭素燃料に置き換わっていると考えられますが、水素やアンモニア

など次世代燃料の燃料価格想定を置くことは現時点では困難なため、本試算においては、現在船舶燃料として広く普及している

Heavy Fuel Oil (HFO)を基に、財務上の影響額を試算します。 

 

1)2050 年時点の当社グループ燃料消費量/年：約 290 万トン/年 
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2022 年度の当社運航船での主要な燃料である Heavy Fuel Oil (HFO)消費量は約 290 万トン/年でした。本試算では

2050 年まで大幅な船隊変動がないと仮定し、2050 年まで毎年継続的に 290 万トン/年程度の燃料消費があると仮定して試算

を行いました。当該燃料消費量は、PBCF による燃料削減効果考慮前の燃料消費量です。 

 

2)2020 年から 2050 年までの平均燃料単価：US$243/ton-fuel 

2020 年時点の HFO 単価を US$310/ton-fuel と置きます。この前提を基にすると、2050 年時点の想定価格は以下の通り

US$177/ton-fuel となります。本試算では 2020 年から 2050 年の累計の燃料消費量削減額を算定するため 2020 年時点の

US$310/ton-fuel と、2050 年時点の US$177/ton-fuel の単純平均である US$243/ton-fuel を用いて試算を行います。 

（2050 年時点の燃料価格の計算式） 

当社の TCFD シナリオ分析の 1.5℃シナリオでは、2020 年時点の HFO 単価に、IEA 公表のシナリオ別想定価格から算出した

2020 年から 2050 年に向けての化石燃料価格の増減率を掛けて、2050 年時点の HFO 価格を算出しています。 

IEA 公表のシナリオ別想定価格では、原油価格（US$/bbl）：2020 年は 42US$/bbl ですが、1.5℃シナリオにおいての

2050 年時点の価格想定は 24US$/bbl なので、2020 年から 2050 年に向けての化石燃料価格の増減率は▲43%です。

HFO の価格はこの原油価格と連動します。2020 年時点の HFO 単価を、当社実績値などに基づき US$310/ton-fuel と仮定

すると、2050 年時点 HFO 単価は US$310/ton-fuel x (1-0.43) = US$177/ton-fuel となります。 

 

3)PBCF の燃費改善効果：上述の通り 5%/隻です。 

 

4)為替換算：1US$=110 円と仮定します。 

 

2020 年から 2050 年までの当社運航船での累計燃料消費量 8990 万トン（290 万トン/年 x 31 年） x 2020 年から

2050 年の HFO 単価平均 US$243/ton-fuel x PBCF の燃費改善効果 5% x 為替 1US$=110 円 = 31 年間累計の燃

料消費削減による燃料費削減額 約 1200 億円 

 

ここから、PBCF の搭載を強化した 2020 年を始点として 2050 年までの PBCF 搭載による燃料費用低減機会による累計財務影

響額は、1200 億円です。 

機会を実現するための費用 

1,500,000,000 

機会を実現するための戦略と費用計算の説明 

【戦略の内容】 

当社グループの主な排出源は船舶燃料の燃焼です。消費燃料量の削減は、GHG 排出量の削減のみならず燃料費の削減にもつ

ながるため、燃料費の削減という直接費の減少という機会の獲得につながります。燃料消費量の削減には様々な施策がありえます

が、当社はその一つとして、当社が開発した省エネ装置である PBCF の船への導入を推進しています。 

 

当社は、2020 年 6 月に当社の気候変動に関する計画である「環境ビジョン 2.0」を策定し、その中の具体的なアクションとして、

PBCF を含む「さらなる省エネ設備の搭載」を掲げました。省エネ装置である PBCF の搭載はこの会社方針に合致するため、当社は
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これまでもよりもさらに積極的に、船への PBCF 搭載を進めてきました。2023 年 3 月時点、当社保有船の PBCF 搭載隻数割合

は約 50%です。このように PBCF を積極的に搭載したことで、2020 年 4 月から 2023 年 3 月の 3 年間で約 43 万トンの燃料

消費量削減につながったと試算しています。これを燃料費削減額に換算すると 3 年間累計で約 148 億円となり、2050 年までの

機会獲得による財務影響額 1203 億円の 12%の効果を既に実現しています。今後も、新造船はもちろん、残存償却年数などを

鑑みながらも既存船にも順次搭載を行っていき、将来的には当社保有船の 100%に PBCF を搭載する計画です。 

 

【費用の計算式】 

PBCF はどの船にもあるプロペラのキャップを取り換えるのみで導入できるシンプルな構造のため、船体側の改造や溶接作業などは不

要です。また、取り付ければすぐ効果を発揮し、その効果のために特別なメンテナンスも必要不要です。そのため、必要費用としては

PBCF の装置代金ということになります。 

当社は 1987 年の PBCF の開発以降、確実に PBCF の搭載を実施してきておりますが、ここでは機会獲得による対象年数と合わ

せるため、PBCF を含む省エネ設備の会社方針を明確に打ち出した 2020 年から 2050 年までの累計必要費用を算定しました。 

2020 年 4 月～2023 年 3 月時点までの PBCF 購入代金累計は、約 5 億円でした。これに、PBCF 未搭載船への PBCF 導入

費用を足したものが、機会実現のための費用と考えることができます。 

2023 年 3 月時点における PBCF 未搭載船の当社保有船隻数に PBCF の装置代金を掛けると約 10 億円となります。ここから、

5 億円＋10 億円＝15 億円が、機会実現のための費用となります。 

 

2020 年 4 月から 2023 年 3 月までの PBCF 購入代金累計 5 億円 ＋2023 年 3 月時点で PBCF 未搭載船の保有船に対

応する今後の PBCF 装置代金 10 億円 = 15 億円 

 

ここから、PBCF による燃料消費量削減による燃料費削減という機会獲得のために必要な費用は、2020 年から 2050 年までの累

計で 15 億円/年と試算しました。 

コメント 

 

 

ID 

Opp3 

バリューチェーンのどこで機会が生じますか? 

下流 

機会の種類 

市場 

主な気候関連機会要因 

新市場への参入 

主要な財務上の潜在的影響 
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新市場と新興市場への参入を通じた売上増加 

自社固有の内容の説明 

クリーンエネルギーへの需要が世界的に拡大するに伴い、当社が既存事業で培った専門技術や強みと親和性の高い新規事業機会

が多方面に広がっています。ここでは特に代表的なものとして、洋上風力発電関連事業分野への参入を通じた売上増加機会につい

て記載します。 

 

当社の強みの一つとして、既存の海運業で培った顧客との信頼関係を背景として、新たな事業を開発していく能力があります。 

例えば当社は、出光興産株式会社、東京海上日動火災保険株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、三菱商事株式

会社など 6 社と、ゼロ・エミッション電気推進船の開発・実現・普及に向けた新しい海運インフラサービスの構築を目指す「e5 コンソー

シアム」を 2020 年 5 月に設立し、本コンソーシアムは 2022 年 4 月に大容量リチウムイオン電池を動力源とするピュアバッテリー内

航タンカー「あさひ」の運航を開始させました。また、2017 年 2 月には、洋上風力発電設備設置船（SEP 船）を保有、運航する

Seajacks International Limited 社グループの株式の 5％を丸紅株式会社から取得する決定を行い、邦船社で初めて、洋上

風力発電関連事業への関与を開始しました。 

 

このような当社の強みを活かし、事業拡大による売上増加を獲得する機会として、洋上風力発電関連事業分野があります。 

 

洋上風力は、再生可能エネルギー分野の中でも特に今後の成長が確実視される分野の一つです。IEA によると、洋上風力発電の

需要はいずれのシナリオにおいても今後急激な増加を続ける見込みとなっており、2℃以下シナリオにおいては 2040 年にかけて世界

合計で 500GW 強、2.6℃シナリオにおいても 300GW 強という、膨大な規模の新規洋上風力発電設備需要が生まれる見通し

です。また、2040 年時点の世界の発電ミックスにおいて洋上風力発電が占める比率は、2℃以下シナリオにおいて 5%強、2.6℃

シナリオにおいても 3%強と、主要電源の一角を占める見通しです。 

 

当社は、上記の新事業を開発していく能力、そして本業である海運業で培った海のインフラ構築に関わる専門知を活かし、洋上風

力発電バリューチェーンの各層で事業参画を目指し、既に一部実行に移しています。当社は島国・日本を本社とする企業であること

から、特に東南アジアや島しょ国における取組みが先行しています。 

 

① 台湾大彰化洋上風力発電所向け「アジア初の新造 SOV」が竣工 

当社と大統海運（Ta Tong Marine Co., Ltd.）が両社の合弁会社である大三商航運股份有限公司（Ta San Shang 

Marine Co.,Ltd. ）を通じて建造する新造 Service Operation Vessel（SOV）である“TSS PIONEER”が、2022 年 3 

月 8 日に竣工しました。アジア初の新造 SOV となる本船は竣工後に台湾に回航され、操業の準備が整い次第、世界最大の洋

上風力発電事業者であるオルステッドが開発する、台湾最大規模の洋上風力発電所である大彰化(Greater Changhua)洋上

風力発電所（900MW）のメンテナンス支援に投入され、風車技師に対して洋上で快適な居住空間を提供する他、本船から安

全に風車への橋渡しを行い、大彰化洋上風力発電所の安定操業を通じて台湾が掲げる再生可能エネルギー導入計画の推進に

寄与します。 

 

② 商船三井と東洋建設が洋上風力発電関連作業船の協業検討に関する覚書を締結 
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当社と東洋建設株式会社は 2022 年 2 月、洋上風力発電関連作業船の協業検討に関する覚書を締結し、国内外の洋上風力

発電事業に関連する海上工事向け船舶の事業化に向けて協議を開始しました。今後、洋上風力に関する各種作業船の国内外

における需要に基づいて、洋上風力発電事業に必要となる作業船の事業機会の獲得を目指します。商船三井が長年積み重ねて

きた船舶の建造、保有、運航における豊富な実績、東洋建設の海洋工事の豊富な知見と洋上風力の技術開発を組み合わせるこ

とで、国内外の洋上風力発電事業における作業船需要に応え、今後、再生可能エネルギーの切り札として期待される洋上風力発

電事業のバリューチェーンに広く貢献していきます。東洋建設の設立にあたっては、商船三井の源流のひとつである山下汽船株式会

社社長の山下亀三郎氏の構想によるところが大きく、同社が筆頭株主となり、同氏は初代社長に就任しています。両社の長い歴史

で築いた関係をいかし、今後、洋上風力発電事業を通じて一層強固なパートナーシップを築いてまいります。 

 

③ 商船三井と Flotation Energy が浮体式洋上風力発電事業開発の協業に合意 

当社と Flotation Energy 社は、2021 年 12 月、日本における洋上風力発電事業開発における協業について合意しました。フ

ローテーションエナジーは日本の現地法人を通じて日本で合計２GW の洋上風力発電事業開発を計画しており、新潟を始めとして

日本各地での導入を目指しています。今後発展が見込まれる浮体式洋上風力発電事業において、フローテーションエナジーの英国

での実績を活かし、両社で日本国内のローカルサプライチェーンの構築と事業化を検討していきます。英国と日本はともに島国であり、

資源に乏しいという共通点を持ち、英国は洋上風力発電事業の開発において日本をリードしています。その英国やその他の国に於い

て多大な経験を有するフローテーションエナジーと商船三井の協業は、日本における同事業の発展に寄与するものと信じております。

当社が長年培ってきた船舶、浮体式構造物の建造・保有・運用に関する知見を最大限活用し、日本を含むアジア地域における同

事業の発展にこれからも貢献します。両社のパートナーシップを強固にし、日本が推進する 2050 年のカーボンニュートラル実現、

2040 年の最大 45GW の洋上風力発電導入目標に寄与することを目指します。 

時間的視点 

長期 

可能性 

可能性が高い 

影響の程度 

高い 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、推定範囲 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

9,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

24,000,000,000 
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財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、TCFD 提言に沿ったシナリオ分析を通じて明らかにしています。洋上

風力発電分野という新市場への参入による売り上げ増加については、グループ経営計画に含まれる事業計画から算定しました。 

グループ経営計画の策定に当たっては、毎年、各事業部が将来の経常利益規模目標やその実現に向けた施策などを含む事業計

画を策定します。策定内容は経営層も交えた議論を経て取締役会議へ報告された後、当社 HP などで公表しています。この経営

計画の中で策定された当社独自の「洋上風力発電関連事業への参入による経常利益規模」に、IEA のシナリオ毎の風力発電キャ

パシティ規模を反映させ、シナリオ毎の新規事業機会獲得の財務インパクトを算出しています。 

 

＜計算に使用された数値;＞ 

IEA の風力発電キャパシティは、1.5℃シナリオ（NZE）では 8,265GW、2℃以下シナリオ(SDS)では 5,881GW、2.6℃シナリ

オでは 2,995GW であり、2.6℃シナリオ（STEPS）を基準にすると 2℃以下シナリオ(SDS)では 2 倍、1.5℃シナリオ（NZE）

では 2.8 倍となっています。 

これらシナリオごとの風力発電キャパシティと、当社独自で算定した「洋上風力発電関連事業への参入による経常利益規模」を掛け

合わせ、財務影響度の最小値/最大値を算定しました。 

 

この結果、2050 年度時点でのプラスの財務インパクトを、1.5℃シナリオ（NZE）では 240 億円、2℃以下シナリオ(SDS)では

170 億円、2.6℃シナリオ（STEPS）では 90 億円と算出しました。気候変動対策が進むシナリオになるほど風力発電キャパシティ

は大きくなるため、当社の新規事業獲得機会も拡大すると分析しています。 

なお、財務インパクトは 2050 年時点の長期で試算していますが、新規事業獲得機会自体は 2035 年までの中期において発生し

始め、2050 年までの長期に向けて継続的に発生し続ける想定です。 

機会を実現するための費用 

2,400,000,000 

機会を実現するための戦略と費用計算の説明 

【戦略の内容】 

＜状況＞ 

クリーンエネルギー需要の世界的な拡大に伴い、当社が既存事業で培った専門技術や強みと親和性の高い新規事業機会が多方

面に広がっています。当社は、このようなクリーンエネルギー需要拡大の中でも特に洋上風力発電分野が今後の成長が確実視される

分野の一つと考えています。IEA によると、洋上風力発電の需要はいずれのシナリオにおいても今後急激な増加を続ける見込みとな

っており、2℃以下シナリオにおいては 2040 年にかけて世界合計で 500GW 強、2.6℃シナリオにおいても 300GW 強という、膨大

な規模の新規洋上風力発電設備需要が生まれる見通しです。 

洋上風力発電分野において当社が強みを生かせる新規事業機会の例として、Service Operation Vessel（SOV）に関する事

業があります。SOV とは、洋上風力発電設備のメンテナンスを支援することに特化した船舶です。多数の宿泊設備を持ち、技術者

が一定期間洋上実施するメンテナンスなどの活動をサポートする船で、船と洋上風車の距離を常時安全に保つため、ダイナミックポジ

ショニングシステム（自動船位保持機能装置）や、船から洋上風車プラットフォーム上に技術者を安全に渡すため、波等による船体

動揺を吸収する Motion Compensation 機能をもつ特殊な連絡通路なども搭載しています。このように、SOV の建造、運航、メ
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ンテナンスに関しては、船に関する専門的な知識が必要であるため、当社の当社が既存事業で培った専門技術や強みを活用するこ

とで、競争力を持って洋上風力発電分野という新市場へ参入することができると考えています。 

 

＜課題＞ 

今後洋上風力事業の拡大が見込まれる台湾や日本などにおいて、洋上風力発電設備メンテナンス支援に特化した SOV は必要

不可欠ですが、先行する欧州では普及しているものの、台湾や日本においてはまだ普及途上です。 

 

＜行動＞ 

クリーンエネルギー需要の世界的な拡大に合わせて当社が強みを生かせる新規事業機会を獲得すべく、当社は、2020 年 6 月に

当社の気候変動に関する計画である「環境ビジョン 2.0」を策定し、その中の具体的なアクションとして、洋上風力発電関連での新

規事業開発を含む「低・脱炭素事業の開発」を掲げました。このグループとしての方針を受け、SOV 事業等を通じて洋上風力発電

バリューチェーンに貢献すべく、具体的な取り組みを推進しています。 

例として、2022 年 3 月には、台湾の大彰化洋上風力発電所向けの新造 SOV “TSS PIONEER”を新造し、竣工させました。ア

ジア初の新造 SOV となる本船は竣工後に台湾に回航され、世界最大の洋上風力発電事業者であるオルステッド社が開発する、

台湾最大規模の洋上風力発電所である大彰化(Greater Changhua)洋上風力発電所（900MW）のメンテナンス支援に投

入され、風車技師に対して洋上で快適な居住空間を提供する他、本船から安全に風車への橋渡しを行い、大彰化洋上風力発電

所の安定操業を通じて台湾が掲げる再生可能エネルギー導入計画の推進に寄与します。 

また類似の支援船として、2022 年 2 月には、洋上風力発電事業に関連する海上工事向け船舶の事業化に向けて、東洋建設株

式会社との協業検討を開始しました。洋上風力に関する各種作業船の国内外における需要に基づいて、洋上風力発電事業に必

要となる作業船の事業機会の獲得を目指しています。 

 

＜結果＞ 

このように、当社の強みを生かした分野で洋上風力発電関連バリューチェーンへの参画を推進することで、その効果として洋上風力発

電分野という新市場参入による売上増加を見込んでいます。洋上風力発電分野参入による当社の売上増加機会は、世界全体の

気候変動対策が進むほど拡大すると考えられるため、1.5℃シナリオ(NZE)において売上増加機会は最大となります。当社では、

1.5℃シナリオ（NZE）において当社が洋上風力発電関連事業参入によって獲得できる売上増加機会として、2050 年時点の経

常利益段階で 240 億円の増額を想定しています。 

 

【費用計算の説明】 

取り組みを具現化するための費用試算として、SOV 一隻の総船価から、年間に必要となる費用を算出しました。 

はじめに、今後の洋上風力市場の拡大へ対応するため、2050 年時点で稼働が見込まれる SOV 及びその他風力関連事業船の

稼働隻数を想定しました。この 2050 年時点の想定マーケットで当社グループが SOV 事業を実施していくため、今後、当社グループ

にて毎年 1 隻ずつ中小型の風力関連作業船を建造すると仮定し、これに必要なコストを算出しました。 

 

＜ 計算に使用された数値と仮定＞ 

2050 年時点で当社グループが約 24 隻の SOV を稼働させていると想定し、2050 年に向けに向け毎年 1 隻ずつ SOV 船を建造

すると仮定しました。 
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SOV 船の建造による年間費用は、減価償却期間及び船価から算出し、1 隻当たり 3 億円/年と試算しました。 

SOV 船の耐用年数を 15 年と仮定し、2050 年までの平均年間必要コストを試算した結果、24 億円/年となりました。 

 

＜算定式＞ 

船価から算出した 1 隻当たりの年間費用 3 億円 x （1＋15）÷2＝24 

ここから、2050 年までに発生する年間費用 CAPEX は、平均で 24 億円/年と試算しました。 

コメント 

 

 

ID 

Opp4 

バリューチェーンのどこで機会が生じますか? 

直接操業 

機会の種類 

市場 

主な気候関連機会要因 

新市場への参入 

主要な財務上の潜在的影響 

新市場と新興市場への参入を通じた売上増加 

自社固有の内容の説明 

クリーンエネルギーへの需要が世界的に拡大するに伴い、当社が既存事業で培った専門技術や強みと親和性の高い新規事業機会

が多方面に広がっています。ここでは特に代表的なものとして、アンモニア・水素海上輸送需要の新規獲得を通じた売上増加機会に

ついて記載します。 

 

当社の強みの一つとして、既存の海運業で培った顧客との信頼関係を背景として、新たな事業を開発していく能力があります。 

例えば当社は、出光興産株式会社、東京海上日動火災保険株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、三菱商事株式

会社など 6 社と、ゼロ・エミッション電気推進船の開発・実現・普及に向けた新しい海運インフラサービスの構築を目指す「e5 コンソー

シアム」を 2020 年 5 月に設立し、本コンソーシアムは 2022 年 4 月に大容量リチウムイオン電池を動力源とするピュアバッテリー内

航タンカー「あさひ」の運航を開始させました。 

また当社は、本業である液化天然ガス（LNG）の海上輸送を通じて、液化ガスのハンドリングに関する長年の知見があります。 

 

このような当社の強みを活かし、事業拡大による売上増加を獲得する機会として、アンモニア・水素輸送があります。 

 



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

44 
 

化石燃料に変わる新たなエネルギーとして、アンモニアや水素の燃料利用が期待されています。IEA によると、アンモニア・水素の最終

エネルギーにおける需要は 2050 年時点で合計 24.3EJ に達し（1.5℃シナリオ）、世界全体の最終エネルギー消費の約 7%を

占める主要なエネルギー消費形態となる見込みです。具体的には、2.6℃シナリオ(STEPS)では水素が 1.0EJ、アンモニアが 0.1EJ

なのに対し、2.℃以下シナリオ(SDS)では水素が 11.4EJ、アンモニアが 2.7EJ、1.5℃シナリオ(NZE)では水素が 19.7EJ、アンモ

ニアが 4.6EJ と、気候変動対策が進むシナリオほど、その最終エネルギーにおける需要は高まります。 

 

当社は、上記の新事業を開発していく能力、そして本業である海運業で培った液化ガスのハンドリングの専門知を活かし、アンモニア・

水素バリューチェーンの各層で事業参画を目指し、既に一部実行に移しています。アンモニア・水素バリューチェーンに初期から関わる

ことで、アンモニア・水素の海上輸送を取り込めると考えています。 

 

①アラブ首長国連邦と日本を繋ぐクリーン・アンモニアのサプライチェーン実証を実施 

当社は 2022 年 6 月、株式会社 INPEX、株式会社 IHI と共同で、アラブ首長国連邦と日本を繋ぐクリーン・アンモニア・サプライチ

ェーンの実証を実施いたしました。本実証において使用したクリーン・アンモニアは、アブダビ国営石油会社と OCI.N.V.の合弁会社で

ある肥料メーカー大手の Fertiglobe がアブダビで生産された天然ガスから製造し、ADNOC が供給したもので、アンモニア生産時に

排出された CO2 を回収し、INPEX が参画するアブダビ陸上油田において同 CO2 を地下に圧入することで、CO2 排出量を抑制し

たクリーン・アンモニアです。当社は、当社が出資する日本コンセプト株式会社の協力を得て、ISO タンクコンテナ（国際標準（ISO

規格）に基づき設計・製造された液体輸送用のコンテナ）を用いて同クリーン・アンモニアをアブダビ首長国から日本に輸送しました。

同クリーン・アンモニアの輸送に当たっては、昭和電工株式会社の支援・協力も受けています。 

 

②燃料アンモニアの輸送に向けた JERA との協業について 

当社は 2022 年 11 月、株式会社 JERA と、2020 年代後半より商用運転開始を目指している JERA の愛知県「碧南火力発

電所」向けをはじめとした燃料アンモニアの輸送に向けて検討を開始することに合意しました。今後 JERA と共同で、大型アンモニア

輸送船の開発や安全な輸送体制の構築などを進めます。具体的には次の項目について検討します。 

・国内火力発電所および受入基地に適した燃料アンモニア輸送船の開発 

・燃料アンモニア輸送・受入体制の構築 

・船舶燃料としてアンモニアを使用した推進機関の実装および航行 

・燃料アンモニア受入に関するルール形成に向けた関係各所へのはたらきかけ 

 

③タイでのクリーン水素・アンモニア バリューチェーン構築に関する覚書を締結 

当社は 2023 年 3 月、タイを代表する国営発電公社である EGAT に対し、泰国三菱商事、千代田化工建設と共同で、タイ南部

における再生可能エネ由来のクリーン水素・アンモニアの製造、貯蔵、輸送、利用、及びタイ国内外への供給のための一連のサプライ

チェーンを構築の検討を開始しました。当社は主に、資源・エネルギー運搬に関する豊富な経験と知識から、水素・アンモニアの安全

かつ効率的な輸送手段・方法について検討します。 

時間的視点 

長期 

可能性 
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可能性が高い 

影響の程度 

高い 

財務上の潜在的影響額をご回答いただくことは可能ですか? 

はい、推定範囲 

財務上の潜在的影響額 (通貨) 

 

財務上の潜在的影響額 – 最小 (通貨) 

1,000,000,000 

財務上の潜在的影響額 – 最大 (通貨) 

11,000,000,000 

財務上の影響額の説明 

＜数値を算出するために採用されたアプローチの内容＞ 

当社では、気候変動リスクが発生した場合の財務的な影響を、TCFD 提言に沿ったシナリオ分析を通じて明らかにしています。アンモ

ニア・水素輸送という新たな輸送需要獲得による売り上げ増加については、グループ経営計画に含まれる事業計画から算定しまし

た。 

グループ経営計画の策定に当たっては、毎年、各事業部が将来の経常利益規模目標やその実現に向けた施策などを含む事業計

画を策定します。策定内容は経営層も交えた議論を経て取締役会議へ報告された後、当社 HP などで公表しています。この経営

計画の中に含まれる当社独自の「アンモニア・水素の新たな海上輸送需要取り込みによる経常利益規模」をもとに、当社独自の水

素・アンモニア海上輸送需要規模及び想定輸送ルートを反映させ、シナリオ毎の新規事業機会獲得の財務インパクトを算出してい

ます。 

 

＜計算に使用された数値、仮定＞ 

IEA の WEO では、2050 年時点の最終エネルギー需要として、水素とアンモニアそれぞれにつきシナリオ別の数値が公表されていま

す。 

・1.5℃シナリオ(NZE)：水素が 19.7EJ、アンモニアが 4.6EJ 

・2.℃以下シナリオ(SDS)：水素が 11.4EJ、アンモニアが 2.7EJ。1.5℃シナリオ(NZE)の約 0.6 倍 

・2.6℃シナリオ(STEPS)：水素が 1.0EJ、アンモニアが 0.1EJ。1.5℃シナリオ(NZE)の約 0.05 倍程度 

 

水素需要が見込まれるセクターは、民生、発電、陸運、産業動力などが考えられ、地産地消のネットワークで小規模で生産・利用さ

れる場合と、再エネ電力の安い海外においてグリーン電力を活用して大量生産・輸送される場合、更には、CO2 の貯留可能で比較

的安価な化石燃料が調達できる場所で生産される場合などが考えられます。日本における再エネ電力の供給や、CO2 の貯留場所

等を勘案すると水素を海外から大量に調達することとなる可能性も高いと考えられます。 

当社では、こうした水素・アンモニアの大量輸送の需要に対応するため、それぞれの新規海上輸送需要規模及び輸送ルートにつき独
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自の分析を行い、水素・アンモニア輸送の新規事業機会獲得に伴う財務インパクトを算出しました。その分析における仮定及び考え

方は以下の通りです。 

・アンモニアは世界各国に需要地が偏在するが、アンモニア需要が見込まれるセクターは、発電、舶用燃料であり、これらの大量需要

に対応するためには、低コストで生産可能な地域からの輸送需要が見込まれるため、多くの海上輸送が発生すると想定される。 

・水素については、再エネ電力が高い地域において水素供給が弱くなると考えられることから、日本や韓国など比較的再エネ電力が

高い地域で需要が発生すると想定。また、クリーンエネルギー需要の増加が著しい中国やその他アジア諸国でも大きな需要が発生す

ると見込まれます。 

ここから、水素・アンモニアで想定される輸送ルートを独自に作成しました。 

 

この独自分析を基にした「アンモニア・水素の新たな海上輸送需要取り込みによる経常利益規模（NZE/1.5℃シナリオの場合

110 億円）に、IEA のシナリオ別のアンモニア・水素の最終エネルギーにおける需要の違いを反映させ、1.5℃・2℃以下シナリオ・

2.6℃シナリオにおける 2050 年時点における年間の財務インパクトを以下の通り算出しました。 

1.5℃シナリオ：110 億円 

2℃以下シナリオ：60 億円 

2.6℃シナリオ：10 億円 

 

なお、財務インパクトは 2050 年時点の長期で試算していますが、新規事業獲得機会自体は 2035 年までの中期において発生し

始め、2050 年までの長期に向けて継続的に発生し続ける想定です。 

機会を実現するための費用 

2,400,000,000 

機会を実現するための戦略と費用計算の説明 

【戦略の内容】 

＜状況＞ 

クリーンエネルギーへの需要が世界的に拡大するに伴い、当社が既存事業で培った専門技術や強みと親和性の高い新規事業機会

が多方面に広がっています。IEA の WEO においても、2050 年時点の最終エネルギー需要として水素とアンモニアの拡大が見込ま

れていることなどから、当社は、このような拡大するクリーンエネルギー需要の中でも特に、アンモニア・水素が今後の成長が確実視され

る分野の一つと考えています。アンモニア・水素の需要拡大という状況において当社が強みを生かせる新規事業機会の例として、アン

モニア・水素のバリューチェーン各層での関与があります。具体的には、アンモニア・水素の新規海上輸送需要の取り込み、及び海上

輸送を起点としたバリューチェーン各層での事業への新規参画です。 

アンモニア・水素は船舶用推進力としても期待が高まっていることから、海運会社である当社はアンモニア・水素燃料の潜在的なユー

ザーでもあります。そのため、バリューチェーンへの関与の必要性は高く、また外部からも明確です。また、当社は海上輸送を主要事業

とすることから、アンモニア・水素バリューチェーンの重要な要素である海上輸送に貢献できます。加えてアンモニアや水素は、液化ガス

の状態であったり、それ自体に毒性があるなど、取り扱いに留意が必要ですが、当社はこれまで様々な危険物や液化ガスを輸送して

きた実績があるため、海上輸送を起点としてバリューチェーンの様々な段階で当社の知見を活用することが可能です。このように当社

は、当社の強みを活用することでアンモニア・水素のバリューチェーン構築という新市場に、競争力を持って参入することができると考え

ています。 
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＜課題＞ 

アンモニア・水素は、まだバリューチェーンが確立されていません。 

 

＜行動＞ 

クリーンエネルギー需要の世界的な拡大に合わせて当社が強みを生かせる新規事業機会を獲得すべく、当社は、2020 年 6 月に

当社の気候変動に関する計画である「環境ビジョン 2.0」を策定し、その中の具体的なアクションとして、アンモニアや水素といった新た

なクリーンエネルギーの輸送及びバリューチェーン構築を含む「低・脱炭素事業の開発」を掲げました。このグループとしての方針を受

け、当社は、本業である海運業で培った液化ガスのハンドリングの専門知を活かして、アンモニア・水素バリューチェーンの各層で事業

参画を既に開始しています。具体的な取り組み例として以下があります。 

 

①2022 年 6 月、当社はパートナーと協働で、アラブ首長国連邦と日本を繋ぐクリーン・アンモニア・サプライチェーンの実証を実施しま

した。本実証において使用したクリーン・アンモニアは、生産時に排出された CO2 を回収し地下に圧入したクリーン・アンモニアです。当

社は、当社が出資する日本コンセプト株式会社の協力を得て、ISO タンクコンテナ（国際標準である ISO 規格に基づき設計・製造

された液体輸送用のコンテナ）を用いて同クリーン・アンモニアを アブダビ首長国から日本に輸送しました。 

 

②2022 年 11 月、当社は株式会社 JERA と、2020 年代後半に愛知県で商用運転開始予定の JERA「碧南火力発電所」向

けをはじめとした燃料アンモニア輸送に向けて検討を開始することに合意しました。今後 JERA と共同で、揚げ積み港に適した大型ア

ンモニア輸送船の開発や安全な輸送体制の構築などを進めます。 

 

③2023 年 3 月、当社はパートナーと共同で、タイ南部における再生可能エネ由来のクリーン水素・アンモニアの製造、貯蔵、輸送、

利用、及びタイ国内外への供給のための一連のサプライチェーンを構築の検討を開始しました。当社は主に、資源・エネルギー運搬に

関する豊富な経験と知識から、水素・アンモニアの安全かつ効率的な輸送手段・方法について検討します。 

 

＜結果＞ 

このように、当社の強みを生かしたアンモニア・水素バリューチェーンへの参画を今から推進することで、その効果として、アンモニア・水素

の新規海上輸送需要取り込みによる売上増加、及び海上輸送から派生したバリューチェーンの様々な段階での事業への新規参画

による売上増加を見込んでいます。 

水素やアンモニアのエネルギー需要は世界全体の気候変動対策が進むほど拡大すると考えられるため、アンモニア・水素バリューチェー

ンへの参画による当社の売上増加機会は、1.5℃シナリオ(NZE)において最大となります。当社では、1.5℃シナリオ（NZE）におい

て、当社がアンモニア・水素バリューチェーンへの参画によって獲得できる売上増加機会として、2050 年時点の経常利益段階で、約

110 億円の増加を想定しています。 

 

【費用の計算式】 

水素・アンモニアは、貨物としては新たなものですが、海上輸送サービスという観点で、ビジネス形態としては既存貨物の国際海上輸

送事業の派生です。そのため、現行の当社既存ビジネスと同様の利益率を見込むことができます。 

水素やアンモニアといった脱炭素燃料の輸送には、船舶燃料も脱炭素燃料である必要があると考えるため、これら新たな貨物輸送
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需要獲得のためには水素やアンモニア燃料船の新造が必要です。そのため、水素やアンモニア燃料に従事する船舶の建造費を対応

費用と仮定することができます。 

貨物輸送にかかるコストのうち CAPEX の割合は、アンモニアや水素に比較的輸送形態が近い LNG 輸送の場合、約 4 割です。そ

こから、「新たな貨物輸送需要」獲得による売上高の約 40%が対応費用となります。 

新規輸送貨物獲得による売上高増加に 40%を乗じると必要費用を算出できます。具体的には以下の通りとなります。 

 

1.5℃シナリオ：110 億円 x 40%＝44 億円 

2℃以下シナリオ：60 億円 x 40%＝24 億円 

2.6℃シナリオ：10 億円 x 40%＝4 億円 

これら 3 つのシナリオの平均値である 24 億円を、必要費用として記載しました。 

コメント 

 

C3.事業戦略 

C3.1 

(C3.1) 貴社の戦略には、1.5℃の世界に整合する気候移行計画が含まれていますか。 

行 1 

気候移行計画 

はい、世界の気温上昇を 1.5 度以下に抑えるための気候移行計画があります 

公表されている気候移行計画 

はい 

貴社の気候移行計画に関して株主からフィードバックが収集される仕組み 

実施している別のフィードバックの仕組みがあります 

フィードバックの仕組みの説明 

当社はステークホルダーへのフィードバックの仕組みとして、年次総会にとどまらず、株主との直接的な対話を重点的に行っています。 

CFO を筆頭に IR チームが中心となり、概ね上位約 20 位の株主との個別面談を Shareholder Relations 活動として毎年行っ

ており、気候変動対策の内容を含む ESG 関連のヒアリングや、当社取り組み説明などを行うことで株主を含む外部ステークホルダー

からのフィードバックを収集しています。さらに、上位 20 位以下の株主や当社株式の保有を検討している投資家とも個別面談を行っ

ており、2022 年度の開催実績は約 160 回です。 

これに加えて、ESG スモールミーティング（環境・社会・ガバナンスをテーマとした経営陣と当社大株主との対話会）では、気候変動

対策や生物多様性保護を含む環境や、取締役報酬制度などガバナンスについて等、広く ESG に関して株主と直接対話を行いまし

た。当社からは、チーフ・エンバイロメント・サステナビリティ・オフィサー（環境・サステナビリティ委員長でもある）、経営企画担当役員

等が出席しました。2022 年度は、国内株主向けの 1 回に加え、海外株主向けにも 3 回（5 月、6 月、12 月）実施しました。 
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個人株主に対しても、投資家・株主にとって有益な情報を、和英双方で分かりやすくタイムリーに HP に掲示するとともに、お問合せペ

ージも設け、フィードバックを収集し、必要に応じ IR チーム及び環境担当が個別で対応をしています。 

これら以外にも、「エンゲージ面談」として、株主と主に ESG に関して議論する場を通年設けています。 

フィードバック収集の頻度 

年 1 回より多い頻度で 

貴社の気候移行計画を詳述した関連文書を添付してください(任意) 

 

C3.2 

(C3.2) 貴社は戦略策定に活用するために、気候関連シナリオ分析を使用しますか。 

 戦略を知らせるために気候関連シナリオ分析の使用 

行 1 はい、定性的および定量的に 

C3.2a 

(C3.2a) 貴社の気候関連シナリオ分析の使用について具体的にお答えください。 

気候関連シ

ナリオ 

シナリ

オ分

析対

象範

囲 

シナリオ

の気温

アライ

メント 

パラメータ、仮定、分析的選択 

移行シナリオ 

IEA NZE 

2050 

全社

的 

 エネルギーやマクロ経済とは異なり、海上荷動きについては業界共通認識となる長期的なシナリオや試算が存在し

ません。しかし気候変動リスクの影響を具体的に検証するためには海上荷動きの長期見通しや、炭素税、クリーン

代替燃料の普及動向の見通し等が必要です。このため、国際海運セクターである当社グループでは、経営企画部

の主導の下に、各営業部門が気候変動の影響を踏まえ、保有している様々なデータを収集して組み合わせ、品

目・国/地域ごとに独自に長期の海上荷動きを試算するとともに政策の動向や燃料動向等の分析を行っていま

す。それらを TCFD の枠組みでも活用し、2050 年度をターゲットとして、「2℃以下シナリオ」、「1.5℃シナリオ」を

含む複数のシナリオを想定しています。2℃以下シナリオは、世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候

変動対策が大きく進展するシナリオで、IEA の Sustainable Development Scenario (SDS)と整合します。

1.5℃シナリオは、世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで、IEA の Net Zero 

Emission by 2050 Scenario (NZE) と整合します。 

パラメータとしては、世界人口の拡大と世界実質 GDP 推移、一次エネルギー需要見通し、発電燃料構成、セク

ター別化石燃料消費見通しなどを基に、当社輸送貨物である天然ガス・石炭・原油・自動車・鉄鋼・大豆などの

穀物・マイナーバルクなどの海上輸送需要の見通しを策定しています。 

仮定としては、IEA のシナリオに応じて、エネルギーミックスが変化し、化石燃料需要や炭素税価格想定が変化す

ることに伴い、当社の輸送貨物のポートフォリオが変化することを想定しています。 
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具体的には、いずれのシナリオでも拡大する経済規模に合わせて電力需要が拡大すると想定していますが、1.5℃

シナリオ（NZE）においては、輸送セクターを中心とした電化の進展も相まって、発電燃料構成における電力需要

割合が拡大します。また、現在の発電セクターにおいて重要な位置を占める石炭・石油・天然ガスなどの化石燃料

需要が大幅に需要を減らし、1.5℃シナリオ（NZE）においては、化石燃料需要は 2050 年時点でほぼ消滅

し、従来型の化石燃料による発電は、CCS/CCUS 技術との組み合わせによる需要のみとなり、代わりに風力や太

陽光を中心とした再エネが急増し、発電燃料構成の主体となります。このようなエネルギーミックスの変化により、当

社の輸送貨物ポートフォリオが変化します。また、炭素税価格については、1.5℃シナリオ（NZE）においては厳格

な脱炭素政策の導入により、先進国では 2050 年時点で US$250/t-CO2 の高い水準が要求されます。カーボ

ンプライスは 2050 年時点ではまだ地域ごと、セクターごとに違いがあることが想定されますが、外航海運におけるカ

ーボンプライスについては、各国のカーボンプライス制度から一歩遅れる形で開始されるものの、2030 年代中には

先進国並みの水準が適用されると想定しています。分析選択としては、前述の通り IEA のシナリオを選択するとと

もに、物理的シナリオは、該当する移行シナリオに合わせて RCP4.5 などを選択しています。 

上述の通り、当社の収支への影響を定量的に分析しています。 

移行シナリオ 

IEA SDS 

全社

的 

 エネルギーやマクロ経済とは異なり、海上荷動きについては業界共通認識となる長期的なシナリオや試算が存在し

ません。しかし気候変動リスクの影響を具体的に検証するためには海上荷動きの長期見通しや、炭素税、クリーン

代替燃料の普及動向の見通し等が必要です。このため、国際海運セクターである当社グループでは、経営企画部

の主導の下に、各営業部門が気候変動の影響を踏まえ、保有している様々なデータを収集して組み合わせ、品

目・国/地域ごとに独自に長期の海上荷動きを試算するとともに政策の動向や燃料動向等の分析を行っていま

す。それらを TCFD の枠組みでも活用し、2050 年度をターゲットとして、「2℃以下シナリオ」、「1.5℃シナリオ」を

含む複数のシナリオを想定しています。2℃以下シナリオは、世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候

変動対策が大きく進展するシナリオで、IEA の Sustainable Development Scenario (SDS)と整合します。

1.5℃シナリオは、世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで、IEA の Net Zero 

Emission by 2050 Scenario (NZE) と整合します。 

パラメータとしては、世界人口の拡大と世界実質 GDP 推移、一次エネルギー需要見通し、発電燃料構成、セク

ター別化石燃料消費見通しなどを基に、当社輸送貨物である天然ガス・石炭・原油・自動車・鉄鋼・大豆などの

穀物・マイナーバルクなどの海上輸送需要の見通しを策定しています。 

仮定としては、IEA のシナリオに応じて、エネルギーミックスが変化し、化石燃料需要や炭素税価格想定が変化す

ることに伴い、当社の輸送貨物のポートフォリオが変化することを想定しています。 

具体的には、いずれのシナリオシナリオでも拡大する経済規模に合わせて電力需要が拡大すると想定しています

が、2℃以下シナリオ（SDS）においては、輸送セクターを中心とした電化の進展も相まって、発電燃料構成にお

ける電力需要割合が拡大します。現在の発電セクターにおいて重要な位置を占める石炭・石油・天然ガスなどの

化石燃料需要が大幅に需要を減らし、2℃以下シナリオ（SDS）においては、2050 年時点で半減以下となり、

代わりに風力や太陽光を中心とした再エネが急増し、発電燃料構成の主体となります。このようなエネルギーミック

スの変化により、当社の輸送貨物ポートフォリオが変化し、また、炭素税価格については、2℃以下シナリオ

（SDS）においては、先進国各国が既に公表済のネットゼロ目標を達成するために高水準の明示的カーボンプラ

イスが必要とされ、先進国では 2050 年時点で US$200/t-CO2 の高い水準が要求されます。カーボンプライス
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は 2050 年時点ではまだ地域ごと、セクターごとに違いがあることが想定されるが、外航海運におけるカーボンプライ

スについて、各国のカーボンプライス制度から一歩遅れる形で開始されるものの、2030 年代中には先進国並みの

水準が適用されると想定しています。 

上述の通り、当社の収支への影響を定量的に分析しています。 

移行シナリオ 

IEA STEPS 

(以前の IEA 

NPS) 

全社

的 

 エネルギーやマクロ経済とは異なり、海上荷動きについては業界共通認識となる長期的なシナリオや試算が存在し

ません。しかし気候変動リスクの影響を具体的に検証するためには海上荷動きの長期見通しや、炭素税、クリーン

代替燃料の普及動向の見通し等が必要です。このため、国際海運セクターである当社グループでは、経営企画部

の主導の下に、各営業部門が気候変動の影響を踏まえ、保有している様々なデータを収集して組み合わせ、品

目・国/地域ごとに独自に長期の海上荷動きを試算するとともに政策の動向や燃料動向等の分析を行っていま

す。それらを TCFD の枠組みでも活用し、2050 年度をターゲットとして、「2.6℃シナリオ」「2℃以下シナリオ」、

「1.5℃シナリオ」の複数シナリオを想定しています。2.6℃シナリオは、各国・機関が既に公表済みの政策を実現さ

せるシナリオで、IEA「World Energy Outlook 2021（WEO2021）」の Stated Policies Scenario 

(STEPS) と整合します。2℃以下シナリオは、世界が SDGs の価値観実現のために協調し、気候変動対策が大

きく進展するシナリオで、IEA の Sustainable Development Scenario (SDS)と整合的します。1.5℃シナリ

オは、世界全体で 2050 年までにネットゼロ・エミッションが達成されるシナリオで、IEA の Net Zero Emission 

by 2050 Scenario (NZE) と整合します。 

パラメータとしては、世界人口の拡大と世界実質 GDP 推移、一次エネルギー需要見通し、発電燃料構成、セク

ター別化石燃料消費見通しなどを基に、当社輸送貨物である天然ガス・石炭・原油・自動車・鉄鋼・大豆などの

穀物・マイナーバルクなどの海上輸送需要の見通しを策定しています。 

仮定としては、IEA のシナリオに応じて、エネルギーミックスが変化し、化石燃料需要や炭素税価格想定が変化す

ることに伴い、当社の輸送貨物のポートフォリオが変化することを想定しています。 

具体的には、いずれのシナリオでも拡大する経済規模に合わせて電力需要が拡大すると想定していますが、2.6℃

シナリオ（STEPS）においては、既存の政策や施策、開発中の政策などの延長上で経済が発展するとの前提に

基づき、引き続き石油化石燃料への依存が続く一方で化石燃料開発への投資が絞りこまれることにより、化石燃

料の値段が高騰するものの、化石燃料発電の縮小は進まないこと、また、経済成長による産業・民生セクターでの

需要拡大により、自動車や穀物輸送も増加することなどから、ほとんどの貨物セグメントで需要が増加し、貨物合

計で足元から 17%荷動きが増加する見込みです。 

なお、炭素税価格については、2.6℃シナリオ（STEPS）においては、現状よりも高くなるものの 2050 年時点で

US$90/t-CO2 と、1.5℃シナリオや 2℃シナリオに比べると低位に保たれます。 

上述の通り、当社の収支への影響を定量的に分析しています。 

物理気候シ

ナリオ 

RCP 7.0 

全社

的 

 一般的な企業が実施する物理リスクの評価では、企業が保有する建物や工場等の不動産を対象としますが、外

航海運業を主要事業とする当社は、海上を自由に航行する船舶（動産）が評価対象となります。船舶のような

動産には、洪水、台風といった自然災害が船舶自体へ損害を与える直接リスクと、船舶で運ぶための貨物のサプラ

イチェーンが分断され輸送需要の減少に繋がるといった間接リスク、の 2 種類のリスクが潜んでいます。 

（直接リスク） 

陸上の不動産と比較すると、海上を自由に航行できるという特性により、生来的に耐性を持っています。洪水、干
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ばつ、山火事等の陸上における急性リスクからは直接的な影響を受けないことに加え、海上で台風が発生するよう

なケースにおいても、荒天域から避航して直接リスクを回避することが可能です。また、気象・海象条件の正確な予

報と、全運航船がその情報を瞬時に共有するネットワークを構築し、それを元に適切な航行ルートを選択する業務

プロセスを整備することにより、直接リスクを低減することができます。 

（間接リスク） 

様々な形で発現する可能性を秘めています。当社のような総合海運会社は、輸送する貨物が自動車、鉄鋼原

料、穀物、化石燃料等、多種多様な産業に跨っており、サプライチェーンの分断リスクは、発現する確率、インパク

トは産業によって異なります。 

 

直接リスクについても、長期的には船舶保険料の増加といった形で顕在化してくる可能性はありますが、上記のよう

に現時点では影響は限定的であり、間接リスクの方が当社の事業へ影響を与える可能性のあるリスクであると認識

しています。また、間接リスクが発現した場合の当社事業への影響の度合いは、輸送する貨物や発現するリスクに

よって大きく異なるため、当社では、全ての貨物、リスク事象を網羅的に把握・整理の上、分析を進めております。 

 

＜間接リスクの分析＞ 

（分析方法） 

各事業における間接リスクの影響は、①貨物、②輸送船、③輸送契約、の 3 つの特性によって判断できると考え

ています。これらの組み合わせと物理リスク項目を掛け合わせ、当社事業にとってリスクとなりえる事例を想定し、定

性的に分析を行っています。具体的には、大規模洪水を起因とする貨物サプライチェーン分断による完成車海上

輸送需要減少リスク、大規模台風発生を起因とする港湾インフラ損傷によるドライバルク輸送等海上輸送事業へ

の影響リスク、などです。 

①貨物のタイプ 

一般的に、流動性の高い汎用商品ほど、サプライチェーンの寸断に対して柔軟に対応することができます。一か所の

生産拠点が損傷を受けた場合、他の生産拠点に供給元を移すことで、サプライチェーンを維持します。生産拠点の

移動により、海運会社は影響を受けることとなりますが、完全な供給途絶といった事態には繋がりにくく、海運会社

にとっての需要である貨物の荷動きは一定以上に維持されることとなります。石油、石炭、穀物等の国際的な市場

取引が一般的に行われる商品は、特定の地域で物理リスクが発現したとしても、その他の地域が機能を代替する

ことにより荷動きへの影響は比較的軽微になりやすく、一時的な需要減少になることはあっても、船舶自体の稼働

が停止する事態（以下、不稼働リスク）には繋がりにくいと考えることができます。一方、完成乗用車のように、限

られた生産拠点で特定のモデルを特定の需要地向けに生産する商品の場合、サプライチェーン寸断の影響は直接

的に供給途絶に繋がりやすく、汎用コモディティのケースに比べると一時的な船舶不稼働リスクは高まります。 

② 対象船のタイプ 

対象貨物のサプライチェーンが寸断され、貨物輸送の需要が変動した場合、汎用性の高い船型（例：ドライバル

ク船パナマックス）であれば、当該貨物以外の貨物カテゴリーを代わりに積載し、不稼働を回避することができま

す。例として、ドライバルク船の主要対象貨物には、石炭、穀物、鉱石、セメント等がありますが、仮に石炭サプライ

チェーンの損傷により一時的に積載貨物を失ったとしても、その船はその他の貨物を積載することも可能です。対象
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貨物の需要変動は海運事業に当然影響を与えますが、代替需要の存在により船舶の稼働率は一定程度保た

れるため、影響の度合いは限定的です。一方、汎用性の低い専用船型（例：LNG 輸送船）においては、対象

となる貨物が LNG に限られるため、同貨物の供給が途絶した場合に代替貨物を積載するという選択肢がありませ

ん。こうした船型は不稼働リスクが発現しやすく、影響の度合いは大きいです。 

③ 対象輸送契約 

対象貨物のタイプに加えて、対象輸送契約の種類によっても、間接リスクが及ぼす影響の度合いは変化します。ス

ポット契約を締結する船舶は、対象とする一貨物のサプライチェーンが寸断されたとしても即座に他貨物への切り替

えが可能ですが、長期専用船契約に従事している船舶は柔軟に貨物の変更を迅速に行うことが難しい契約形態

です。流動性の高い船舶市場が形成されている船タイプに比べ、長期専用船契約の比率が大きく汎用化が進ん

でいない船タイプ（一部の LNG 輸送船、メタノール輸送船等）は、比較的、不稼働リスクが大きくなります。 

 

（パラメータ） 

対象とする貨物の生産/需要拠点に偏りがある（偏在性がある）、代わりになる商材がない（汎用性がない）、

使用する船舶を特定の貨物にしか適用できない（硬直性がある）、輸送契約を切り替えにくい（硬直性があ

る）等の特性が、気候変動影響によるサプライチェーン寸断に繋がりやすくなる、と考えることができます。 

 

（仮定） 

温暖化が進む物理シナリオほど、上記の影響は大きくなるとの仮定のもと、当社では IEA などの外部レポートなどを

参照しながら、4℃シナリオと整合的な物理シナリオを想定し、定性的な分析を進めています。 

C3.2b 

(C3.2b) 気候関連シナリオ分析を用いることによって貴社が取り組もうとしている焦点となる問題について詳細を説明し、その問題に関するシナリ

オ分析結果をまとめてください。 

行 1 

焦点となる問題 

国際海運セクターである当社のシナリオ分析においては、財務への影響を評価する上で、以下の 5 つの項目に着目して定量的に評

価を行いました。 

① 荷動き変化、➁燃料費、③炭素税、④代替燃料船の導入、⑤新規事業機会 

その結果、特に財務への影響が大きい焦点となる重点的な課題として、炭素税、燃料費上昇、代替燃料船の導入の 3 点を特定

しました。一方、荷動き変化については、今後の世界経済の成長に伴う原材料や製品輸送の伸びが、石油化石燃料の輸送需要

の減退を相殺し、荷動き変化の影響は限定的となっております。これは、クリーンエネルギーへの需要が世界的に拡大するのに伴い、

当社が既存事業で培った専門技術を活かして新規事業機会を多方面に広げていくことによるものです。当社は、「環境ビジョン 

2.2 」の中の主要戦略のひとつとして、「グループ総力を挙げた低・脱炭素事業拡大」を掲げ、社会の GHG 排出削減への貢献を主

要テーマとした新規事業領域の開拓に取り組んでいます。アプローチの方法としては、世界が新しいクリーンエネルギーのサプライチェー

ンを構築するにあたり、当社はそのサプライチェーンの各層で具体的な事業を通じて社会実装を推進してバリューアップに貢献し、社会

の脱炭素化に寄与することを目指しています。代表的な新規輸送需要として、アンモニア・水素輸送の伸びが想定されます。 
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アンモニア・水素輸送関連の 2050 年時点の利益機会は、2.6℃シナリオ(IEA STEPS)で 10 億円、2℃以下シナリオで(IEA 

SDS) 60 億円、1.5℃シナリオで（IEA NZE）110 億円と想定されます。 

 

最も影響の大きかった炭素税については、海運業におけるスコープ 1 排出量が大きいこともあり、炭素税の導入により、財務的に大き

な影響が発生します。炭素税価格の設定は、IEA シナリオで示された炭素価格の内、先進国の数値を採用しました。炭素税の影

響を極力抑えるためには、運航の更なる効率化に加え、GHG の排出を抜本的に減らすためのクリーン燃料の採用が重要となります

が、後者についてはクリーン燃料のサプライチェーンの確立など海運業界のみでは解決できない課題も多く、今後のクリーン燃料市場の

成長を見極めた上で船舶燃料としての採用を判断して参ります。それまでの移行期間においては、相対的に GHG 排出量の少ない

燃料の採用や、風力推進補助の導入など新たな技術の導入と普及が鍵となり、当社としては積極的に研究開発から実用化、普及

まで幅広く取り組んでいきます。 

 

一方、当面の間は化石燃料の使用も継続することになりますが、再生可能エネルギーへのシフトが進み化石燃料開発への投資が絞

られる中で化石燃料の需給バランスにも変化が生じるとともに、化石燃料の輸出国の地政的なリスクも相まって、燃料費の上昇に繋

がることが予想されるところです。なお、化石燃料価格の見通しについては、IEA のシナリオで示された価格等をベースとしました。燃料

費の上昇への対応については、炭素税の対応と同様、運航の更なる効率化が鍵となって参ります。また、クリーン燃料市場の成長に

あわせてタイムリーに代替燃料船を導入していくことが有効な対策となり、そのために当社においては各種のクリーン代替燃料を使用す

る船舶の設計開発にあたっての造船所との対話や、代替燃料導入に向けた燃料供給者との対話などに協働して取り組んでいきま

す。 

但し、代替燃料船の導入については、炭素税の上昇や国際排出規制の強化などに伴い多くの海運事業者が、同じような時期に発

注、建造するものと考えられ、代替船の建造が集中する恐れがあります。現在、世界の造船能力は、日本、中国、韓国に集中して

おり、特に近年は中国、韓国の比率が高まっています。造船設備を短期間に拡張することは現実的ではなく、建造が一時期に集中

した場合、個別の造船契約に基づき船価が決まる新造船においては、代替船の建造コストが上昇したり、納期に時間を要したりする

等、当社の経営に大きな影響を及ぼす懸念があります。造船のコストについては、クリーン燃料等の新規輸送需要や在来型貨物輸

送の伸びと炭素税価格や、国際排出規制に対応可能な船腹量といった様々な複合的要因に左右されると考えられます 

 

焦点となる問題に関する気候関連シナリオ分析の結果 

シナリオ分析の結果、国際海運セクターである当社の海運事業にとって、炭素税導入の移行リスクが最も大きな影響を与えること、

及び炭素税導入による影響低減のために代替燃料船の導入が有効な対応策のひとつであるとの分析結果となりました。 

 

そのため当社では、2020 年公表の「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」において、気候変動対抗のための具体的なアクションの

一つとして代替燃料の船舶への導入を定め、取り組みを進めることとしました。その後取り組みを進め、2023 年 3 月までに累計 16

隻の LNG 燃料外航船の建造に投資決定を行いました。また、2022 年 4 月～2023 年 3 月の期間において、欧州地域を中心

に船舶燃料として約 9300 トンのバイオ燃料を使用しました。 

 

【シナリオ分析の結果】 

1.5℃シナリオ（IEA NZE）、2℃以下シナリオ(IEA SDS)、2.6℃シナリオ(IEA STEPS)における、2050 年へ向けた要因別の



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

55 
 

財務インパクト評価は以下の通りです。なお金額は全て経常利益ベースです。 

＜1.5℃シナリオ＞ 

抜本的な GHG 削減対策を講じない場合は、炭素税が大きな損益悪化要因となる見込みです（減収 2,700 億円）。しかしな

がら、次世代燃料船の積極的な導入により炭素税の課税を大幅に軽減できる（税額を 300 億円まで圧縮可能）と見込んでいま

す。 

 

＜2℃以下シナリオ＞ 

GHG 削減対策が十分でない場合は、1,5℃シナリオ同様、炭素税率の上昇により炭素税が収益を圧迫（減収 2,300 億円）し

ます。この場合においても、次世代燃料船を導入して排出削減を進める企業努力により炭素税によるコスト増加を大幅に軽減でき

る見込みです（税額を 400 億円まで圧縮可能）。 

 

＜2.6℃シナリオ＞ 

他の 2 シナリオと比較すると炭素税の導入によるコスト増加（減収 1,200 億円）は低いレベルに収まる見込みであり、化石燃料

価格の上昇による燃料コストの増加（減収 1,400 億円）が大きな収益圧迫要因となります。 

 

【シナリオ分析の結果が影響した意思決定や行動】 

当社は気候変動を含む環境対応の指針として、「商船三井グループ 環境ビジョン」を策定しています。 

2020 年 6 月公表した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」では、TCFD のシナリオ分析を基に、気候変動対策として当社がとる

べき具体的なアクションとして以下を策定しました。 

1. クリーンエネルギー の導入 

2. さらなる省エネ技術 の導入 

3. 効率オペレーション 

4.  ネットゼロを可能に するビジネスモデル 構築 

5.  グループ総力を 挙げた低・脱炭素 事業拡大 

 

「商船三井グループ 環境ビジョン」はその後も外部環境やグループ取り組みの進捗に合わせ改善を重ね、2021 年 6 月には「商船

三井グループ 環境ビジョン 2.1」、さらに 2023 年には「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」にアップグレードしています。 

商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」においては、上記具体的なアクションを確実に推進するため、それぞれのアクションの進捗を測る

指標を設定し、2050 年までの中間地点である 2025～2035 年におけるマイルストーンも整備しました。代替燃料の導入に関して

は特に多くのマイルストーンを策定しています。 

＜代替燃料の導入に関するマイルストーン＞ 

・2030 年 ゼロ・エミッション燃料使用割合 5%（ゼロ・エミッション燃料候補としてはクリーン・アンモニア、e-メタノール、e-LNG やそ

の他の燃料を想定しています） 

・2030 年 LNG/メタノール燃料 外航船隻数 90 隻 

・2035 年 ネットゼロ・エミッション外航船隻数 130 隻（ネットゼロ・エミッション燃料候補としては、クリーン・アンモニア、e-メタノール、

e-LNG やその他の燃料を想定しています） 
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これらの行動計画に則り代替燃料の船舶への導入を進め、2023 年 3 月までに累計 16 隻の LNG 燃料外航船の建造に投資決

定を行いました。また、2022 年 4 月～2023 年 3 月の期間において、欧州地域を中心に船舶燃料として約 9300 トンのバイオ燃

料を使用しました。 

C3.3 

(C3.3) 気候関連リスクと機会が貴社の戦略に影響を及ぼしたかどうか、どのように及ぼしたかを説明してください。 

 気候関連リスクと

機会がこの分野の

貴社の戦略に影

響を及ぼしました

か? 

影響の説明 

製品および

サービス 

はい TCFD が求めるシナリオ分析の結果、炭素税や燃料費の上昇が輸送事業に大きな影響を与える一方で（リス

ク）、代替燃料船の導入や気候変動に関連する新規事業機会の獲得により（機会）、その影響を軽減できる

と考えています。当社の環境戦略「環境ビジョン 2.2」で示した排出削減に向けた 5 つのアクションでも、代替燃料

活用を含む「クリーンエネルギーの導入」をアクションの一つと掲げ、代替燃料船の導入を進めています。以下ではそ

のうちの、アンモニア・水素の船舶燃料への導入推進について記載します。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた企業戦略と考慮された時間軸】 

2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、多くの日本企業がサプライチェーンを含めた脱炭素への取り組みを強

化しています。そのような顧客・社会の要望に応えるため、国際海運セクターである当社グループは、船舶燃料のク

リーン化を目指しています。2030 年ごろまでは今すぐ実用可能な LNG やバイオ燃料などを活用し足元から排出

削減を行うとともに、2030 年以降に社会的に普及が進むと想定される水素やアンモニア燃料の導入に向けても、

既に取り組みを開始しています。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた最も重要な戦略的決定のケーススタディ】 

状況：化石燃料に変わる新たなエネルギーとして、アンモニアや水素の燃料利用が期待されています。また、

2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、当社顧客である多くの荷主が、サプライチェーン上の排出量の一部で

ある海上輸送の脱炭素を求めています。 

 

課題：アンモニアや水素の船舶燃料として導入に向けては、燃料ハンドリングにおける安全性や主機の技術開発

に加え、燃料サプライチェーンの構築などに課題があります。 

 

行動：安全性や主機の技術開発の観点から、当社は 2021 年 10 月、アンモニアを主燃料とする船舶用主機

関につき、発注に向けた協定書をエンジンメーカーと締結しました。2022 年 6 月には、造船所及び造船会社と

共同で、アンモニアを燃料とする大型船の建造に向けた共同開発に着手しました。 

また、燃料サプライチェーン構築の観点からも取り組みを進めており、2021 年 5 月からは、アンモニア燃料供給船
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や FSU（浮体式貯蔵設備）等オフショア施設の開発、アンモニア燃料供給の安全ガイドラインの策定を推進す

べく、シンガポールにおける舶用アンモニア燃料サプライチェーンの共同開発に参画しています。 

 

結果：安全性や主機の技術開発に向けた取組みの成果として、2023 年 1 月、当社はアンモニア燃料大型船

の AIP（設計に関する基本承認）を日本海事協会から取得しました。 

燃料サプライチェーン構築の観点からは、2022 年 1 月、アンモニア燃料供給船の AIP（設計に関する基本承

認）を ABS 船級協会から取得しました。加えて 2022 年 2 月には、陸上設備の建設を不要とするアンモニア貯

蔵再ガス化設備（FSRU）のコンセプトスタディを三菱造船株式会社と協働で実施、完了しました。2022 年 3

月にはさらに、同造船会社と協働で「アンモニア・液化 CO2 兼用輸送船」のコンセプトスタディも完了しています。 

このような成果を受け、2022 年 11 月には株式会社 JERA と燃料アンモニアの輸送に向けて検討を開始するな

ど、クリーン燃料としてのアンモニアの社会普及に貢献しています。 

サプライチェ

ーンおよび/

またはバリュ

ーチェーン 

はい TCFD が求めるシナリオ分析の結果、炭素税や燃料費の上昇が輸送事業に大きな影響を与える一方で（リス

ク）、代替燃料船の導入や気候変動に関連する新規事業機会の獲得により（機会）、その影響を軽減できる

と考えています。当社の環境戦略「環境ビジョン 2.2」で示した排出削減に向けた 5 つのアクションでも、新規事業

機会を含む「低・脱炭素事業の拡大」をアクションの一つと掲げています。以下ではそのうちの洋上風力発電分野

における新規事業機会に関して記載します。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた企業戦略と考慮された時間軸】 

当社は、今後のエネルギーシフトを勘案し、業務のトランスフォーメーションの一つとして海洋クリーンエネルギー事業

に取り組むこととしました。 

具体的には、2050 年のネットゼロ・エミッション実現に向けて、社会全体の GHG 排出削減に貢献する事業として

洋上風力発電関連事業、アンモニア・水素関連事業を推進しています。 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた最も重要な戦略的決定のケーススタディ】 

状況: 洋上風力は、再生可能エネルギー分野の中でも特に今後の成長が確実視される分野の一つです。IEA 

によると、洋上風力発電の需要はいずれのシナリオにおいても今後急激な増加を続ける見込みとなっており、2℃

以下シナリオにおいては 2040 年にかけて世界合計で 500GW 強、2.6℃シナリオにおいても 300GW 強とい

う、膨大な規模の新規洋上風力発電設備需要が生まれる見通しです。また、2040 年時点の世界の発電ミック

スにおいて洋上風力発電が占める比率は、2℃以下シナリオにおいて 5%強、2.6℃シナリオにおいても 3%強

と、主要電源の一角を占める見通しです。 

 

課題：日本においては港湾土木工事を除き、本格的な洋上建設工事の実績が乏しく、必要な資材の輸送、据

え付け等に用いる船舶が十分とは言えない状況です。特に洋上風力発電においては、コストの低減が求められて

おり、洋上での工事を安全かつ確実に実施していく必要があります。 

 

行動：当社は 2021 年「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」を策定し、その中で「グループ総力をあげた低・脱

炭素事業拡大」を当社がとるべきアクションの一つとして位置付けています。2023 年に策定した「商船三井グルー
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プ環境ビジョン 2.2」においてもこの方針は引き継がれています。 

 

結果：船社としての当社の知見を活用し、洋上風力工事で必要とされる特殊船舶（SEP 船、SOV 等の

O&M 用作業船、CTV）の調達、特殊作業（自動船位保持装置の操縦等）にかかる船員の訓練及び配乗、

運航などの事業を推進しています。 

また、アジアで先行する台湾洋上風力発電において知見を獲得するため、台湾の洋上風力発電プロジェクト

Formosa I に当社が共同で設立した SPC を通じて出資しました。更に、海洋コンサル支援、港湾・陸送におけ

る発電設備ハンドリング/ロジスティクス、洋上風力発電設備メンテナンス人材派遣事業など、船舶関連のみなら

ず、当社グループ全体のノウハウを活かして、また、関連企業との協業を通じて、洋上風力発電の普及をトータル

サポートしています。 

研究開発

への投資 

はい TCFD が求めるシナリオ分析の結果、国際海運セクターである当社にとって、炭素税や燃料費の上昇が輸送事業

に大きな影響を与えることが見込まれます（リスク）。炭素税や燃料費を抑えるためには、足元での効率運航の

深度化に加え、新たな省エネ技術の導入が不可欠です。当社においては、その一つとして風力推進補助船の開

発に取り組んでいます。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた企業戦略と考慮された時間軸】 

国際海運においては、国連専門機関 IMO が「排出原単位(gCO2/ton・mile)につき、2030 年までに 2008

年比 40%減、2050 年までに 70%減」「総量を 2050 年までに 2008 年比 50%削減」を掲げていますが、

当社は、これを上回る 2050 年ネットゼロを目標としています。 

その達成のための重要要素である効率的な船舶運航をさらに後押しすべく、当社は 2009 年から「ウインドチャレ

ンジャー」プロジェクトを主導しています。 

ウインドチャレンジャーとは、伸縮式ハードセイルで風力エネルギーを船舶推進力に変換する新しい技術です。搭載

による GHG 排出量削減効果は、日本-オーストラリア航路で約 5％、日本-北米西岸航路で約 8％を見込みま

す。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた最も重要な戦略的決定のケーススタディ】 

状況： 船舶に対する GHG 排出削減規制は年々厳しさを増し、また海上輸送を含むサプライチェーンの脱炭素

化の社会的要請は高まり続けています。 

 

課題：GHG 排出削減に向け効率的な運航は重要ですが、従来型の対策、船舶減速航行、荒天回避ルート

の選定のみでは、対応が厳しくなりつつあります。 

 

行動： そのため当社は 2009 年から、洋上風力エネルギーを船舶推進への活用する「ウインドチャレンジャー」プ

ロジェクトを主導し、研究開発を進めてきました。2022 年 10 月には、ウインドチャレンジャープロジェクトの第一船

として、ウインドチャレンジャーを搭載した新造船「松風丸」の運航を開始しました。 

また、ウインドチャレンジャーの発展形として、風力推進により発電し、当該電力で水素を製造するウインドハンター
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プロジェクトにも 2020 年から着手し、2021 年 12 月から第一段階に相当するセーリングヨットを用いたコンセプト

実証を開始しています。 

 

結果： 2022 年 8 月にはウインドチャレンジャー搭載第 2 隻目の建造を決定しました。第 2 隻目は 2024 年の

運航開始を目指しています。 

今後のさらなる長期的な目標として、船舶に複数の帆の搭載や他の GHG 削減対策と組み合わせ、風力利用に

特化した次世代船型の開発を目指しています。 

運用 はい TCFD が求めるシナリオ分析の結果、国際海運セクターである当社にとって、炭素税や燃料費の上昇が輸送事業

に大きな影響を与えると考えています。当社の環境戦略「環境ビジョン 2.2」で示した排出削減に向けた 5 つのア

クションでは、「効率運航オペレーション」をとるべきアクションと設定し、燃料消費量の削減を通じて、将来的な炭

素税や燃料費上昇の影響軽減を目指しています。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた企業戦略と考慮された時間軸】 

国際海運においては、国連専門機関 IMO が「排出原単位(gCO2/ton・mile)につき、2030 年までに 2008

年比 40%減、2050 年までに 70%減  」「総量を 2050 年までに 2008 年比 50%削減」を掲げていますが、

当社は、これを上回る GHG 削減中長期目標「2035 年までに輸送における GHG 排出原単位を約 45%削減

（ 2019 年比）」及び「2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッション達成」を目指しています。 

これらの目標を達成するため、当社は 2018 年 10 月から、運航ビッグデータを活用した GHG 排出削減を目指

す「FOCUS プロジェクト」を開始しています。 

 

【気候関連のリスクと機会の影響を受けた最も重要な戦略的決定のケーススタディ】 

状況：船舶に対する GHG 排出削減規制は年々厳しさを増し、また海上輸送を含むサプライチェーンの脱炭素

化の社会的要請は高まり続けています。 

 

課題：脱炭素燃料が広く普及するまでの当面は、効率運航・省エネ技術での取り組みが重要であり、年々厳し

さを増す排出削減規制の対応の一つとして、既存船の効率運航の深度化による対応が必要となります。 

 

行動： 運航船の IOT データを取得し、陸上からもリアルタイムのモニタリングを行い、運航部門と海技部門とが一

体となり、かつ、外部の研究機関（三井造船昭島研究所）とも連携して、運航の効率化・最適化を実現してい

くための「FOCUS プロジェクト」を 2018 年から開始しています。また、効率運航・省エネ技術を専門とする専任組

織を 2021 年 4 月に、効率運航に係る業務支援を行う新会社「EcoMOL.Inc.」を 2022 年 6 月に設立して

います。 

 

結果：これらの専任組織及び FOCUS プロジェクトで開発してきた各種システムを活用し、船からの IoT データを

タイムリーに確認・分析することで、効率的な船舶運航を支援しています。。2022 年度の GHG 排出原単位

（g-CO2e/ton-mile）は 10.32 で、2019 年度の 10.86 に比べ 4%の効率改善を実現しています。 
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C3.4 

(C3.4) 気候関連リスクと機会が貴社の財務計画に影響を及ぼしたかどうか、どのように及ぼしたかを説明してください。 

 影響を受

けた財務

計画の要

素 

影響の説明 

行

1 

売上 

直接費 

間接費 

資本支出 

資本配分 

資産 

当社は以下の特定されたリスクと機会に関し、財務計画を策定しています。 

 

＜財務計画に影響を及ぼすリスク例＞ 

リスク：カーボンプライシング、及び燃料費変動。炭素税導入や燃料費の上昇は、海上輸送サービス提供のために重要な燃料及び

燃料燃焼により発生する GHG 排出量に関するカーボンプライシングであることから、国際海上輸送を主要事業とする当社グループ

にとって大きな影響を与えます。 

機会：代替燃料の導入及び新市場参入による売上増加。代替燃料の導入は、カーボンプライシングによる負の財務影響を軽減

できることに加え、低炭素輸送サービスを提供することで、サプライチェーン上の排出削減を求める顧客から選ばれる企業となり、売上

増加が期待できます。また、世界のエネルギーミックスの変化を背景として今後成長が見込まれる、水素・アンモニア輸送や洋上風力

発電などの新市場への参入による売上増加も期待できます。 

 

＜財務計画＞ 

当社は 2035 年までの短中期を対象とするグループ経営計画「BLUE ACTION2035」を公表しています。 

当社グループ経営計画「BLUE ACTION 2035」では、2023 年度から 2025 年度の短中期の財務計画として、累計投資額全

体の 12,000 億円のうち、半分以上の 6,500 億円を気候変動に関する資本支出に充てることとしています。この 6,500 億円の

うち 3,500 億円が、代替燃料の導入をはじめとする自社からの排出削減を対象としています。なお、気候変動に関する資本支出

については、2021 年 4 月に「2021 年度から 2023 年度の 3 年間累計で 2000 億円」との投資計画をたてており、2021 年度

から 2022 年度まで既に 3,200 億円超を実行しています。 

 

グループ経営計画における気候変動に関する資本支出は、「商船三井グループ 環境ビジョン」に基づいて策定されています。 

当社は 2020 年 6 月に、「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」を公表しました。「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」では、特

定されたリスクと機会に対応するため、当社が気候変動対策として取るべき具体的な 5 つのアクションを示しています。 

1. クリーンエネルギー の導入 

2. さらなる省エネ技術 の導入 

3. 効率オペレーション 

4.  ネットゼロを可能に するビジネスモデル 構築 

5.  グループ総力を 挙げた低・脱炭素 事業拡大 

上述の財務計画における気候変動に関する資本支出は、これらの 5 つのアクションを基に策定されています。 

当社はこの「商船三井グループ 環境ビジョン 2.0」を起点とし、その後も外部環境やグループ取り組みの進捗に合わせ改善を重ね、
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2021 年 6 月に「商船三井グループ 環境ビジョン 2.1」、さらに 2023 年には「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」を公表してい

ますが、5 つの具体的なアクションは現在に至るまで引き継がれています。 

C3.5 

(C3.5) 貴社の財務会計において、貴社の気候移行計画に整合している支出/売上を特定していますか。 

 組織の気候移行計画と整合している支出/売上項目の明確化 

行 1 はい、気候移行計画との整合性を特定しています 

C3.5a 

(C3.5a) 気候移行計画に整合する支出/売上の割合を定量的に示してください。 

 

財務的指標 

CAPEX 

この財務的評価基準に対して整合している選択肢 

気候移行計画との整合 

報告する情報に適用されるタクソノミー 

 

整合性が報告される目的 

 

選択した財務的評価基準において報告年で整合している金額(C0.4で選択した通貨) 

206,500,000,000 

選択した財務的評価基準において報告年で整合している割合(%) 

60 

選択した財務的評価基準において 2025年に整合している予定の割合(%) 

54 

選択した財務的評価基準において 2030年に整合している予定の割合(%) 

54 

支出/売上が整合していると特定するために用いた評価方法について説明してください 

上述の金額は、当社グループ財務計画における環境投資金額及び投資額全体に対する割合を示したものです。環境投資額の対

象は「環境ビジョン」で掲げる 5 つのアクションです。以下に、環境投資額が気候移行計画と整合していると特定するために用いた評

価方法を記載します。 
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報告年の 60%に比べて 2025 年 2030 年の予定割合が少ない背景は、今後投資金額自体を増額していくため、相対的に気候

移行計画に整合する支出の割合が減少して見えているものであり、気候移行計画にへの支出額を削減していくということではありませ

ん。なお、2025 年及び 2030 年の割合はあくまでも予定であり、今後増減する可能性があります。 

 

＜投資額が気候移行計画と整合していると特定するために用いた評価方法＞ 

当社は、経営計画遂行がサステナビリティ課題の解決に繋がり、それが企業価値を向上させるとの考えのもと、 経営計画にサステナビ

リティ課題への取り組みを組み込んでいます。当社は、5 つのサステナビリティ課題を特定していますが、そのうちの一つである「海洋・地

球環境の保全」における目標とアクションを示すものが、「商船三井グループ 環境ビジョン」です。 

環境ビジョン 2.2 は、2050 年ネットゼロを含む中長期定量目標を置くとともに、その実現に向けて取るべき行動を 5 つのアクションと

して提示した上、それらのアクションを通じた排出削減の pathway を示したもので、当社の気候移行計画そのものです。一例とし

て、2050 年ネットゼロ達成に向けての各アクションの削減寄与度(2019 年比)を提示しています。具体的には、風力推進を中心と

した効率改善が 20％以上（アクション 2 と 3）、クリーンエネルギーの導入が 70％以上（アクション 1）、残存する 10%未満の

排出に対しては大気からの CO2 除去プロジェクトへの貢献で中立化（アクション 4）をすることを示しており、それを実現するために、

2050 年に至るまでの中間地点に、アクションに紐づくマイルストーンを策定しています。 

 

経営計画の策定にあたって各部/各社が作成する事業計画には環境戦略が含まれます。環境戦略とは、「環境ビジョン」達成に向け

たアクションプランであり、案件ごとの投資額や時期も含まれます。集計されたこれら投資額につき経営企画部が取りまとめた上、環

境・サステナビリティ戦略部と連携して、「環境ビジョン」の 5 つのアクションへの整合を確認します。確認された環境投資額を含む財務

計画は、経営計画の一部として経営会議、及び取締役会議で評価され、決裁されます。投資実績についても、決裁された案件ごと

の投資額を経営企画部が取りまとめた上、環境・サステナビリティ戦略部と連携して「環境ビジョン」の 5 つのアクションへの整合を確認

しています。 

 

整合の評価例として、例えばアクション 1(クリーンエネルギーの導入)の投資対象案件は、代替燃料船（LNG、メタノール、バイオディ

ーゼル、アンモニア、水素等）があります。当社は、2030 年 LNG/メタノール燃料外航船 90 隻という中間マイルストーンを設定して

います。2023 年 4 月時点で、建造中も含めた LNG/メタノール燃料外航船は 16 隻で、2030 年のマイルストーン 90 隻に向け

LNG/メタノール燃料船の導入を進めることは当社の気候移行計画と整合的です。また、2035 年ネットゼロ・エミッション外航船

130 隻という中間マイルストーン達成に向け、アンモニアや水素などの代替燃料船の開発や燃料調達に向けて取り組むことも、当社

の気候移行計画と整合的です。アクション 1 を含む「自社からの排出削減」には、2023 年度から 2025 年度の累計で 3500 億

円を投資することを当社経営計画で提示しています。 

C4.目標と実績 

C4.1 

(C4.1) 報告対象年に適用した排出量目標はありましたか。 

総量目標 

原単位目標 



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

63 
 

C4.1a 

(C4.1a) 排出の総量目標と、その目標に対する進捗状況の詳細を記入してください。 

 

目標参照番号 

Abs 1 

これは科学的根拠に基づいた目標ですか? 

はい、これは科学的根拠に基づいた目標と認識していますが、今後 2 年以内の SBT イニシアチブによるこの目標の審査の申請はコ

ミットしていません 

目標の野心度 

1.5℃目標に整合済み 

目標導入年 

2021 

目標の対象範囲 

全社的 

スコープ 

スコープ 1 

スコープ 2 

スコープ 3 

スコープ 2算定方法 

マーケット基準 

スコープ 3 カテゴリー 

カテゴリー1:購入した商品およびサービス 

カテゴリー2:資本財 

カテゴリー3:燃料・エネルギー関連活動(スコープ 1・2 に含まれない) 

カテゴリー5:操業で発生した廃棄物 

カテゴリー6:出張 

カテゴリー7:雇用者の通勤 

カテゴリー11:販売製品の使用 

基準年 

2019 

目標の対象となる基準年スコープ 1排出量 (CO2換算トン) 
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11,136,501 

目標の対象となる基準年スコープ 2排出量 (CO2換算トン) 

45,116 

スコープ 3 カテゴリー1の基準年:目標の対象となる購入した商品・サービスによる排出量 (CO2換算トン) 

51,067 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年:目標の対象となる資本財による排出量(CO2換算トン) 

721,175 

スコープ 3 カテゴリー3の基準年:目標の対象となる、燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量

(CO2換算トン) 

1,546,750 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年:目標の対象となる上流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年:目標の対象となる操業で出た廃棄物による排出量 (CO2換算トン) 

477 

スコープ 3 カテゴリー6の基準年:目標の対象となる出張による排出量(CO2換算トン) 

7,957 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年:目標の対象となる従業員の通勤による排出量 (CO2換算トン) 

283 

スコープ 3 カテゴリー8の基準年:目標の対象となる上流のリース資産による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9の基準年:目標の対象となる下流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年:目標の対象となる販売製品の加工による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年:目標の対象となる販売製品の使用による排出量 (CO2換算トン) 

799,765 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年:目標の対象となる販売製品の廃棄時の処理による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13の基準年:目標の対象となる下流のリース資産による排出量(CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー14の基準年:目標の対象となるフランチャイズによる排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年:目標の対象となる投資による排出量(CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(上流)による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(下流)による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3総排出量 (CO2換算トン) 

3,127,474 

すべての選択したスコープの目標の対象となる基準年総排出量(CO2換算トン) 

14,309,091 

スコープ 1の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 1排出量の割合 

100 

スコープ 2の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 2排出量の割合 

100 

スコープ 3 カテゴリー1の基準年:スコープ 3 カテゴリー1の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる購入した商品・サービスによ

る排出量の割合:購入した商品・サービス(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年:スコープ 3 カテゴリー2の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる資本財による排出量の割

合:資本財(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー3の基準年:スコープ 3 カテゴリー3の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる燃料およびエネルギー関連

活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年:スコープ 3 カテゴリー4の基準年総排出量のうち、目標の対象となる上流の物流による排出量:上

流の物流(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年:スコープ 3 カテゴリー5の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる操業で出た廃棄物による

排出量による排出量の割合:操業で発生した廃棄物(CO2換算トン) 

100 
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スコープ 3 カテゴリー6の基準年:スコープ 3 カテゴリー6の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる出張による排出量の割合:

出張(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年:スコープ 3 カテゴリー7の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる従業員の通勤による排出

量の割合:従業員の通勤(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー8の基準年:スコープ 3 カテゴリー8の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる上流のリース資産による排

出量の割合:上流のリース資産(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9の基準年:スコープ 3 カテゴリー9の基準年総排出量のうち、目標の対象となる下流の物流による排出量:下

流の物流(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年:スコープ 3 カテゴリー10の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の加工による

排出量の割合:販売製品の加工(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年:スコープ 3 カテゴリー11の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の使用による

排出量の割合:販売製品の使用(CO2換算トン) 

100 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年:スコープ 3 カテゴリー12の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の廃棄時の

処理による排出量の割合:販売製品の廃棄(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13の基準年:スコープ 3 カテゴリー13の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる下流のリース資産による

排出量の割合:下流のリース資産(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14の基準年:スコープ 3 カテゴリー14の基準年の総排出量のうち、目標の対象となるフランチャイズによる排

出量の割合:フランチャイズ(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年:スコープ 3 カテゴリー15の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる投資による排出量の割

合:投資(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(上流)の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(上流)による排出量の割合

(CO2換算トン) 
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スコープ 3 その他(下流)の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(下流)による排出量の割合

(CO2換算トン) 

 

スコープ 3の基準年総排出量のうち、目標で対象とする基準年スコープ 3排出量の割合(全スコープ 3 カテゴリー) 

100 

選択した全スコープの基準年総排出量のうち、選択した全スコープの目標の対象となる基準年排出量の割合 

100 

目標年 

2050 

基準年からの目標削減率(%) 

100 

選択した全スコープの目標の対象となる目標年の総排出量(CO2換算トン) [自動計算] 

0 

目標の対象となる報告年のスコープ 1排出量(CO2換算トン) 

10,086,254 

目標の対象となる報告年のスコープ 2排出量(CO2換算トン) 

19,483 

スコープ 3 カテゴリー1:目標の対象となる報告年の購入した商品・サービスによる排出量 (CO2換算トン) 

50,420 

スコープ 3 カテゴリー2:目標の対象となる報告年の資本財による排出量 (CO2換算トン) 

1,221,693 

スコープ 3 カテゴリー3:目標の対象となる報告年の燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量(CO2

換算トン) 

1,397,333 

スコープ 3 カテゴリー4:目標の対象となる報告年の上流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5:目標の対象となる報告年の操業で出た廃棄物による排出量 (CO2換算トン) 

653 

スコープ 3 カテゴリー6:目標の対象となる報告年の出張による排出量 (CO2換算トン) 

9,081 
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スコープ 3 カテゴリー7:目標の対象となる報告年の従業員の通勤による排出量 (CO2換算トン) 

210 

スコープ 3 カテゴリー8:目標の対象範囲である報告年の上流のリース資産による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9:目標の対象となる報告年の下流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10:目標の対象となる報告年の販売製品の加工による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11:目標の対象となる報告年の販売製品の使用による排出量 (CO2換算トン) 

545,194 

スコープ 3 カテゴリー12:目標の対象となる報告年の販売製品の廃棄時の処理による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13:目標の対象となる報告年の下流のリース資産による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14:目標の対象となる報告年のフランチャイズによる排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15:目標の対象となる報告年の投資による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標で対象とする報告年のスコープ 3 その他(上流)による排出量(CO2換算トン) 

 

目標で対象とする報告年のスコープ 3 その他(下流)による排出量(CO2換算トン) 

 

目標の対象となる報告年のスコープ 3排出量 (CO2換算トン) 

3,224,584 

すべての選択したスコープの目標の対象となる報告年の総排出量(CO2換算トン) 

13,330,321 

この目標は、土地関連の排出量も対象にしていますか。 

いいえ、土地関連の排出量を対象としていません(例: 非 FLAG SBT) 

基準年に対して達成された目標の割合[自動計算] 

6.840196907 
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報告年の目標の状況 

設定中 

目標対象範囲を説明し、除外事項を明確にしてください 

「これは科学的根拠に基づいた目標ですか?」の設問に対して、「はい、これが科学的根拠に基づいた目標と認識しているが、今後 2

年以内に科学的根拠に基づく目標イニシアチブによるこの目標の検証を求めることを誓約していません」を選択したため、目標が科学

的根拠に基づいていると見なす理由を以下に記載します。 

 

商船三井グループは、国際海上輸送を主要な事業とする企業です。本社は日本です。当社は、「商船三井グループ 環境ビジョン

2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

＜GHG レポーティングにおける組織境界＞ 

当社は GHG プロトコルの支配力基準（業務管理）を適用し、GHG 排出量のレポーティング範囲を会計上の連結範囲と一致さ

せています。商船三井本社のみならず、国内外全ての連結子会社の排出量を算定に含めています。 

＜目標範囲（スコープ）＞ 

Abs1：上記組織境界の Scope1、２、３全てを対象としています。 

Abs2：上記組織境界の Scope1、２を対象としています。 

Scope1：主に船舶燃料を起源とした排出ですが、海上輸送事業以外及び事業運営上使用した燃料による排出も全て含みま

す。 

Scope2：主に電力を起源とする排出です。当社グループにおける電力使用は、港湾運営業における荷役機器の電源や、オフィス

における電力使用です。 

Scope3：当社事業に関連が深い排出を特定の上インベントリで算定しています。カテゴリー3 では船舶燃料の製造段階の排出、

カテゴリー2 では船舶など購入した資本財の製造段階の排出、カテゴリー11 では商社機能を持つ子会社が外部に販売した船舶燃

料の使用時の排出を算定しています。その他、カテゴリー1、5、６，７、を算定しています。 

 

＜目標が科学的根拠に基づいているとみなす理由＞ 

2022 年 3 月に策定した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年より前の長期目標：2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

設定年から 10 年以内の短期目標：2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

・上記どちらも、GHG プロトコルに沿った組織境界のうち、Scope1 と Scope2 の全てを対象としています。 

・上記どちらも、「環境ビジョン 2.2」で示した、2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway から導き出されたものです。 

・当社は、2050 年までに自社からの排出量残存を基準年 2019 年比 10%未満まで削減した上で、大気からの CO2 除去クレジ

ットを用いて中立化を行う想定です。また、2050 年に至るまでの過程では自社からの排出削減を優先しオフセットは行いません。ま

た、大気からの CO2 除去プロジェクトに足元から積極的に関与するなど、バリューチェーンを超えた緩和行動も実施します。これらは
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全て「環境ビジョン 2.2」の内容に含まれます。当社は SBTi 発行の「企業ネットゼロ基準」に準拠して、この考え方を採用していま

す。 

・それぞれの削減水準「2050 年ネットゼロ（残存排出量 2019 年比 10%未満）（Abs1）」「2030 年までに 2019 比 23%

削減(Abs2)」は、IEA 発行"World Energy Outlook 2022"の Net Zero Emissions by 2050 シナリオにおいて示されてい

る業界レベルの排出削減水準と同レベルです。 

World Energy Outlook から導き出される 1.5℃水準の海運セクターの排出削減率は以下の通り、2030 年時点で 22.3%削

減、2050 年時点で 87.6%であるのに対し、当社の削減目標水準はそれらと同レベルです。 

2019 年 866 Mt CO2 → 2030 年 673 Mt CO2（22.3%削減） 

2019 年 866 Mt CO2 → 2050 年 107 Mt CO2（87.6%削減） 

 

（参考 1）"World Energy Outlook 2022" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2030 年：673 

2040 年：304 

2050 年：107 

（参考 2）World Energy Outlook 2021" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2019 年：866 

 

このように、当社の総量目標は科学的根拠に基づいて、1.5℃目標に準拠したものであると考えています。 

目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

当社は 2021 年 4 月公表の「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」において、2050 年グループ全体でのネットゼロ実現を目標とし

て掲げました。その実現のために、具体的な 5 つのアクションを設定し、それは 2023 年策定の「商船三井グループ環境ビジョン 2.2」

においても引き継がれています。具体的には以下の 5 つのアクションです。 

1.クリーンエネルギーの導入 

2.さらなる省エネ技術の導入 

3.効率オペレーション 

4.ネットゼロを可能にするビジネスモデル構築 

5.グループ総力を挙げた低・脱炭素事業拡大 

 

また、2050 年に向けてこれらが排出削減にどの程度貢献するかを、「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」として

示しています。そこでは、基準年である 2019 年度を起点に、2050 年時点において、アクション 2（さらなる省エネ技術の導入）と

アクション 3(効率オペレーション)で約 20%、アクション 1(クリーンエネルギーの導入)で約 70%を削減し、基準年の 10%未満まで

自社からの排出量を削減することを示しています。残存した 10%未満の排出量については、アクション 4（ネットゼロを可能にするビ

ジネスモデル構築）の一つである「大気からの CO2 除去」への取り組みにより中立化を行います。 
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「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」で示されているように、国際海運を主要事業とする当社グループにおいて、

排出削減に最も貢献するのは、船舶への代替燃料を含むアクション 1「クリーンエネルギーの導入」で、2019 年比 70%の削減を目

指しています。多様なコモディティを輸送する当社のような総合海運会社にとって代替燃料の解は一つとは限らないため、LNG、メタノ

ール、バイオ燃料、アンモニア、水素、e-メタン・メタノールなどから、船の種類や航路に適した燃料を導入していきます。その中でも燃

焼時に CO2 を排出しない水素・アンモニア燃料への移行が最も削減への貢献度が高いと見込んでいます。 

 

この「クリーンエネルギーの導入」の進捗を管理し推進していくため、当社は 2050 年までの中間地点に以下の通り 4 つのマイルストー

ンを設定しています。 

①2030 年 ゼロ・エミッション燃料使用割合 5%。なお、ゼロ・エミッション燃料として、クリーン・アンモニア、e-メタノール、e-LNG やそ

の他の燃料を想定しています。 

②2030 年 LNG/メタノール燃料外航船隻数 90 隻 

③2030 年 Scope2 電力の再エネ割合 100% 

④2035 年 ネットゼロ・エミッション外航船隻数 130 隻。ネットゼロ・エミッション外航船とは、クリーン・アンモニア、e-メタノール、e-

LNG やその他の燃料を使用できる船を指します。 

これらのマイルストーンの進捗を確認することで、目標達成に向けた軌道修正を早期に実施します。例えば、アクション 2 の省エネ設

備の導入を想定より増やすなど他の代替手段の検討などが考えられます。 

 

2022 年度時点で、排出量は基準年の 2019 年に比べマイナス 7%を達成しています。2019 年度から 2022 年度の実際の進

捗曲線は指数曲線に近いです。これは、省エネ設備の削減効果は累積的であること、また効率運航といったオペレーション上の改善

も徐々にその効果範囲が広がっていることが背景です。また今後の進捗曲線も指数関数に近いと想定しています。それは、最も排出

削減に寄与する代替燃料の普及が加速度的に進むまでの間は、削減割合が比較的穏やかであることから推察されます。 

目標の達成に最も貢献した排出量削減イニシアチブを列挙してください 

 

 

目標参照番号 

Abs 2 

これは科学的根拠に基づいた目標ですか? 

はい、これは科学的根拠に基づいた目標と認識していますが、今後 2 年以内の SBT イニシアチブによるこの目標の審査の申請はコ

ミットしていません 

目標の野心度 

1.5℃目標に整合済み 

目標導入年 

2023 

目標の対象範囲 
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全社的 

スコープ 

スコープ 1 

スコープ 2 

スコープ 2算定方法 

マーケット基準 

スコープ 3 カテゴリー 

 

基準年 

2019 

目標の対象となる基準年スコープ 1排出量 (CO2換算トン) 

11,136,501 

目標の対象となる基準年スコープ 2排出量 (CO2換算トン) 

45,116 

スコープ 3 カテゴリー1の基準年:目標の対象となる購入した商品・サービスによる排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年:目標の対象となる資本財による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー3の基準年:目標の対象となる、燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量

(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年:目標の対象となる上流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年:目標の対象となる操業で出た廃棄物による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー6の基準年:目標の対象となる出張による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年:目標の対象となる従業員の通勤による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー8の基準年:目標の対象となる上流のリース資産による排出量(CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー9の基準年:目標の対象となる下流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年:目標の対象となる販売製品の加工による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年:目標の対象となる販売製品の使用による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年:目標の対象となる販売製品の廃棄時の処理による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13の基準年:目標の対象となる下流のリース資産による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14の基準年:目標の対象となるフランチャイズによる排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年:目標の対象となる投資による排出量(CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(上流)による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(下流)による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標の対象となる基準年のスコープ 3総排出量 (CO2換算トン) 

 

すべての選択したスコープの目標の対象となる基準年総排出量(CO2換算トン) 

11,181,617 

スコープ 1の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 1排出量の割合 

100 

スコープ 2の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 2排出量の割合 

100 

スコープ 3 カテゴリー1の基準年:スコープ 3 カテゴリー1の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる購入した商品・サービスによ

る排出量の割合:購入した商品・サービス(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年:スコープ 3 カテゴリー2の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる資本財による排出量の割

合:資本財(CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー3の基準年:スコープ 3 カテゴリー3の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる燃料およびエネルギー関連

活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年:スコープ 3 カテゴリー4の基準年総排出量のうち、目標の対象となる上流の物流による排出量:上

流の物流(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年:スコープ 3 カテゴリー5の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる操業で出た廃棄物による

排出量による排出量の割合:操業で発生した廃棄物(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー6の基準年:スコープ 3 カテゴリー6の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる出張による排出量の割合:

出張(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年:スコープ 3 カテゴリー7の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる従業員の通勤による排出

量の割合:従業員の通勤(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー8の基準年:スコープ 3 カテゴリー8の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる上流のリース資産による排

出量の割合:上流のリース資産(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9の基準年:スコープ 3 カテゴリー9の基準年総排出量のうち、目標の対象となる下流の物流による排出量:下

流の物流(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年:スコープ 3 カテゴリー10の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の加工による

排出量の割合:販売製品の加工(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年:スコープ 3 カテゴリー11の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の使用による

排出量の割合:販売製品の使用(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年:スコープ 3 カテゴリー12の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる販売製品の廃棄時の

処理による排出量の割合:販売製品の廃棄(CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー13の基準年:スコープ 3 カテゴリー13の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる下流のリース資産による

排出量の割合:下流のリース資産(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14の基準年:スコープ 3 カテゴリー14の基準年の総排出量のうち、目標の対象となるフランチャイズによる排

出量の割合:フランチャイズ(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年:スコープ 3 カテゴリー15の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる投資による排出量の割

合:投資(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(上流)の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(上流)による排出量の割合

(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(下流)の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる基準年のスコープ 3 その他(下流)による排出量の割合

(CO2換算トン) 

 

スコープ 3の基準年総排出量のうち、目標で対象とする基準年スコープ 3排出量の割合(全スコープ 3 カテゴリー) 

 

選択した全スコープの基準年総排出量のうち、選択した全スコープの目標の対象となる基準年排出量の割合 

100 

目標年 

2030 

基準年からの目標削減率(%) 

23 

選択した全スコープの目標の対象となる目標年の総排出量(CO2換算トン) [自動計算] 

8,609,845.09 

目標の対象となる報告年のスコープ 1排出量(CO2換算トン) 

10,086,254 

目標の対象となる報告年のスコープ 2排出量(CO2換算トン) 

19,483 

スコープ 3 カテゴリー1:目標の対象となる報告年の購入した商品・サービスによる排出量 (CO2換算トン) 

 



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

76 
 

スコープ 3 カテゴリー2:目標の対象となる報告年の資本財による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー3:目標の対象となる報告年の燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)による排出量(CO2

換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー4:目標の対象となる報告年の上流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5:目標の対象となる報告年の操業で出た廃棄物による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー6:目標の対象となる報告年の出張による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー7:目標の対象となる報告年の従業員の通勤による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー8:目標の対象範囲である報告年の上流のリース資産による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9:目標の対象となる報告年の下流の物流による排出量(CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10:目標の対象となる報告年の販売製品の加工による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11:目標の対象となる報告年の販売製品の使用による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー12:目標の対象となる報告年の販売製品の廃棄時の処理による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13:目標の対象となる報告年の下流のリース資産による排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14:目標の対象となる報告年のフランチャイズによる排出量 (CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15:目標の対象となる報告年の投資による排出量 (CO2換算トン) 

 

目標で対象とする報告年のスコープ 3 その他(上流)による排出量(CO2換算トン) 
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目標で対象とする報告年のスコープ 3 その他(下流)による排出量(CO2換算トン) 

 

目標の対象となる報告年のスコープ 3排出量 (CO2換算トン) 

 

すべての選択したスコープの目標の対象となる報告年の総排出量(CO2換算トン) 

10,105,737 

この目標は、土地関連の排出量も対象にしていますか。 

いいえ、土地関連の排出量を対象としていません(例: 非 FLAG SBT) 

基準年に対して達成された目標の割合[自動計算] 

41.8341920532 

報告年の目標の状況 

新規 

目標対象範囲を説明し、除外事項を明確にしてください 

「これは科学的根拠に基づいた目標ですか?」の設問に対して、「はい、これが科学的根拠に基づいた目標と認識しているが、今後 2

年以内に科学的根拠に基づく目標イニシアチブによるこの目標の検証を求めることを誓約していません」を選択したため、目標が科学

的根拠に基づいていると見なす理由を以下に記載します。 

 

商船三井グループは、国際海上輸送を主要な事業とする企業です。本社は日本です。当社は、「商船三井グループ 環境ビジョン

2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

＜GHG レポーティングにおける組織境界＞ 

当社は GHG プロトコルの支配力基準（業務管理）を適用し、GHG 排出量のレポーティング範囲を会計上の連結範囲と一致さ

せています。商船三井本社のみならず、国内外全ての連結子会社の排出量を算定に含めています。 

＜目標範囲（スコープ）＞ 

Abs1：上記組織境界の Scope1、２、３全てを対象としています。 

Abs2：上記組織境界の Scope1、２を対象としています。 

Scope1：主に船舶燃料を起源とした排出ですが、海上輸送事業以外及び事業運営上使用した燃料による排出も全て含みま

す。 

Scope2：主に電力を起源とする排出です。当社グループにおける電力使用は、港湾運営業における荷役機器の電源や、オフィス

における電力使用です。 

Scope3：当社事業に関連が深い排出を特定の上インベントリで算定しています。カテゴリー3 では船舶燃料の製造段階の排出、

カテゴリー2 では船舶など購入した資本財の製造段階の排出、カテゴリー11 では商社機能を持つ子会社が外部に販売した船舶燃
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料の使用時の排出を算定しています。その他、カテゴリー1、5、６，７、を算定しています。 

 

＜目標が科学的根拠に基づいているとみなす理由＞ 

2022 年 3 月に策定した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年より前の長期目標：2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

設定年から 10 年以内の短期目標：2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

・上記どちらも、GHG プロトコルに沿った組織境界のうち、Scope1 と Scope2 の全てを対象としています。 

・上記どちらも、「環境ビジョン 2.2」で示した、2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway から導き出されたものです。 

・当社は、2050 年までに自社からの排出量残存を基準年 2019 年比 10%未満まで削減した上で、大気からの CO2 除去クレジ

ットを用いて中立化を行う想定です。また、2050 年に至るまでの過程では自社からの排出削減を優先しオフセットは行いません。ま

た、大気からの CO2 除去プロジェクトに足元から積極的に関与するなど、バリューチェーンを超えた緩和行動も実施します。これらは

全て「環境ビジョン 2.2」の内容に含まれます。当社は SBTi 発行の「企業ネットゼロ基準」に準拠して、この考え方を採用していま

す。 

・それぞれの削減水準「2050 年ネットゼロ（残存排出量 2019 年比 10%未満）（Abs1）」「2030 年までに 2019 比 23%

削減(Abs2)」は、IEA 発行"World Energy Outlook 2022"の Net Zero Emissions by 2050 シナリオにおいて示されてい

る業界レベルの排出削減水準と同レベルです。 

World Energy Outlook から導き出される 1.5℃水準の海運セクターの排出削減率は以下の通り、2030 年時点で 22.3%削

減、2050 年時点で 87.6%であるのに対し、当社の削減目標水準はそれらと同レベルです。 

2019 年 866 Mt CO2 → 2030 年 673 Mt CO2（22.3%削減） 

2019 年 866 Mt CO2 → 2050 年 107 Mt CO2（87.6%削減） 

 

（参考 1）"World Energy Outlook 2022" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2030 年：673 

2040 年：304 

2050 年：107 

（参考 2）World Energy Outlook 2021" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2019 年：866 

 

このように、当社の総量目標は科学的根拠に基づいて、1.5℃目標に準拠したものであると考えています。 

目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

当社は 2021 年 4 月公表の「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」において、2050 年グループ全体でのネットゼロ実現を目標とし

て掲げました。さらに 2023 年策定の「商船三井グループ環境ビジョン 2.2」において、「2030 年までに排出量総量 23%減

（2019 年比）」という中間マイルストーンを設定しました。これらの実現のために、以下の具体的な 5 つのアクションを設定していま
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す。 

1.クリーンエネルギーの導入 

2.さらなる省エネ技術の導入 

3.効率オペレーション 

4.ネットゼロを可能にするビジネスモデル構築 

5.グループ総力を挙げた低・脱炭素事業拡大 

 

また、2050 年に向けてこれらが排出削減にどの程度貢献するかを、「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」として

示しています。そこでは、基準年である 2019 年度を起点に、2050 年時点において、アクション 2（さらなる省エネ技術の導入）と

アクション 3(効率オペレーション)で約 20%、アクション 1(クリーンエネルギーの導入)で約 70%を削減し、基準年の 10%未満まで

自社からの排出量を削減することを示しています。残存した 10%未満の排出量については、アクション 4（ネットゼロを可能にするビ

ジネスモデル構築）の一つである「大気からの CO2 除去」への取り組みにより中立化を行います。 

 

「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」で示されているように、国際海運を主要事業とする当社グループにおいて、

2050 年断面で排出削減に最も貢献するのは、船舶への代替燃料を含むアクション 1「クリーンエネルギーの導入」です。しかし

2030 年断面においては、水素やアンモニアといった画期的に船舶からの排出量削減に寄与する燃料は世界的に普及していないと

想定しています。そのため 2030 年断面では、アクション 2 の「省エネ技術の導入」及びアクション 3「効率オペレーション」による貢献

度が高いと見込んでいます。 

 

この「省エネ技術の導入」及び「効率オペレーション」の進捗を管理し推進していくため、当社は以下のマイルストーンを設定していま

す。 

＜省エネ技術の導入＞2030 年 ウインドチャレンジャー搭載隻数 25 隻。ウインドチャレンジャーとは、船に帆を搭載することで洋上

風力を船の推進力に活用する新しい技術です。 

＜効率オペレーション＞2025 年 燃費効率 5%改善。これは、トンマイル当たりのエネルギー消費量を指標として、運航効率の改

善を目指すものです。 

これらのマイルストーンの進捗を確認することで、目標達成に向けた軌道修正を早期に実施します。例えば、各事業部門への注意喚

起や社内炭素価格設定の引き上げなどが考えられます。 

 

2022 年度時点で、排出量は基準年の 2019 年に比べマイナス 7%を達成しています。2019 年度から 2022 年度の実際の進

捗曲線は指数曲線に近いです。また 2030 年に向けた今後の進捗曲線も指数関数に近いと想定しています。これは、省エネ設備

の削減効果は累積的であること、また効率運航といったオペレーション上の改善も徐々にその効果範囲が広がっていることが背景で

す。 

目標の達成に最も貢献した排出量削減イニシアチブを列挙してください 
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C4.1b 

(C4.1b) 貴社の排出原単位目標とその目標に対する進捗状況の詳細を記入してください。 

 

目標参照番号 

Int 1 

これは科学的根拠に基づいた目標ですか? 

はい、これは科学的根拠に基づいた目標と認識していますが、今後 2 年以内の SBT イニシアチブによるこの目標の審査の申請はコ

ミットしていません 

目標の野心度 

1.5℃目標に整合済み 

目標導入年 

2021 

目標の対象範囲 

全社的 

スコープ 

スコープ 1 

スコープ 3 

スコープ 2算定方法 

 

スコープ 3 カテゴリー 

カテゴリー3:燃料・エネルギー関連活動(スコープ 1・2 に含まれない) 

原単位指標 

その他、具体的にお答えください 

grams CO2e per ton-mile 

基準年 

2019 

基準年のスコープ 1原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

9.93 

基準年のスコープ 2原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー1の基準年の原単位数値:購入した商品・サービス(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年の原単位数値:資本財(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー3の基準年の原単位数値:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)(活動単位あたりの

CO2換算トン) 

0.93 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年の原単位数値:上流の物流(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年の原単位数値:操業で発生した廃棄物(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー6の基準年の原単位数値:出張(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年の原単位数値:従業員の通勤(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー8の基準年の原単位数値:上流のリース資産(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー9の基準年の原単位数値:下流の物流(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年の原単位数値:販売製品の加工(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年の原単位数値:販売製品の使用(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年の原単位数値:販売製品の廃棄(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13の基準年の原単位数値:下流のリース資産(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14の基準年の原単位数値:フランチャイズ(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年の原単位数値:投資(活動単位あたりの CO2換算トン) 
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スコープ 3 その他(上流)の基準年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(下流)の基準年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3合計の基準年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

0.93 

選択した全スコープの基準年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

10.86 

このスコープ 1原単位数値で対象となるスコープ 1の基準年総排出量の割合 

90 

このスコープ 2原単位数値で対象となるスコープ 2の基準年総排出量の割合 

 

スコープ 3 カテゴリー1の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー1の対象となる購入した商品・サービス:購入した商

品・サービスの原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー2の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー2の対象となる資本財:資本財の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー3の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー3の対象となる燃料およびエネルギー関連活動(ス

コープ 1,2 に含まれない):燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)の原単位数値 

100 

スコープ 3 カテゴリー4の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー4の対象となる上流の物流:上流の物流の原単位

数値 

 

スコープ 3 カテゴリー5の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー5の対象となる操業で発生した廃棄物:操業で発生

した廃棄物の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー6の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー6の対象となる出張:出張の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー7の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー7の対象となる従業員の通勤:従業員の通勤原単

位数値 
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スコープ 3 カテゴリー8の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー8の対象となる上流のリース資産:上流のリース資

産の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー9の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー9の対象となる下流の物流:下流の物流の原単位

数値 

 

スコープ 3 カテゴリー10の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー10の対象となる販売製品の加工:販売製品の加

工の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー11の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー11の対象となる販売製品の使用:販売製品の使

用の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー12の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー12の対象となる販売製品の廃棄:販売製品の廃

棄時の処理の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー13の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー13の対象となる下流のリース資産:下流のリース

資産の原単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー14の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー14の対象となるフランチャイズ:フランチャイズの原

単位数値 

 

スコープ 3 カテゴリー15の基準年の総排出量における割合:スコープ 3 カテゴリー15の対象となる投資:投資原単位数値 

 

スコープ 3のその他(上流)原単位数値において対象となる、スコープ 3のその他(上流)の基準年総排出量の割合 

 

スコープ 3 その他(下流)原単位数値の対象となるスコープ 3 その他(下流)の基準年総排出量の割合 

 

このスコープ 3の合計原単位数値で対象となるスコープ 3(すべてのスコープ 3 カテゴリー)の基準年総排出量のうちの割合 

30 

この原単位数値で対象となる選択した全スコープの基準年総排出量の割合 

76 

目標年 
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2035 

基準年からの目標削減率(%) 

45 

選択した全スコープの目標年の原単位数値(活動の単位あたりの CO2換算トン) 

5.973 

スコープ 1+2総量排出量で見込まれる変化率 

-40 

スコープ 3総量排出量で見込まれる変化率 

-13 

報告年のスコープ 1原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

9.42 

報告年のスコープ 2原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー1の報告年の原単位数値:購入した商品・サービス(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー2の報告年の原単位数値:資本財(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー3の報告年の原単位数値:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1,2 に含まれない)(活動単位あたりの

CO2換算トン) 

0.9 

スコープ 3 カテゴリー4の報告年の原単位数値:上流の物流(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー5の報告年の原単位数値:操業で発生した廃棄物(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー6の報告年の原単位数値:出張(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー7の報告年の原単位数値:従業員の通勤(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー8の報告年の原単位数値:上流のリース資産(活動単位あたりの CO2換算トン) 
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スコープ 3 カテゴリー9の報告年の原単位数値:下流の物流(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー10の報告年の原単位数値:販売製品の加工(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー11の報告年の原単位数値:販売製品の使用(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー12の報告年の原単位数値:販売製品の廃棄(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー13の報告年の原単位数値:下流のリース資産(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー14の報告年の原単位数値:フランチャイズ(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 カテゴリー15の報告年の原単位数値:投資(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(上流)の報告年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3 その他(下流)の報告年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

 

スコープ 3総計の報告年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

0.9 

選択した全スコープの報告年の原単位数値(活動単位あたりの CO2換算トン) 

10.32 

この目標は、土地関連の排出量も対象にしていますか。 

いいえ、土地関連の排出量を対象としていません(例: 非 FLAG SBT) 

基準年に対して達成された目標の割合[自動計算] 

11.0497237569 

報告年の目標の状況 

設定中 

目標対象範囲を説明し、除外事項を明確にしてください 

「これは科学的根拠に基づいた目標ですか?」の設問に対して、「はい、これが科学的根拠に基づいた目標と認識しているが、今後 2

年以内に科学的根拠に基づく目標イニシアチブによるこの目標の検証を求めることを誓約していません」を選択したため、目標が科学
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的根拠に基づいていると見なす理由を以下に記載します。 

 

商船三井グループは、国際海上輸送を主要な事業とする企業です。本社は日本です。当社は、「商船三井グループ 環境ビジョン

2.2」において、当社は原単位に関して以下を設定しています。 

2035 年までに輸送における GHG は移出原単位を 45%削減します（2019 年比）（Int1） 

 

また、この原単位目標の進捗を測るため、2030 年までに平均 1.4%/年の GHG 排出削減というマイルストーンも設けています。 

輸送における GHG 排出原単位とは、当社運航の外航船を対象とした、トンマイル値の GHG 排出量です。GHG 排出原単位の算

出には GLEG framework の排出係数を使用しているため、当社の GHG 排出原単位は、燃焼段階のみならず、燃料の製造段

階までを含む Well to Wake での指標です。 

 

＜GHG レポーティングにおける組織境界＞ 

当社は GHG プロトコルの支配力基準（業務管理）を適用し、GHG 排出量のレポーティング範囲を会計上の連結範囲と一致さ

せています。商船三井本社のみならず、国内外全ての連結子会社の排出量を算定に含めています。 

当該原単位目標は、当社の組織境界内の Scope1,2,3 排出量の 95%以上を占める、国際海上輸送を対象としています。 

 

＜目標範囲（スコープ）＞ 

当該原単位目標の対象スコープは、外航船の燃料の使用による Scope1 と、燃料の製造段階の排出量である Scope3 カテゴリー

3 です。 

 

＜目標が科学的根拠に基づいているとみなす理由＞ 

2022 年 3 月に策定した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年より前の長期総量削減目標：2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

設定年から 10 年以内の短期総量削減目標：2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

原単位削減目標：2035 年までに輸送における GHG は移出原単位を 45%削減します（2019 年比）（Int1） 

 

・Abs１,Abs2 のどちらも、GHG プロトコルに沿った組織境界のうち、Scope1 と Scope2 の全てを対象としています。 

・Int1 は、当社の Scope1,2,3 の 95%以上を占める主要な事業である国際海上輸送についての原単位目標であり、対象スコー

プは Scope1 のうち外航船の燃料の使用によるものと、Scope3 のカテゴリー3（燃料の製造段階の排出量）です。 

・Abs１,Abs2、Int1 は全て、「環境ビジョン 2.2」で示した、2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway から導き出さ

れたものです。 

・2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway は、2050 年までに自社からの排出量残存を基準年 2019 年比 10%

未満まで削減した上で、大気からの CO2 除去クレジットを用いて中立化を行う想定です。また、2050 年に至るまでの過程では自

社からの排出削減を優先しオフセットは行いません。また、大気からの CO2 除去プロジェクトに足元から積極的に関与するなど、バリュ

ーチェーンを超えた緩和行動も実施します。これらは全て「環境ビジョン 2.2」の内容に含まれます。当社は SBTi 発行の「企業ネット

ゼロ基準」に準拠して、この考え方を採用しています。 

・「2050 年ネットゼロ（残存排出量 2019 年比 10%未満）（Abs1）」「2030 年までに 2019 比 23%削減(Abs2)」の総
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量削減目標水準は、IEA 発行"World Energy Outlook 2022"の Net Zero Emissions by 2050 シナリオにおいて示され

ている業界レベルの排出削減水準と同レベルです。 

World Energy Outlook から導き出される 1.5℃水準の海運セクターの排出削減率は以下の通り、2030 年時点で 22.3%削

減、2050 年時点で 87.6%であるのに対し、当社の削減目標水準はそれらと同レベルです。 

2019 年 866 Mt CO2 → 2030 年 673 Mt CO2（22.3%削減） 

2019 年 866 Mt CO2 → 2050 年 107 Mt CO2（87.6%削減） 

 

（参考 1）"World Energy Outlook 2022" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2030 年：673 

2040 年：304 

2050 年：107 

（参考 2）World Energy Outlook 2021" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2019 年：866 

 

このように、当社の設定する原単位削減目標を含む 2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway は、科学的根拠に基

づいていると考えています。 

目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

当社は 2021 年 4 月公表の「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」において、「2050 年グループ全体でのネットゼロ実現」及び

「2035 年までに GHG 排出原単位 45%減（2019 年比）」を目標として掲げ、その実現のために具体的な 5 つのアクションを設

定しました。これら目標及びアクションは、2023 年策定の「商船三井グループ環境ビジョン 2.2」においても引き継がれています。具体

的には以下の 5 つのアクションです。 

1.クリーンエネルギーの導入 

2.さらなる省エネ技術の導入 

3.効率オペレーション 

4.ネットゼロを可能にするビジネスモデル構築 

5.グループ総力を挙げた低・脱炭素事業拡大 

 

また、2050 年に向けてこれらが排出削減にどの程度貢献するかを、「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」として

示しています。そこでは、基準年である 2019 年度を起点に、2050 年時点において、アクション 2（さらなる省エネ技術の導入）と

アクション 3(効率オペレーション)で約 20%、アクション 1(クリーンエネルギーの導入)で約 70%を削減し、基準年の 10%未満まで

自社からの排出量を削減することを示しています。残存した 10%未満の排出量については、アクション 4（ネットゼロを可能にするビ

ジネスモデル構築）の一つである「大気からの CO2 除去」への取り組みにより中立化を行います。 

 

「商船三井グループ ネットゼロ・エミッションへの Pathway」で示されているように、国際海運を主要事業とする当社グループにおいて、
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2050 年断面で排出削減に最も貢献するのは、船舶への代替燃料を含むアクション 1「クリーンエネルギーの導入」です。しかし

2035 年断面においては、水素やアンモニアといった画期的に船舶からの排出量削減に寄与する燃料は普及しはじめたばかりであり、

その削減寄与度は 2050 年に比べてまだ小さいと予想されます。当社では、2035 年断面では、①アクション 2「省エネ技術の導

入」及びアクション 3「効率オペレーション」 ②LNG、メタノールなど 2023 年現在でも活用が可能な代替燃料 ③アンモニア、水素

など次世代代替燃料 の 3 要素が、それぞれ同程度排出削減に寄与すると想定しています。 

 

これらの進捗を管理し推進していくため、当社は以下のマイルストーンを設定しています。 

①省エネ導入及び効率オペレーション 

＜省エネ技術の導入＞2030 年 ウインドチャレンジャー搭載隻数 25 隻。ウインドチャレンジャーとは、船に帆を搭載することで洋上

風力を船の推進力に活用する新しい技術です。 

＜効率オペレーション＞2025 年 燃費効率 5%改善。これは、トンマイル当たりのエネルギー消費量を指標として、運航効率の改

善を目指すものです 

②③LNG、メタノール燃料、及びアンモニア、水素燃料 

・2030 年 ゼロ・エミッション燃料使用割合 5%。なお、ゼロ・エミッション燃料として、クリーン・アンモニア、e-メタノール、e-LNG やそ

の他の燃料を想定しています。 

・2030 年 LNG/メタノール燃料外航船隻数 90 隻 

・2035 年 ネットゼロ・エミッション外航船隻数 130 隻。ネットゼロ・エミッション外航船とは、クリーン・アンモニア、e-メタノール、e-

LNG やその他の燃料を使用できる船を指します。 

これらのマイルストーンの進捗を確認することで、目標達成に向けた軌道修正を早期に実施します。例えば、アクション 2 の省エネ設

備の導入を想定より増やすなど他の代替手段の検討などが考えられます。 

 

2022 年度時点で、GHG 排出原単位は 10.32g-CO2e/ton-mile で、基準年の 2019 年度の 10.86g-CO2e/ton-mile

に比べ 5%の削減を達成しています。2019 年度から 2022 年度の実際の進捗曲線は指数曲線に近いです。また 2035 年に向

けた今後の進捗曲線も指数曲線に近いと推定されます。これは、省エネ設備の削減効果は累積的であること、また効率運航といった

オペレーション上の改善も徐々にその効果範囲が広がっていくことが背景です。 

目標の達成に最も貢献した排出量削減イニシアチブを列挙してください 

 

C4.2 

(C4.2) 報告年に有効なその他の気候関連目標を設定しましたか? 

低炭素エネルギー消費または生産を増加させる目標 

ネットゼロ目標 

C4.2a 

(C4.2a) 低炭素エネルギー消費または生産を増加させる目標の詳細をお答えください。 
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目標参照番号 

Low 1 

目標導入年 

2023 

目標の対象範囲 

全社的 

目標の種類: エネルギー担体 

電力 

目標の種類: 活動 

消費 

目標の種類: エネルギー源 

再生可能エネルギー源のみ 

基準年 

2019 

基準年の選択したエネルギー担体の消費量または生産量(MWh) 

86,924 

基準年の低炭素または再生可能エネルギーの割合(%) 

0.3 

目標年 

2030 

目標年の低炭素または再生可能エネルギーの割合(%) 

100 

報告年の低炭素または再生可能エネルギーの割合(%) 

52 

基準年に対して達成された目標の割合[自動計算] 

51.8555667001 

報告年の目標の状況 

新規 

この目標は排出量目標の一部ですか? 

この目標は、C4.1a の Ab1 及び Ab2 に含まれます。 
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この目標は包括的なイニシアチブの一部ですか? 

いいえ、包括的なイニシアチブの一部ではありません 

目標対象範囲を説明し、除外事項を明確にしてください 

本目標は、購入/取得した再生可能エネルギーの消費を対象とした目標です。 

目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

自社保有施設での再エネ発電システムの維持・導入による再エネ電力の自家消費や、電力購入契約における小売グリーン電力割

合の拡大、環境証書の購入等を通じ、購入電力の再エネ化を推進します。 

この目標の達成に最も貢献した取組を列挙してください 

 

C4.2c 

(C4.2c) ネットゼロ目標を具体的にお答えください。 

 

目標参照番号 

NZ1 

目標の対象範囲 

全社的 

このネットゼロ目標に関連付けられた絶対/原単位排出量目標 

Abs1 

Abs2 

Int1 

ネットゼロを達成する目標年 

2050 

これは科学的根拠に基づいた目標ですか? 

はい、これは科学的根拠に基づいた目標と認識していますが、今後 2 年以内の SBT イニシアチブによるこの目標の審査の申請はコ

ミットしていません 

目標対象範囲を説明し、除外事項を明確にしてください 

「これは科学的根拠に基づいた目標ですか?」の設問に対して、「はい、これが科学的根拠に基づいた目標と認識しているが、今後 2

年以内に科学的根拠に基づく目標イニシアチブによるこの目標の検証を求めることを誓約していません」を選択したため、目標が科学

的根拠に基づいていると見なす理由を以下に記載します。 

 

商船三井グループは、国際海上輸送を主要な事業とする企業です。本社は日本です。当社は、「商船三井グループ 環境ビジョン
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2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

＜GHG レポーティングにおける組織境界＞ 

当社は GHG プロトコルの支配力基準（業務管理）を適用し、GHG 排出量のレポーティング範囲を会計上の連結範囲と一致さ

せています。商船三井本社のみならず、国内外全ての連結子会社の排出量を算定に含めています。 

＜目標範囲（スコープ）＞ 

Abs1：上記組織境界の Scope1、２、３全てを対象としています。 

Abs2：上記組織境界の Scope1、２を対象としています。 

Scope1：主に船舶燃料を起源とした排出ですが、海上輸送事業以外及び事業運営上使用した燃料による排出も全て含みま

す。 

Scope2：主に電力を起源とする排出です。当社グループにおける電力使用は、港湾運営業における荷役機器の電源や、オフィス

における電力使用です。 

Scope3：当社事業に関連が深い排出を特定の上インベントリで算定しています。カテゴリー3 では船舶燃料の製造段階の排出、

カテゴリー2 では船舶など購入した資本財の製造段階の排出、カテゴリー11 では商社機能を持つ子会社が外部に販売した船舶燃

料の使用時の排出を算定しています。その他、カテゴリー1、5、６，７、を算定しています。 

 

＜目標が科学的根拠に基づいているとみなす理由＞ 

2022 年 3 月に策定した「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、当社は総量に関して以下を設定しています。 

2050 年より前の長期目標：2050 年までにグループ全体でのネットゼロ・エミッションを達成（Abs1） 

設定年から 10 年以内の短期目標：2030 年までに GHG 総量を 2019 年比 23%削減（Abs2） 

 

・上記どちらも、GHG プロトコルに沿った組織境界のうち、Scope1 と Scope2 の全てを対象としています。 

・上記どちらも、「環境ビジョン 2.2」で示した、2050 年に向けた当社グループの排出削減 Pathway から導き出されたものです。 

・当社は、2050 年までに自社からの排出量残存を基準年 2019 年比 10%未満まで削減した上で、大気からの CO2 除去クレジ

ットを用いて中立化を行う想定です。また、2050 年に至るまでの過程では自社からの排出削減を優先しオフセットは行いません。ま

た、大気からの CO2 除去プロジェクトに足元から積極的に関与するなど、バリューチェーンを超えた緩和行動も実施します。これらは

全て「環境ビジョン 2.2」の内容に含まれます。当社は SBTi 発行の「企業ネットゼロ基準」に準拠して、この考え方を採用していま

す。 

・それぞれの削減水準「2050 年ネットゼロ（残存排出量 2019 年比 10%未満）（Abs1）」「2030 年までに 2019 比 23%

削減(Abs2)」は、IEA 発行"World Energy Outlook 2022"の Net Zero Emissions by 2050 シナリオにおいて示されてい

る業界レベルの排出削減水準と同レベルです。 

World Energy Outlook から導き出される 1.5℃水準の海運セクターの排出削減率は以下の通り、2030 年時点で 22.3%削

減、2050 年時点で 87.6%であるのに対し、当社の削減目標水準はそれらと同レベルです。 

2019 年 866 Mt CO2 → 2030 年 673 Mt CO2（22.3%削減） 

2019 年 866 Mt CO2 → 2050 年 107 Mt CO2（87.6%削減） 
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（参考 1）"World Energy Outlook 2022" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2030 年：673 

2040 年：304 

2050 年：107 

（参考 2）World Energy Outlook 2021" Net Zero Emissions by 2050 シナリオの「Shipping」の排出量（単位：

Mt CO2) 

2019 年：866 

 

このように、当社の総量目標は科学的根拠に基づいて、1.5℃目標に準拠したものであると考えています。 

目標年で恒久的炭素除去によって減らない排出量を中立化させる考えがありますか。 

はい 

目標年での中立化のための予定している節目および/または短期投資 

当社は 2023 年策定の環境ビジョン 2.2 において、2050 年までに自社からの排出量を基準年である 2019 年の 10%未満まで

削減した後、残存排出量を CDR により中立化するという排出削減経路「ネットゼロへの pathway」を示しています。 

CDR は、大気中の CO2 を除去・貯留することを指し、当社では「ネガティブ・エミッション」と呼んでいます。ネガティブ・エミッションは技

術やコストなど、普及拡大には課題があります。そのため当社は、当社の目標達成年における残存排出量の中立化を確実にするた

め、足元からネガティブ・エミッションの普及・拡大に貢献することが重要と考え、2030 年を年限とするマイルストーン「2030 年までに、

累計 220 万トンの CO2 除去に貢献」を掲げ、吸収・除去系カーボンクレジットの使用を進めています。 

当社はグループ経営計画において、ネガティブ・エミッションプロジェクトを含む低・脱炭素エネルギー事業拡大に、2023～2025 年度

累計で約 3000 億円を投資することを予定しています。 

貴社のバリューチェーンを超えて排出量を軽減するために予定している行動(任意) 

当社は、2022 年 1 月、ワイエルフォレスト株式会社（YLF）と共同し、インドネシア共和国南スマトラ州において、マングローブの再

生・保全を目的としたブルーカーボン・プロジェクト（以下「本プロジェクト」）に参画することとしました。本プロジェクトにおいて、当社は

資金面での貢献に加え、今後は現地でのプロジェクトの運営にも深く関わっていきます。 

YLF は、特定非営利活動法人国際マングローブ生態系協会（ISME）による技術指導の下、2013 年より南スマトラ州において

残存する約 14,000ha のマングローブの保全活動を行ってきました。本プロジェクトでは 30 年間で、森林保全活動による約 500

万トン CO2 の排出抑制、さらに約 9,500ha の裸地でのマングローブ等の新規植林による約 600 万トンの CO2 の吸収・固定を

目指します。なお、クレジットに関しては、国際的なカーボンクレジット基準管理団体 Verra による認証を受ける手続きを進めていま

す。 

マングローブは CO2 を取り込み、炭素を蓄えるだけでなく、命のゆりかごと呼ばれ、マングローブと共に生きる生物の多様性を守りま

す。また、高波から沿岸に住む人々の暮らしを守る等、気候変動への適応策としても非常に重要な存在です。当社は YLF と共に、

本プロジェクトを通じて、マングローブの再生・保全活動を行う他、シルボフィッシャリー（注）を導入し、持続可能な水産・森林経営

を通じて地域住民の生計向上を支援し、人と自然が共生する社会づくりを目指します。 
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（注）シルボフィッシャリー 

シルボフィッシャリーとは、 造林 ( Silviculture)と水産業 ( Fishery)を組み合わせた方法で 、 エビ養殖池にマングローブを植林

し、自然に近い状態でエビや魚を育てる手法で、餌や薬品の投与を必要とせず、環境を汚染しない自然共生型の養殖方式です。

適切な森林管理を継続することで、養殖業運営コストをほとんどかけずに持続的な水産養殖を行うことができ、地域住民の生活向

上に寄与するとともに、高波対策や護岸機能等の気候変動への適応策、水質・土壌の浄化、生態系の回復・保全といった相乗便

益が見込まれます。 

 

また当社は 2022 年 5 月、炭素除去技術の普及・促進を目的とした NextGen CDR Facility へ参加しました。NextGen CDR 

Facility を通じて、大気中の CO2 除去技術由来の CO2 削減価値を、2030 年までに最低 5 万トン購入することをコミットしてい

ます。当社は、CO2 除去技術プロジェクトに今から関与することで、ネガティブ・エミッションの技術革新及びコスト低減に寄与します。 

C4.3 

(C4.3) 報告年内に有効であった排出量削減イニシアチブがありましたか?これには、計画段階及び実行段階のものを含みます。 

はい 

C4.3a 

(C4.3a) 各段階の排出削減活動の総数、実施段階の削減活動については推定排出削減量(CO2換算)もお答えください。 

 イニシアチブの数 CO2換算トン単位での年間 CO2換算の推定排出削減総量(*の付いた行のみ) 

調査中 9 0 

実施予定* 10 399,489 

実施開始(部分的)* 17 1,970,675 

実施済* 5 42,203 

実施できず 0 0 

C4.3b 

(C4.3b) 報告年に実施されたイニシアチブの詳細を以下の表に記入してください。 

 

イニシアチブのカテゴリーとイニシアチブの種類 

生産プロセスにおけるエネルギー効率 

燃料切り替え 

推定年間 CO2e排出削減量(CO2換算トン) 

16,971 

排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリー 
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スコープ 1 

自発的/義務的 

自主的 

年間経費節減額 (単位通貨 – C0.4で指定の通り) 

121,344,270 

必要投資額 (単位通貨 –C0.4で指定の通り) 

1,500,000,000 

投資回収期間 

16～20 年 

イニシアチブの推定活動期間 

6～10 年 

コメント 

LNG 燃料及びバイオディーゼルなどの代替燃料を導入することにより、従来の燃料を使った場合に比べて、推定 16,971 トン/年の

CO2e の排出削減を実現しました。 

 

イニシアチブのカテゴリーとイニシアチブの種類 

生産プロセスにおけるエネルギー効率 

製品またはサービスの設計 

推定年間 CO2e排出削減量(CO2換算トン) 

1,067 

排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリー 

スコープ 1 

自発的/義務的 

自主的 

年間経費節減額 (単位通貨 – C0.4で指定の通り) 

7,630,000 

必要投資額 (単位通貨 –C0.4で指定の通り) 

1,500,000,000 

投資回収期間 

16～20 年 
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イニシアチブの推定活動期間 

16～20 年 

コメント 

洋上風力を船の推進力に変えるウインドチャレンジャーを当社運航船「松風丸」に搭載したことで、燃料消費量の削減につながり、推

定 1,067 トン/年の CO2e の排出削減を実現しました。運航開始が 2022 年 10 月末だったため、2022 年度の推定 CO2 削

減量は 12 カ月を通じて運航をした場合に比べ小さくなっています。 

 

イニシアチブのカテゴリーとイニシアチブの種類 

生産プロセスにおけるエネルギー効率 

プロセス最適化 

推定年間 CO2e排出削減量(CO2換算トン) 

7,761 

排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリー 

スコープ 1 

自発的/義務的 

自主的 

年間経費節減額 (単位通貨 – C0.4で指定の通り) 

241,332,354 

必要投資額 (単位通貨 –C0.4で指定の通り) 

10,000,000,000 

投資回収期間 

1～3 年 

イニシアチブの推定活動期間 

30 年超 

コメント 

最適運航の追求により燃料消費量を低減し、推定 10,131 トン/年の CO2e の排出削減を実現しました。当社グループは、最適

運航のためのシステム・体制・プロセスを整備し、1～10％程度の GHG 削減効果が見込まれる多種多様な対策を組み合わせ、各

船に最適な改善策を実施しています。具体的な例としては、航行時船体姿勢最適化、船底・プロペラクリーニングによる推進性能向

上、低燃費・環境対応型船体塗料の採用、プロペラ推進性能向上装置の搭載などが含まれます。 

 

イニシアチブのカテゴリーとイニシアチブの種類 
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低炭素エネルギー消費 

低炭素電力ミックス 

推定年間 CO2e排出削減量(CO2換算トン) 

16,404 

排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリー 

スコープ 2(マーケット基準) 

自発的/義務的 

自主的 

年間経費節減額 (単位通貨 – C0.4で指定の通り) 

4,740,792 

必要投資額 (単位通貨 –C0.4で指定の通り) 

11,995,020 

投資回収期間 

1～3 年 

イニシアチブの推定活動期間 

30 年超 

コメント 

船の運航指示を出す陸上社員などが拠点としているオフィスビルでの使用電力の再エネ化に取り組んでいます。トラッキング付き環境

証書を用いた再エネ電力の購買契約を進めることにより、推定 14,034 トン/年の Scope2 排出量削減を実現しました。 

C4.3c 

(C4.3c) 排出量削減活動への投資を促進するために貴社はどのような方法を使っていますか? 

方法 コメント 

社内カーボ

ン プライシン

グ 

国際海運セクターである当社にとって、炭素税の導入の影響は非常に大きいです。そのため、今後の炭素税の導入など炭素価格の高

騰などを見込んで適切な投資判断を行うためにインターナルカーボンプライシングを導入し、脱炭素に資する投資決定（研究開発・設

備投資）にあたって活用しています。 

C4.5 

(C4.5) 貴社の製品やサービスを低炭素製品に分類していますか。 

はい 

C4.5a 

(C4.5a) 低炭素製品に分類している貴社の製品やサービスを具体的にお答えください。 
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集合のレベル 

製品群またはサービス群 

製品またはサービスを低炭素に分類するために使用されタクソノミー 

グリーンボンド原則(ICMA) 

製品またはサービスの種類 

海上輸送 

その他、具体的にお答えください 

フェリー、内航船、RORO 船 

製品またはサービスの内容 

モーダルシフトとは、飛行機や車による貨物の輸送モードを、大量の貨物を一度に輸送できる船舶に切り替えることです。フェリー、内

航船、RORO 船を使用してモーダルシフトすることにより、トラック輸送に比べて単位輸送量当たりの CO2 排出量を削減することがで

きます。 

この低炭素製品またはサービスの削減貢献量を推定しましたか 

はい 

削減貢献量を計算するために使用された方法 

その他、具体的にお答えください 

トラック輸送と内航船舶輸送の平均的な輸送量当たりの CO2 排出量（g-CO2/トンキロ）を用いて算定する。 

低炭素製品またはサービスの対象となるライフサイクルの段階 

使用段階 

使用された機能単位 

CO2/トンキログラム。内航船輸送とトラック輸送を比較する機能単位は、国土交通省の HP で発表されている営業用貨物車の輸

送量あたり CO2 排出量(g-CO2/トンキロ)と内航船のそれとを比較します。 

使用された基準となる製品/サービスまたはベースラインシナリオ 

ベースラインは、営業用トラックによる運送の場合の CO2/トンキログラムとする 

基準製品/サービスまたはベースラインシナリオの対象となるライフサイクルの段階 

使用段階 

基準製品/サービスまたはベースラインシナリオに対する推定回避排出量(機能単位あたりの CO2換算トン) 

184 

仮定した内容を含め、貴社の削減貢献量の計算について、説明してください 
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回避排出量の推定については、間接的手法( Consequential approach )を使用し、評価は国土交通省発表の数値を用いる

こととしています。 

左記の通り、営業用トラック運送との CO2 排出量（g-CO2/トンキロ）と比較し、内航船のみを対象としています。一部、港湾停

泊時等の CO2 排出が不確実性の一つとして挙げられますが、トラック輸送においても諸理由による停車が発生するものと考えられる

ため、考慮には含めないこととしています。 

 

報告年の売上合計のうちの、低炭素製品またはサービスから生じた売上の割合 

3 

 

集合のレベル 

製品またはサービス 

製品またはサービスを低炭素に分類するために使用されタクソノミー 

グリーンボンド原則(ICMA) 

製品またはサービスの種類 

海上輸送 

その他、具体的にお答えください 

代替燃料の船舶での活用 

製品またはサービスの内容 

当社では、主要事業の海上輸送サービスの低炭素化に向け、足元すぐに実用可能な LNG 燃料の船舶燃料としての活用を進めて

います。GLEC framework によると、燃料製造段階もふくめた Well to Wake の排出係数は、LNG 燃料（LNG 

compression ignition ship の場合）が 3.65 kg-CO2e/kg-fuel、従来の石油燃料は 3.41kg-CO2e/kg-fuel です。これ

をエネルギー換算ベース（g-CO2e/MJ）に換算すると、LNG 燃料が 74.34g-CO2e/MJ、石油燃料が 83.17g-CO2e/MJ と

なり、従来の石油燃料に比べ、LNG 燃料は約 11%の GHG 排出削減につながります。 

この低炭素製品またはサービスの削減貢献量を推定しましたか 

はい 

削減貢献量を計算するために使用された方法 

その他、具体的にお答えください 

GLEC framework の燃料別の排出係数（燃料重量ベース）を、発熱量でエネルギー量ベースに変換して比較する。 

低炭素製品またはサービスの対象となるライフサイクルの段階 

揺りかごから墓場まで 

使用された機能単位 
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g-CO2e/MJ。GLEC framework の燃料別の排出係数（kg-CO2e/kg-fuel）を、エネルギー量ベース（g-CO2e/MJ）に変

換して比較する。 

使用された基準となる製品/サービスまたはベースラインシナリオ 

GLEC framework によると、燃料製造段階もふくめた Well to Wake の排出係数は、LNG 燃料（LNG compression 

ignition ship の場合）が 3.65kg-CO2e/kg-fuel、従来の石油燃料は 3.41kg-CO2e/kg-fuel です。これをエネルギー換算

ベース（g-CO2e/MJ）に換算すると、LNG 燃料が 74.34g-CO2e/MJ、石油燃料が 83.17g-CO2e/MJ となり、従来の石油

燃料に比べ、LNG 燃料は約 11%の GHG 排出削減につながります。 

基準製品/サービスまたはベースラインシナリオの対象となるライフサイクルの段階 

揺りかごから墓場まで 

基準製品/サービスまたはベースラインシナリオに対する推定回避排出量(機能単位あたりの CO2換算トン) 

19.57 

仮定した内容を含め、貴社の削減貢献量の計算について、説明してください 

2023 年 3 月 31 日の報告対象期間終了日までに運航を開始している LNG 燃料船は合計 3 隻ですが、2030 年までに 90 隻

というマイルストーンを目指し、外航船で 16 隻の LNG 燃料船の建造への投資を決定しています。 

GLEC framework によると、燃料製造段階もふくめた Well to Wake の排出係数は、LNG 燃料（LNG compression 

ignition ship の場合）が 3.65kg-CO2e/kg-fuel、従来の石油燃料は 3.41kg-CO2e/kg-fuel です。これをエネルギー換算

ベース（g-CO2e/MJ）に換算すると、LNG 燃料が 74.34g-CO2e/MJ、石油燃料が 83.17g-CO2e/MJ となり、船舶燃料を

LNG 化した場合の削減貢献量は従来の石油燃料に比べ 8.83g-CO2e/MJ で、割合でいうと約 11%の GHG 排出削減につな

がります。 

当社は現在 697 隻を運航していますが、このうち 90 隻を LNG 燃料船とした場合の年間 CO2 排出削減貢献量は、約-

137,000t-CO2e/年と推定されます。 

報告年の売上合計のうちの、低炭素製品またはサービスから生じた売上の割合 

1.4 

C5.排出量算定方法 

C5.1 

(C5.1) 今回が CDP に排出量データを報告する最初の年になりますか。 

いいえ 

C5.1a 

(C5.1a) 貴社は報告年に構造的変化を経験しましたか。 あるいは過去の構造的変化がこの排出量データの情報開示に含まれていますか。 

行 1 

構造的変化がありましたか。 
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いいえ 

C5.1b 

(C5.1b) 貴社の排出量算定方法、バウンダリ(境界)や報告年の定義は報告年に変更されましたか。 

 評価方法、バウンダリ(境界)や報告年の定義に変更点はありますか。 

行 1 いいえ 

C5.2 

(C5.2) 基準年と基準年排出量を記入してください。 

スコープ 1 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

11,136,501 

コメント 

 

 

スコープ 2(ロケーション基準) 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

45,116 

コメント 

 

スコープ 2(マーケット基準) 

基準年開始 

4 月 1, 2019 
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基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

45,116 

コメント 

過去 2019 年度におけるマーケット基準での再計算ができないため、ロケーション基準の数値をプロキシとして使用しています。 

スコープ 3 カテゴリー1:購入した商品およびサービス 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

51,067 

コメント 

当社の購入品として多くを占める船舶のエンジンに使用する潤滑油や船舶用品を金額ベースで集計し、環境省発行の「サプライチェ

ーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算して

います。 

スコープ 3 カテゴリー2:資本財 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

721,175 

コメント 

有価証券報告書で開示されている、国内外の連結子会社すべてを対象とした設備投資額を基に、環境省発行の「サプライチェーン

を通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算していま

す。 

なお、当社グループの主な設備投資金額の対象は船舶となります。 

 

スコープ 3 カテゴリー3:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれない) 
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基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

1,546,750 

コメント 

当社運航船が使用する燃料の「Well to Tank」ベースでのサプライチェーン CO2 排出量です。2019 年度の燃料使用量を集計

し、一般社団法人産業環境管理協会が提供する「ライフサイクルインベントリ（LCI）データベース IDEA(Inventory Database 

for Environmental Analysis)」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算しています。 

 

スコープ 3 カテゴリー4:上流の輸送および物流 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー5:操業で発生した廃棄物 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

477 

コメント 

当社国内グループの事務所から出る廃棄物に起因するサプライチェーン CO2 排出量です。紙、ビン、缶、ペットボトルなどの種類ごと

の排出量を重量ベースで集計し、環境省発行の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位

データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算しています。 
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スコープ 3 カテゴリー6:出張 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

7,957 

コメント 

当社従業員の出張に起因する排出量で、出張旅費（鉄道運賃、航空券代など）を経理システムから金額ベースで集計し、環境

省発行の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を

用いて CO2 換算しています。 

スコープ 3 カテゴリー7:雇用者の通勤 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

283 

コメント 

当社本社に通勤する従業員の通勤費（主に定期券代）を経理システムから金額ベースで集計し、環境省発行の「サプライチェーン

を通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算していま

す。 

スコープ 3 カテゴリー8:上流のリース資産 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 
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スコープ 3 カテゴリー9:下流の輸送および物流 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー10:販売製品の加工 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー11:販売製品の使用 

基準年開始 

4 月 1, 2019 

基準年終了 

3 月 31, 2020 

基準年排出量(CO2換算トン) 

799,765 

コメント 

当社の商社機能をもつグループ会社が販売する船舶燃料が、販売先で使用される際に発生する排出量を算定したものです。第三

者への燃料油販売量に、排出係数を乗じて CO2 換算しています。排出係数は、外航船については「IMO データソース（IMO 

Greenhouse Gas Study）」、内航船については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく値を適用しています。 
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スコープ 3 カテゴリー12:販売製品の生産終了処理 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー13:下流のリース資産 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー14:フランチャイズ 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3 カテゴリー15:投資 

基準年開始 
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基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3:その他(上流) 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

スコープ 3:その他(下流) 

基準年開始 

 

基準年終了 

 

基準年排出量(CO2換算トン) 

 

コメント 

 

C5.3 

(C5.3) 活動データの収集や排出量の計算に使用した基準、プロトコル、または方法の名称を選択してください。 

エネルギーの合理的な使用に関する法令 

ISO 14064-1 

地球温暖化対策推進法（日本） 

スマート フライト センター:GLEC 物流排出方法に関する枠組み 

GHG プロトコル:事業者の排出量の算定及び報告の基準(改訂版) 
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GHG プロトコル:スコープ 2 ガイダンス 

GHG プロトコル:事業者バリューチェーン(スコープ 3)基準 

東京キャップ・アンド・トレード・プログラム 

その他、具体的にお答えください 

IMO Greenhouse Gas Study 

C6.排出量データ 

C6.1 

(C6.1) 貴社のスコープ 1全世界総排出量はいくらでしたか。(単位: CO2換算トン) 

報告年 

スコープ 1世界合計総排出量(CO2換算トン) 

10,086,254 

コメント 

 

C6.2 

(C6.2) スコープ 2排出量回答に関する貴社の方針について回答してください。 

行 1 

スコープ 2、ロケーション基準 

スコープ 2、ロケーション基準を報告しています 

スコープ 2、マーケット基準 

スコープ 2、マーケット基準の値を報告しています 

コメント 

スコープ２排出量は、ロケーション基準とマーケット基準の方法で算定しています。後者では、日本国内の電力消費について、当社お

よびグループ会社それぞれが電力会社と契約している個別電力プラン契約に応じた係数を用いて排出量を算定しています。 

海外拠点については、IEA 発行の Emissions Factors 2021 の係数を用いて算出しています。 

 

C6.3 

(C6.3) 貴社のスコープ 2全世界総排出量はいくらでしたか。(単位: CO2換算トン) 

報告年 

スコープ 2、ロケーション基準 
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37,224 

スコープ 2、マーケット基準(該当する場合) 

19,483 

コメント 

 

C6.4 

(C6.4) 選択した報告バウンダリ(境界)内で、開示に含まれていないスコープ 1、スコープ 2、スコープ 3の排出源(例えば、施設、特定の温室

効果ガス、活動、地理的場所など)はありますか。 

いいえ 

C6.5 

(C6.5) 貴社のスコープ 3全世界総排出量を示すとともに、除外項目について開示および説明してください。 

購入した商品およびサービス 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

50,420 

排出量計算方法 

支出額に基づいた手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

説明してください 

当社の購入品として多くを占める船舶のエンジンに使用する潤滑油や船舶用品を金額ベースで集計し、環境省発行の「サプライチェ

ーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算し

ています。 

資本財 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

1,221,693 

排出量計算方法 
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支出額に基づいた手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

説明してください 

有価証券報告書で開示されている、国内外の連結子会社すべてを対象とした設備投資額を基に、環境省発行の「サプライチェーン

を通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算してい

ます。なお、当社グループの主な設備投資金額の対象は船舶となります。 

燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれない) 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

1,397,333 

排出量計算方法 

平均データ手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

説明してください 

当社運航船が使用する燃料の「Well to Tank」ベースでのサプライチェーン CO2 排出量です。2021 年度の当社グループにおける

燃料使用量を集計し、一般社団法人産業環境管理協会が提供する「ライフサイクルインベントリ（LCI）データベース 

IDEA(Inventory Database for Environmental Analysis)」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算しています。 

上流の輸送および物流 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

このカテゴリーの CO2 排出量は算出していません。当社はメーカーではないため、このカテゴリーに該当する排出量は事務用品などご

く限られた調達活動によるものであり、排出量規模は非常に小さいです。 

操業で発生した廃棄物 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 
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653 

排出量計算方法 

廃棄物の種類特有の手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

説明してください 

国内グループのオフィスから出るごみに起因する排出量です。紙、ビン缶、ペットボトルなどの種類ごとの排出量を重量ベースで集計

し、環境省発行の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出

原単位を用いて CO2 換算しています。 

出張 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

9,081 

排出量計算方法 

支出額に基づいた手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

説明してください 

当社従業員の出張に起因する排出量で、出張旅費（鉄道運賃、航空券代など）を経理システムから金額ベースで集計し、環境

省発行の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を

用いて CO2 換算しています。 

雇用者の通勤 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

210 

排出量計算方法 

支出額に基づいた手法 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 
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説明してください 

当社本社に通勤する従業員の通勤費（主に定期券代）等のデータを集計し、環境省発行の「サプライチェーンを通じた組織の温

室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」で規定する排出原単位を用いて CO2 換算しています。 

上流のリース資産 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

このカテゴリーでの CO2 排出量は算出していません。当社の事業形態において考え得る上流のリース資産として、船主から船を借り

ていることがあげられますが、借りてきた船であっても当社が運航する場合にはスコープ 1 排出量に含めています。また、オフィスなどの

事務所や倉庫などの施設を借りている場合の燃料使用や電気等による排出量も、同様の理由でスコープ 1、2 に含めています。 

下流の輸送および物流 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

このカテゴリーでの CO2 排出量は算出していません。当社は海上輸送を主要な事業としているため、事業活動における主な CO2 

排出源は船舶運航であり、これらはスコープ 1 排出量に含まれています。 

販売製品の加工 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

当社はメーカーではないため、販売製品の加工は行っていません。 

販売製品の使用 

評価状況 

関連性あり、算定済み 

報告年の排出量(CO2換算トン) 

545,194 

排出量計算方法 

使用段階の直接的排出量に関する方法、具体的にお答えください 

当社の商社機能をもつグループ会社が販売する船舶燃料が、販売先で使用される際に発生する排出量を算定したものです。

第三者への燃料油販売量に、排出係数を乗 じて CO2 換算しています。排出係数は、外航船については「IMO データソース
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（IMO Greenhouse Gas Study）」、内航船については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく値を適用して

います。 

サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

100 

説明してください 

当社の商社機能をもつグループ会社が販売する船舶燃料が、販売先で使用される際に発生する排出量を算定したものです。売上

データから抽出した第三者への船舶燃料油販売量実績値に、各燃料の排出係数を乗じて CO2 換算しています。これは、当社が

自社運航船からの排出量を算定するのと同じ方法での算定方法です。排出係数は、外航船については「IMO データソース（IMO 

Greenhouse Gas Study）」、内航船については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく値を適用しています。 

販売製品の生産終了処理 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

当社はメーカーではないため、販売製品の廃棄にかかる排出量はありません。 

下流のリース資産 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

当社では、このカテゴリーでの CO2 排出量は算出していません。当社の主要ビジネスは海上輸送であり、リース業ではありません。 

フランチャイズ 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

当社には、フランチャイズに該当する事業分野や活動がないため、このカテゴリーからの排出量はありません。 

投資 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

当社グループの連結子会社からの排出量はスコープ 1、2 に含まれます。 

その他(上流) 
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評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

15 カテゴリー以外のその他(上流)に該当する活動はありません。 

その他(下流) 

評価状況 

関連性がない、理由の説明 

説明してください 

15 カテゴリー以外のその他(下流)に該当する活動はありません。 

C6.7 

(C6.7) 二酸化炭素排出は貴社に関連する生物起源炭素からのものですか? 

はい 

C6.7a 

(C6.7a) 貴社に関連する生体炭素による排出量を CO2換算トン単位で記入します。 

 生体炭素による

CO2排出量

(CO2換算トン) 

コメント 

行

1 

1,646 報告年に、船舶でのバイオディーゼル燃料の使用がありましたが、バイオディーゼル燃料からの CO2 排出量算定方法につい

ては、現在 IMO（国際海事機関。当社の属する国際海運セクターにおける国際的な規制や基準をつかさどる国連の下部

組織）において国際基準が議論中であるため、生体炭素由来についての CO2 換算トンの算定は現在しておりません。しか

し、バイオディーゼルの使用量自体は集計の上、第三者検証を受け当社 HP 上で開示しています。 

C6.10 

(C6.10) 報告年のスコープ 1 と 2の全世界総排出量について、単位通貨総売上あたりの CO2換算トン単位で詳細を説明し、貴社の事業に

当てはまる追加の原単位指標を記入します。 

 

原単位数値 

0.0000063 

指標分子(スコープ 1 および 2の組み合わせ全世界総排出量、CO2換算トン) 

10,105,737 

指標の分母 
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売上額合計 

指標の分母:単位あたりの総量 

1,611,984,000,000 

使用したスコープ 2の値 

マーケット基準 

前年からの変化率 

22 

変化の増減 

減少 

変化の理由 

再生可能エネルギー消費の変化 

その他の排出量削減活動 

売上の変化 

説明してください 

分子である排出量は、2022 年度は、2021 年度と比較しスコープ 1 が 0.3%、スコープ 2 が 4.6%減少しました。 

分母である売上高は、2022 年度は、2021 年度に比較して+27%増加しました。 

 

当社の Scope1 排出量は主に船舶燃料の燃焼によるものです。売上高増加に伴い本来であれば排出量も同程度 27%程度増

加の可能性があったところ、バイオ燃料や LNG 燃料などの代替燃料の船舶への導入や、省エネ設備搭載や効率的な船舶運航へ

の取り組みにより、Scope1 排出量の増加を抑え、むしろ減少させることができました。 

当社の Scope2 排出量は主にオフィスなどでの電力使用によるものです。トラッキング付の環境証書を用いた電力契約への積極切り

替えにより、2022 年度は 2021 年度に比べて Scope2 排出量を削減することができました。 

このように、Scope1 及び Scope2 排出量を削減しつつ売上高を増加させたことにより、2022 年度は 2021 年度に比べ約 22%

の原単位減少を達成しました。 

C-TS6.15 

(C-TS6.15) スコープ 1、2 および 3の輸送活動からの排出量に相応しい一次原単位(活動ベース)指標はどのようなものですか? 

海上輸送 

原単位の計算に使用されたスコープ 

スコープ 1 のみを報告 

原単位数値 

10.32 
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分子:排出量(単位: CO2換算トン) 

10,298,049 

分母単位:単位 

t.mile 

分母単位:単位あたりの総量 

952,246,485,256 

前年からの変化率 

-1.3 

選択したカテゴリーでの輸送排出量の対象範囲における除外項目と、排出原単位の変化の理由を説明してください。 

当該原単位数値には、Scope1 に含まれる船での燃料消費による排出量のみならず、Scope3 カテゴリー3(Scope1,2 に含まれ

ない燃料及びエネルギー活動)に含まれる、燃料の製造過程の排出量も含んでいます。つまり、Tank to Wake のみならず、Well 

to Tank も含んだ、Well to Wake の原単位となっています。 

 

また、当社では、上述の全社平均の原単位数値につき、一般的なトンマイル加重平均に加え、当社独自の算定方式で算定してい

ます。上記原単位（2022 年度実績は 10.32g-CO2e/ton-mile)は、当社独自の算定方式に基づく数値のため、排出量（3

列目）を総量（5 列目）で除した数値が原単位（2 列目）と一致しません。以下に、当社独自の算定方法について記載しま

す。 

 

＜当社グループの原単位数値算定に関しての補足＞ 

船舶タイプごとに標準的なトンマイルあたりの GHG 排出量（g-CO2e/ton-mile)の絶対値を比較すると、輸送貨物の特性によっ

て値自体に大きな差異が出ます。例えば、容積あたりの重量が大きい貨物を運ぶ船（例：ドライバルク船）と、小さい貨物を運ぶ船

（例：自動車専用船）を比較した場合、両船のトンマイルには自ずと大きな違いが出てきます。つまり、実際には同水準の環境性

能を持つ二つの船であっても、運ぶ貨物の特性のために、そのトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値に極端な差が出てしまうことと

なります。 

 

当社のような様々な輸送コモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、この貨物特性に由来する絶対値の差が、全

社としての平均原単位の算定にあたり問題を引き起こします。単純に全輸送コモディティの合計排出量を合計トンマイルで除した場

合（⇒トンマイル加重平均）、容積あたりの重量が小さい貨物を運ぶ船、つまりトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値の大きい

船のトンマイルの増減が、全体値の増減に大きな影響を与えます。トンマイル加重平均は海運業界で広く使用される効率指標です

が、原単位絶対値の平均水準が大きく異なる複数のコモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、その事業ポートフ

ォリオを変更することで全社の原単位値を改善することができるという歪みを生み出してしまいます。 

 

このように、トンマイル加重平均による全社原単位数値が、当社のような複数のコモディティ海上輸送サービスを提供する会社の脱炭

素パフォーマンスを正当に表しているかと言えば、そうではないと当社は考えます。当社は社会インフラとしての海運業を通じて世界経

済の発展に寄与し、人々の毎日を支えるという使命を自任しております。排出原単位を下げるために原単位絶対値の大きい事業の
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比率を減少させるよりも、当該貨物の海上輸送需要がある限りその需要に応えつつ、当該コモディティ輸送それ自体の効率改善を

推し進め、排出削減を達成することこそが真に公益に適うことだと考えます。このような考え方に従い、当社では、各事業部門の原単

位変動率を適正に全社合計原単位値に反映させるための手法を策定し、全社原単位数値として採用しています。 

 

本算定方法に基づいた原単位数値及び算定方法については、第三者検証を取得しています。GHG 排出原単位第三者検証は

C10.2a に添付しています。 

すべて 

原単位の計算に使用されたスコープ 

スコープ 1 のみを報告 

原単位数値 

10.32 

分子:排出量(単位: CO2換算トン) 

10,298,049 

分母単位:単位 

t.mile 

分母単位:単位あたりの総量 

952,246,485,256 

前年からの変化率 

-1.3 

選択したカテゴリーでの輸送排出量の対象範囲における除外項目と、排出原単位の変化の理由を説明してください。 

当社の主要事業は海上輸送であることから、海上輸送における原単位と同じものを「すべて」にも記載しています。 

当該原単位数値には、Scope1 に含まれる船での燃料消費による排出量のみならず、Scope3 カテゴリー3(Scope1,2 に含まれ

ない燃料及びエネルギー活動)に含まれる、燃料の製造過程の排出量も含んでいます。つまり、Tank to Wake のみならず、Well 

to Tank も含んだ、Well to Wake の原単位となっています。 

また、当社では、上述の全社平均の原単位数値につき、一般的なトンマイル加重平均に加え、当社独自の算定方式で算定してい

ます。上記原単位（2022 年度実績は 10.32g-CO2e/ton-mile)は、当社独自の算定方式に基づく数値のため、排出量（3

列目）を総量（5 列目）で除した数値が原単位（2 列目）と一致しません。以下に、当社独自の算定方法について記載しま

す。 

 

＜当社グループの原単位数値算定に関しての補足＞ 

船舶タイプごとに標準的なトンマイルあたりの GHG 排出量（g-CO2e/ton-mile)の絶対値を比較すると、輸送貨物の特性によっ

て値自体に大きな差異が出ます。例えば、容積あたりの重量が大きい貨物を運ぶ船（例：ドライバルク船）と、小さい貨物を運ぶ船

（例：自動車専用船）を比較した場合、両船のトンマイルには自ずと大きな違いが出てきます。つまり、実際には同水準の環境性



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

117 
 

能を持つ二つの船であっても、運ぶ貨物の特性のために、そのトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値に極端な差が出てしまうことと

なります。 

 

当社のような様々な輸送コモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、この貨物特性に由来する絶対値の差が、全

社としての平均原単位の算定にあたり問題を引き起こします。単純に全輸送コモディティの合計排出量を合計トンマイルで除した場

合（⇒トンマイル加重平均）、容積あたりの重量が小さい貨物を運ぶ船、つまりトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値の大きい

船のトンマイルの増減が、全体値の増減に大きな影響を与えます。トンマイル加重平均は海運業界で広く使用される効率指標です

が、原単位絶対値の平均水準が大きく異なる複数のコモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、その事業ポートフ

ォリオを変更することで全社の原単位値を改善することができるという歪みを生み出してしまいます。 

 

このように、トンマイル加重平均による全社原単位数値が、当社のような複数のコモディティ海上輸送サービスを提供する会社の脱炭

素パフォーマンスを正当に表しているかと言えば、そうではないと当社は考えます。当社は社会インフラとしての海運業を通じて世界経

済の発展に寄与し、人々の毎日を支えるという使命を自任しております。排出原単位を下げるために原単位絶対値の大きい事業の

比率を減少させるよりも、当該貨物の海上輸送需要がある限りその需要に応えつつ、当該コモディティ輸送それ自体の効率改善を

推し進め、排出削減を達成することこそが真に公益に適うことだと考えます。このような考え方に従い、当社では、各事業部門の原単

位変動率を適正に全社合計原単位値に反映させるための手法を策定し、全社原単位数値として採用しています。 

 

本算定方法に基づいた原単位数値及び算定方法については、第三者検証を取得しています。GHG 排出原単位第三者検証は

C10.2a に添付しています。 

C7.排出量内訳 

C7.1 

(C7.1) 貴社では、温室効果ガスの種類別のスコープ 1排出量の内訳を作成していますか? 

いいえ 

C7.2 

(C7.2) スコープ 1排出量の内訳を国/地域/行政区別で回答してください。 

国/地域/リージョン スコープ 1排出量(CO2換算トン) 

その他、具体的にお答えください 

公海 

9,390,508 

日本 695,314 

その他、具体的にお答えください 

日本を除くアジア太平洋（または JAPA） 

376 

オセアニア 43 

南北アメリカ大陸 13 
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アフリカおよび中東 0 

欧州 0 

C7.3 

(C7.3) スコープ 1排出量の内訳として、その他に回答可能な分類方法があれば回答してください。 

事業部門別 

施設別 

活動別 

C7.3a 

(C7.3a) 事業部門別のスコープ 1全世界総排出量の内訳を示してください。 

事業部門 スコープ 1排出量

(CO2換算トン) 

ドライバルク事業： 

当社及び関係会社を通じて、ドライバルク船（火力発電用の石炭を輸送する石炭船を除く）を保有、運航し、世界的な規

模で海上貨物輸送を行っています。 

5,033,155 

エネルギー・海洋事業： 

当社及び関係会社を通じて、火力発電用の石炭を輸送する石炭船、油送船、海洋事業・LNG 船等の不定期専用船を保

有、運航し、世界的な規模で海上貨物輸送を行っています。 

2,343,601 

製品輸送事業： 

当社及び関係会社を通じて、自動車専用船を保有、運航し、世界的な規模で海上貨物輸送を行っています。また、コンテナ

船の保有、運航、コンテナターミナルの運営、航空・海上フォワーディング、陸上輸送、倉庫保管、重量物輸送等の「トータル・

物流ソリューション」を提供しています。さらに、関係会社のフェリー各社が、主として太平洋沿海及び瀬戸内海でフェリーを運航

し、旅客並びに貨物輸送を行っています。 

2,626,036 

関連事業： 

ダイビル株式会社を中心として不動産事業を行っているほか、関係会社を通じて、客船事業、曳船業、商社事業（燃料・舶

用資材・機械販売等）等を営んでいます。 

83,463 

C7.3b 

(C7.3b) 事業施設別のスコープ 1全世界総排出量の内訳を示してください。 

施設 スコープ 1排出量

(CO2換算トン) 

緯度 経度 

外航船舶： 

本区分は、日本国外を航行する外航船舶を対象にしています。本施設からの CO2 の排出

は、船舶の国際運航に伴う C 重油と A 重油と LNG の燃料消費によるものです。 

9,390,508 35.670032 139.74687 
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※船舶の正確な位置は特定出来ませんので、代表して当社本社の所在地を緯度経度に記

しています。 

内航船舶： 

本区分は、日本国内を航行する内航船舶を対象にしています。本施設からの CO2 の排出

は、船舶の国内運航に伴う C 重油と A 重油の燃料消費によるものです。 

※船舶の正確な位置は特定出来ませんので、代表して当社本社の所在地を緯度経度に記

しています。 

293,017 35.670032 139.74687 

日本の陸上施設： 

本区分は、日本国内に存在する本社及びグループ会社を対象にしています。これらの施設か

らの CO2 の排出は、重機や車等の燃料として使用する軽油、ガソリン、都市ガス、LPG、灯

油の消費によるものです。 

※国内グループ会社を代表して当社本社の所在地を緯度経度に記しています。 

402,297 35.670032 139.74687 

海外の陸上施設： 

 本区分は、日本国外に存在するグループ会社を対象にしています。これらの施設からの CO2

の排出は、シンガポール等の海外子会社で使用する社用車の燃料（ガソリン及びディーゼル

油）の利用などに伴い発生する CO2 排出です。 

※海外子会社を代表して MOL (ASIA OCEANIA) PTE LTD. の所在地を緯度経度に

記しています。 

432 1.2781 103.8497 

C7.3c 

(C7.3c) 事業活動別にスコープ 1全世界総排出量の内訳を示してください。 

事業活動 スコープ 1排出量(CO2

換算トン) 

国際海運： 

本区分は、日本と海外を結ぶ船舶運航活動を対象にしています。本活動にともなう CO2 の排出は、船舶の国際運

航に伴う C 重油と A 重油と LNG の燃料消費によるものです。 

9,390,508 

内航海運： 

本区分は、日本国内間の船舶運航活動を対象にしています。本活動にともなう CO2 の排出は、船舶の国内運航に

伴う C 重油と A 重油の燃料消費によるものです。 

651,630 

ターミナル運営： 

本区分は、船舶運航のターミナル運営活動を行っているグループ会社の活動を対象にしています。 

15,787 

不動産事業： 

本区分は、不動産事業活動を行っているグループ会社の活動を対象にしています。 

3,563 
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その他 

国際海運、ターミナルなど複数の事業活動に関与する現地法人の陸上拠点からの排出です。事業活動に区分するこ

とが困難であるため、その他として記載しています。 

24,767 

C-CE7.4/C-CH7.4/C-CO7.4/C-EU7.4/C-MM7.4/C-OG7.4/C-ST7.4/C-TO7.4/C-TS7.4 

(C-CE7.4/C-CH7.4/C-CO7.4/C-EU7.4/C-MM7.4/C-OG7.4/C-ST7.4/C-TO7.4/C-TS7.4) 貴社のグローバルでのスコープ

１排出量の内訳をセクター生産活動別に CO2換算トン単位で回答してください。 

 スコープ１総排出量(単位: CO2

換算トン) 

コメント 

輸送サービス

活動 

10,086,254 当社の事業は、すべてが輸送サービスに関連したものですので、Scope1 排出量全てが輸送

サービス活動に分類されます。 

C7.5 

(C7.5) スコープ 2排出量の内訳を国/地域/行政区別で回答してください。 

国/地域/リージョン スコープ 2、ロケーション基準(CO2換算トン) スコープ 2、マーケット基準(CO2換算トン) 

南北アメリカ大陸 16 16 

タイ 615 615 

欧州 59 59 

日本 33,720 17,808 

オセアニア 286 286 

ベトナム 1,828 0 

アフリカおよび中東 0 0 

その他、具体的にお答えください 

日本を除くアジア太平洋（または JAPA） 

701 701 

C7.6 

(C7.6) スコープ 2全世界総排出量の内訳のうちのどれを記入できるか示してください。 

事業部門別 

施設別 

活動別 

C7.6a 

(C7.6a) 事業部門別のスコープ 2全世界総排出量の内訳をお答えください。 
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事業部門 スコープ 2、ロケ

ーション基準

(CO2換算トン) 

スコープ 2、マー

ケット基準

(CO2換算ト

ン) 

ドライバルク事業： 

当社及び関係会社を通じて、ドライバルク船（火力発電用の石炭を輸送する石炭船を除く）を保有、運航

し、世界的な規模で海上貨物輸送を行っています。 

スコープ 2 の排出は、主に関連する陸上施設やオフィスでの電力消費によるものです。同一の陸上拠点で複

数の事業を行っており、正確な区分が困難であるため、それぞれの事業のスコープ 1 排出量規模に応じて陸

上拠点で発生するスコープ 2 排出量を按分して記載しています。 

567 162 

エネルギー・海洋事業： 

当社及び関係会社を通じて、火力発電用の石炭を輸送する石炭船、油送船、海洋事業・LNG 船等の不

定期専用船を保有、運航し、世界的な規模で海上貨物輸送を行っています。CO2 の排出は、主に関連す

る陸上施設やオフィスでの電力消費によるものです。同一の陸上拠点で複数の事業を行っており、正確な区

分が困難であるため、それぞれの事業のスコープ 1 排出量規模に応じて陸上拠点で発生するスコープ 2 排出

量を按分して記載しています。 

231 87 

製品輸送事業： 

当社及び関係会社を通じて、自動車専用船を保有、運航し、世界的な規模で海上貨物輸送を行っていま

す。また、コンテナ船の保有、運航、コンテナターミナルの運営、航空・海上フォワーディング、陸上輸送、倉庫

保管、重量物輸送等の「トータル・物流ソリューション」を提供しています。さらに、関係会社のフェリー各社が、

主として太平洋沿海及び瀬戸内海でフェリーを運航し、旅客並びに貨物輸送を行っています。CO2 の排出

は、主に関連する陸上施設やオフィスでの電力消費によるものです。同一の陸上拠点で複数の事業を行って

おり、正確な区分が困難であるため、それぞれの事業のスコープ 1 排出量規模に応じて陸上拠点で発生する

スコープ 2 排出量を按分して記載しています。 

15,521 15,288 

関連事業： 

不動産事業を行っているほか、関係会社を通じて、客船事業、曳船業、商社事業（燃料・舶用資材・機械

販売等）等を営んでいます。CO2 の排出は、主に、外部からの電力の消費や、冷水、温水等の消費による

ものです。 

20,904 3,956 

C7.6b 

(C7.6b) 事業施設別にスコープ 2全世界総排出量の内訳をお答えください。 

施設 スコープ 2、ロケーション

基準(CO2換算トン) 

スコープ 2、マーケット

基準(CO2換算トン) 
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外航船舶 

外航船舶からのスコープ 2 の排出はありません。 

なお、船上での利用電力は船上発電機で賄っているため、Scope1 排出量に含まれます。 

1,230 413 

内航船舶 

内航船舶からのスコープ 2 の排出はありません。なお、船上での利用電力は船上発電機で賄

っているため、スコープ 1 排出量に含まれます。 

18,480 3,371 

日本の陸上施設： 

本区分は、日本国内に存在する本社及びグループ会社を対象にしています。これらの施設か

らの CO2 の排出は、大部分が電力の消費によるもので、残りは、冷水、温水・蒸気の消費に

よるものです。 

14,042 14,056 

海外の陸上施設： 

本区分は、日本国外に存在するグループ会社を対象にしています。これらの施設からの CO2

の排出は、すべて電力消費によるものです。  

3,472 1,644 

C7.6c 

(C7.6c) 事業活動にスコープ 2全世界総排出量の内訳をお答えください。 

事業活動 スコープ 2、ロケーション

基準(CO2換算トン) 

スコープ 2、マーケット

基準(CO2換算トン) 

国際海運： 

本区分は、日本と海外を結ぶ船舶運航活動を対象にしています。本活動にともなうスコープ

２の排出はありません。なお、船上での利用電力は船上発電機で賄っているため、スコープ 1

排出量に含まれます。 

1,230 413 

内航海運： 

本区分は、日本国内間の船舶運航活動を対象にしています。本活動にともなうスコープ２の

排出はありません。なお、船上での利用電力は船上発電機で賄っているため、スコープ 1 排出

量に含まれます。 

600 570 

ターミナル： 

本区分は、船舶運航のターミナル活動を行っているグループ会社の活動を対象にしています。

電力消費による CO2 排出です。 

13,393 13,422 

不動産： 

本区分は、不動産活動を行っているグループ会社の活動を対象にしています。大部分が、電

力消費であり、残りが、冷水、温水、蒸気の消費による CO2 排出です。 

20,244 3,350 
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その他 

国際海運、ターミナルなど複数の事業活動に関与する現地法人の陸上拠点からの排出で

す。事業活動に区分することが困難であるため、その他として記載しています。 

1,756 1,727 

C7.7 

(C7.7) 貴社の CDP回答に含まれる子会社の排出量データの内訳を示すことはできますか。 

いいえ 

C-CE7.7/C-CH7.7/C-CO7.7/C-MM7.7/C-OG7.7/C-ST7.7/C-TO7.7/C-TS7.7 

(C-CE7.7/C-CH7.7/C-CO7.7/C-MM7.7/C-OG7.7/C-ST7.7/C-TO7.7/C-TS7.7) 貴社のスコープ 2全世界総排出量の内訳

をセクター生産活動別に回答してください(単位: CO2換算トン)。 

 スコープ 2、ロケーション基

準(CO2換算トン) 

スコープ 2、マーケット基準(該当

する場合)、CO2換算トン 

コメント 

輸送サー

ビス活動 

37,224 19,483 当社の事業は、すべてが輸送サービスに関連したものですので、

Scope2 排出量全てが輸送サービス活動に分類されます。 

C7.9 

(C7.9) 報告年における排出量総量(スコープ 1+2)は前年と比較してどのように変化しましたか? 

減少 

C7.9a 

(C7.9a) 世界総排出量(スコープ 1 と 2の合計)の変化の理由を特定し、理由ごとに前年と比較して排出量がどのように変化したかを示してく

ださい。 

 排出量の変化

(CO2換算トン) 

排出量

変化の

増減 

排出量

（割合） 

計算を説明してください 

再生可能エネ

ルギー消費の

変化 

14,034 減少 0.14 オフィスなどにおける電力使用につき、トラッキング付き環境証書を用いた再エネ電力契約

に切り替えることで再エネ使用量割合が増加し、Scpe2 排出量削減につながりました。 

その他の排出

量削減活動 

57,131 減少 0.56 輸送トンマイルは増加したものの、LNG などの代替燃料の船舶での使用や、ウインドチャ

レンジャーなどの省エネ設備の搭載、効率的な船舶運航への取り組みなどにより、

Scope1 排出量を削減することができました。 

投資引き上げ     

買収     

合併     
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生産量の変化 28,962 増加 0.29 22 年度は 21 年度に比べて、輸送トンマイルが増加しました。輸送トンマイル増加によ

り、船舶燃料の燃焼による Scope1 排出量が増加しました。 

方法論の変更     

バウンダリ(境

界)の変更 

    

物理的操業

条件の変化 

    

特定していな

い 

    

その他     

C7.9b 

(C7.9b) C7.9および C7.9aの排出量実績計算は、ロケーション基準のスコープ 2排出量値もしくはマーケット基準のスコープ 2排出量値の

どちらに基づいています? 

マーケット基準 

C8.エネルギー 

C8.1 

(C8.1) 報告年の事業支出のうち何%がエネルギー使用によるものでしたか? 

25%超、30%以下 

C8.2 

(C8.2) 貴社がどのエネルギー関連活動を行ったか選択してください。 

 貴社が報告年に次のエネルギー関連活動を実践したかどうかを示します。 

燃料の消費(原料を除く) はい 

購入または獲得した電力の消費 はい 

購入または獲得した熱の消費 はい 

購入または獲得した蒸気の消費 はい 

購入または獲得した冷熱の消費 はい 

電力、熱、蒸気、または冷熱の生成 はい 

C8.2a 

(C8.2a) 貴社のエネルギー消費量合計(原料を除く)をMWh単位で報告してください。 
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 発熱量 再生可能エネルギー源からのエネ

ルギー量（単位：MWh） 

非再生可能エネルギー源からのエネ

ルギー量（単位：MWh） 

総エネルギー量(再生可能と

非再生可能) MWh 

燃料の消費(原材料を

除く) 

LHV (低位

発熱量) 

119,688 40,756,074 40,875,762 

購入または獲得した電

力の消費 

 39,706 37,620 77,327 

購入または獲得した熱

の消費 

 0 4,161 4,161 

購入または獲得した蒸

気の消費 

 0 704 704 

購入または獲得した冷

熱の消費 

 0 8,882 8,882 

自家生成非燃料再生

可能エネルギーの消費 

 277  277 

合計エネルギー消費量  159,672 40,807,441 40,967,112 

C8.2b 

(C8.2b) 貴社の燃料消費の用途を選択してください。 

 貴社がこのエネルギー用途の活動を行うかどうかを示してください 

発電のための燃料の消費量 いいえ 

熱生成のための燃料の消費量 はい 

蒸気生成のための燃料の消費量 いいえ 

冷却生成のための燃料の消費量 いいえ 

コジェネレーションまたはトリジェネレーションのための燃料の消費 いいえ 

C8.2c 

(C8.2c) 貴社が消費した燃料の量(原料を除く)を燃料の種類別にMWh単位で示します。 

持続可能なバイオマス 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

119,688 
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コメント 

 

その他のバイオマス 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

コメント 

 

その他の再生可能燃料(例えば、再生可能水素) 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

コメント 

 

石炭 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

コメント 

 

石油 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

40,046,121 

コメント 
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天然ガス 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

709,953 

コメント 

 

その他の非再生可能燃料(例えば、再生不可水素) 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

コメント 

 

燃料合計 

発熱量 

LHV 

組織によって消費された燃料合計(MWh) 

40,875,762 

コメント 

 

C8.2d 

(C8.2d) 貴社が報告年に生成、消費した電力、熱、蒸気および冷熱に関する詳細をお答えください。 

 総生成量

(MWh) 

組織によって消費される生成量

（MWh） 

再生可能エネルギー源からの総生成

量（MWh） 

組織によって消費される再生可能エネルギー源

からの生成量(MWh) 

電

力 

277 277 277 277 

熱 0 0 0 0 

蒸

気 

0 0 0 0 
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冷

熱 

0 0 0 0 

C8.2e 

(C8.2e) C6.3で報告したマーケット基準スコープ 2の数値において、ゼロまたはゼロに近い排出係数を用いて計算された電力、熱、蒸気、冷

熱量について、具体的にお答えください。 

 

低炭素エネルギー消費の国/地域 

日本 

調達方法 

電力サプライヤーとの小売供給契約(小売グリーン電力) 

エネルギー担体 

電力 

低炭素技術の種類 

大規模水力発電(25 MW 超) 

報告年に選択した調達方法を通じて消費された低炭素エネルギー(MWh) 

36,889 

トラッキング(追跡)手法 

NFC - 再生可能 

低炭素エネルギーの供給源(生成)の国/地域またはエネルギー属性 

日本 

発電施設の運転開始あるいはリパワリングの年を報告できますか。 

いいえ 

発電施設の運転開始年(例えば、最初の商業運転またはリパわリングの日付) 

 

コメント 

 

 

低炭素エネルギー消費の国/地域 

ベトナム 
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調達方法 

電力サプライヤーとの小売供給契約(小売グリーン電力) 

エネルギー担体 

電力 

低炭素技術の種類 

太陽光 

報告年に選択した調達方法を通じて消費された低炭素エネルギー(MWh) 

2,818 

トラッキング(追跡)手法 

I-REC 

低炭素エネルギーの供給源(生成)の国/地域またはエネルギー属性 

ベトナム 

発電施設の運転開始あるいはリパワリングの年を報告できますか。 

いいえ 

発電施設の運転開始年(例えば、最初の商業運転またはリパわリングの日付) 

 

コメント 

 

C8.2g 

(C8.2g) 報告年における非燃料エネルギー消費量の国/地域別の内訳を示してください。 

 

国/地域 

日本 

購入した電力の消費量(MWh) 

71,033 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

179 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

13,747 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 
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0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

84,959 

 

国/地域 

ベトナム 

購入した電力の消費量(MWh) 

2,818 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

98 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

2,916 

 

国/地域 

タイ 

購入した電力の消費量(MWh) 

1,334 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

1,334 
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国/地域 

シンガポール 

購入した電力の消費量(MWh) 

891 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

891 

 

国/地域 

オーストラリア 

購入した電力の消費量(MWh) 

417 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

417 

 

国/地域 

中国 

購入した電力の消費量(MWh) 

313 
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自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

313 

 

国/地域 

グレート・ブリテンおよび北アイルランド連合王国(英国) 

購入した電力の消費量(MWh) 

281 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

281 

 

国/地域 

香港特別行政区(中国) 

購入した電力の消費量(MWh) 

199 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 
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自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

199 

 

国/地域 

米国 

購入した電力の消費量(MWh) 

42 

自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

非燃料エネルギー総消費量(MWh)[自動計算されます] 

42 

C-TS8.5 

(C-TS8.5) 貴社の輸送製品および/またはサービスに適合した効率指標を記入します。 

 

事業活動 

海上輸送 

メートル法による数値 

10.32 

指標分子 

その他、具体的にお答えください 

GHG emissions 

指標の分母 

t.mile 

メートル法による分子:単位あたりの総量 
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10,298,049 

指標の分母:単位あたりの総量 

952,246,485,256 

昨年からの変化率(%) 

-1.3 

説明してください 

22 年度は 21 年度に比べて、分母である輸送トンマイルが増加しました。輸送トンマイル増加により、分子である船舶燃料の燃焼

段階及び当該製造の製造段階で発生した GHG 排出量も増加しましたが、LNG などの代替燃料の船舶での使用や、ウインドチャ

レンジャーなどの省エネ設備の搭載、効率的な船舶運航への取り組みなどにより、トンマイルの増加に比べて排出量の増加を押さえる

ことができたたため、原単位数値は前年比 1.3%減少し、効率改善を達成することができました。 

 

なお、当該原単位数値には、Scope1 に含まれる船での燃料消費による排出量のみならず、Scope3 カテゴリー3(Scope1,2 に含

まれない燃料及びエネルギー活動)に含まれる、燃料の製造過程の排出量も含んでいます。つまり、Tank to Wake のみならず、

Well to Tank も含んだ、Well to Wake の原単位となっています。 

 

また、当社では、トンマイル当たりの GHG 排出量、つまり上述の原単位の算定にあたり、一般的なトンマイル加重平均に加え、当社

独自の算定方式で算定しています。上記原単位は、その当社独自の算定方式に基づく数値のため、排出量（3 列目）÷総量

（5 列目）が原単位（2 列目）と一致しません。以下に、当社独自の算定方法について記載します。 

 

＜当社グループの原単位数値算定に関しての補足＞ 

船舶タイプごとに標準的なトンマイルあたりの GHG 排出量（g-CO2e/ton-mile)の絶対値を比較すると、輸送貨物の特性によっ

て値自体に大きな差異が出ます。例えば、容積あたりの重量が大きい貨物を運ぶ船（例：ドライバルク船）と、小さい貨物を運ぶ船

（例：自動車専用船）を比較した場合、両船のトンマイルには自ずと大きな違いが出てきます。つまり、実際には同水準の環境性

能を持つ二つの船であっても、運ぶ貨物の特性のために、そのトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値に極端な差が出てしまうことと

なります。 

 

当社のような様々な輸送コモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、この貨物特性に由来する絶対値の差が、全

社としての平均原単位の算定にあたり問題を引き起こします。単純に全輸送コモディティの合計排出量を合計トンマイルで除した場

合（⇒トンマイル加重平均）、容積あたりの重量が小さい貨物を運ぶ船、つまりトンマイルあたりの GHG 排出量の絶対値の大きい

船のトンマイルの増減が、全体値の増減に大きな影響を与えます。トンマイル加重平均は海運業界で広く使用される効率指標です

が、原単位絶対値の平均水準が大きく異なる複数のコモディティへの海上輸送サービスを提供する会社においては、その事業ポートフ

ォリオを変更することで全社の原単位値を改善することができるという歪みを生み出してしまいます。 

 

このように、トンマイル加重平均による全社原単位数値が、当社のような複数のコモディティ海上輸送サービスを提供する会社の脱炭

素パフォーマンスを正当に表しているかと言えば、そうではないと当社は考えます。当社は社会インフラとしての海運業を通じて世界経
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済の発展に寄与し、人々の毎日を支えるという使命を自任しております。排出原単位を下げるために原単位絶対値の大きい事業の

比率を減少させるよりも、当該貨物の海上輸送需要がある限りその需要に応えつつ、当該コモディティ輸送それ自体の効率改善を

推し進め、排出削減を達成することこそが真に公益に適うことだと考えます。このような考え方に従い、当社では、各事業部門の原単

位変動率を適正に全社合計原単位値に反映させるための手法を策定し、全社原単位数値として採用しています。 

 

本算定方法に基づいた原単位数値及び算定方法については、第三者検証を取得しています。GHG 排出原単位第三者検証は

C10.2a に添付しています。 

 

事業活動 

海上輸送 

メートル法による数値 

43 

指標分子 

その他、具体的にお答えください 

最低限の EEDI を達成した船舶の数 

指標の分母 

その他、具体的にお答えください 

保有船舶総数 

メートル法による分子:単位あたりの総量 

298 

指標の分母:単位あたりの総量 

697 

昨年からの変化率(%) 

0 

説明してください 

本指標は今年度から算定を開始した。 

EEDI の対象外の残り 57%についても、既存船の効率指標規制である EEXI 規制を遵守し運航している。 

 

事業活動 

海上輸送 

メートル法による数値 
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0.1213 

指標分子 

その他、具体的にお答えください 

メガジュール 

指標の分母 

t.mile 

メートル法による分子:単位あたりの総量 

121,128,284,792 

指標の分母:単位あたりの総量 

952,246,485,256 

昨年からの変化率(%) 

-1.93 

説明してください 

当社では、効率オペレーションや省エネ設備導入による燃費改善を測る指標として、トンマイル当たりのエネルギー使用量（MJ/ton-

mile）を指活用しています。 

2021 年度の実績は 0.1237MJ/ton-mile であったのに対し、2022 年度は 0.1213MJ/ton-mile と、約 2％減少し、運航効

率が改善しました。 

 

当社では、トンマイル当たりのエネルギー量の全社平均算定にあたっては、一般的なトンマイル加重平均ではなく、当社独自の算定

方式で算定しています。上記原単位は、その当社独自の算定方式に基づく数値のため、メガジュール（5 列目）÷トンマイル（6 列

目）が原単位（2 列目）と一致しません。以下に、当社独自の算定方法について記載します。 

 

＜当社グループの原単位数値算定に関しての補足＞ 

船舶タイプごとに標準的なトンマイルあたりのエネルギー使用量（MJ/ton-mile)の絶対値を比較すると、輸送貨物の特性によって

値自体に大きな差異が出ます。例えば、容積あたりの重量が大きい貨物を運ぶ船（例：ドライバルク船）と、小さい貨物を運ぶ船

（例：自動車専用船）を比較した場合、両船のトンマイルには自ずと大きな違いが出てきます。つまり、実際には同水準の燃費性

能を持つ二つの船であっても、運ぶ貨物の特性のために、そのトンマイルあたりのエネルギー使用量の絶対値に極端な差が出てしまうこ

ととなります。この歪みを修正するため、各事業部門の基準年(2019 年度)からの原単位変動率に、各事業部門の当年度の全社

への寄与率（全社に対するエネルギー消費量割合）を掛け合わせることで、当年度の全社平均原単位（トンマイル当たりのエネル

ギー消費量、MJ/ton-mile）を算出しています。 
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C9.追加指標 

C9.1 

(C9.1) 貴社の事業に関連がある、追加の気候関連評価基準を記入します。 

 

詳細 

その他、具体的にお答えください 

大気汚染物質排出削減 

指標値 

0.02 

指標分子 

外航船の船舶燃料から発生する硫黄酸化物（SOx）排出量 

指標分母（原単位のみ） 

外航船における輸送トンマイル 

前年からの変化率 

5 

変化の増減 

減少 

説明してください 

当社は、IMO による国際規制の遵守に加え、自主的に大気汚染物質削減マイルストーンを設定しています。 効率運航による燃料

消費量削減、LNG やアンモニアなど硫黄含有分の少ない燃料への転換により、大気汚染物質である SOx の排出削減を目指して

います。2022 年度実績は 0.0241g-SOx/ton-mile で、前年度の 0.0252g-SOx/ton-mile から 5%減少しました。 

C-TO9.3/C-TS9.3 

(C-TO9.3/C-TS9.3) 報告年の間の低炭素輸送技術の実践に関する追跡指標を示してください。 

 

事業活動 

海上輸送 

単位 

その他、具体的にお答えください 

導入隻数 
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技術 

その他、具体的にお答えください 

船舶の推進力を風力で補助する船 

メートル法による数値 

1 

単位 

その他、具体的にお答えください 

導入船舶数 

説明 

2050 年までのネットゼロ・エミッション達成に向け、当社では、クリーンエネルギーである洋上風力を船舶の推進力として活用する環

境負荷低減技術「ウインドチャレンジャー」の導入推進に関する定量マイルストーンを設定しています。 

 

ウインドチャレンジャー搭載隻数マイルストーン 

2030 年：25 隻 

2035 年：80 隻 

 

当社では、伸縮可能な帆によって風力エネルギーを推進力に変換する装置を船舶に搭載することにより、航行燃料の削減を可能と

し、GHG 削減が見込める技術「ウインドチャレンジャープロジェクト」を 2009 年より産学共同研究プロジェクトとして開始してきまし

た。当該プロジェクトの根幹的技術である風力エネルギーを伸縮可能な硬翼帆によって推進力に変換して利用する「硬翼帆式風力

推進装置」（ウインドチャレンジャー帆）の設計については、2019 年に第三者機関である ClassNK より基本承認（AIP；

Approval in Principle）を取得、2020 年に本推進装置を搭載した第 1 船の建造を契約、2021 年に建造に着手、そして

2022 年 10 月に、第一船「松風丸」が運航を開始しました。ウインドチャレンジャーの導入による GHG 削減効果は、従来の同型

船と比較し、日本－豪州航路で約５％、日本－北米西岸航路で約８％を見込みます。 

C-CE9.6/C-CG9.6/C-CH9.6/C-CN9.6/C-CO9.6/C-EU9.6/C-MM9.6/C-OG9.6/C-RE9.6/C-ST9.6/C-TO9.6/C-

TS9.6 

(C-CE9.6/C-CG9.6/C-CH9.6/C-CN9.6/C-CO9.6/C-EU9.6/C-MM9.6/C-OG9.6/C-RE9.6/C-ST9.6/C-TO9.6/C-

TS9.6) 貴社は、セクター活動に関連した低炭素製品またはサービスの研究開発(R&amp;D)に投資しますか。 

 低炭素

R&amp;D へ

の投資 

コメント 

行

1 

はい 海運業を営む当社グループにとって、気候変動問題への対応は避けては通れない喫緊の課題であるとの認識のもと、当社は

2021 年 4 月に「商船三井グループ 環境ビジョン 2.1」を策定しました。また、グループ経営計画においても環境戦略を最

重要課題と位置づけ、環境目線での取組みを強化してきています。具体的には、環境ビジョン 2.1 公表時点のグループ経

営計画である「Rolling Plan 2022」において、2021-23 年 3 年間で、低・脱炭素分野に約 2,000 億円の投資を実施
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することを掲げました。2023 年策定のグループ経営計画「Blue Action 2035」においてもその方針は引き継がれ、環境課

題解決への投資として、2023 年度～2025 年度の 3 年間で計 6,500 億円規模を見込んでいます。 

 

＜環境課題解決の投資に含まれる取り組み例＞ 

自社からの GHG 排出削減：3500 億円 

・代替燃料船（LNG、メタノール、バイオディーゼル、アンモニア、水素等） 

・風力活用装置（ウインドチャレンジャー等） 

・効率運航の深度化 など 

低・脱炭素エネルギー事業の拡大：3000 億円 

・洋上風力発電関連事業 

・クリーンエネルギー生産（アンモニア、水素、e/バイオ メタン・メタノール等） 

・クリーンエネルギー輸送（液化 CO2/アンモニア/液化水素等） 

・ネガティブ・エミッションプロジェクト など 

C-TO9.6a/C-TS9.6a 

(C-TO9.6a/C-TS9.6a) この 3年間の輸送関連活動に関する低炭素 R&amp;D への貴社による投資の詳細をお答えください。 

 

事業活動 

海上輸送 

技術領域 

その他、具体的にお答えください 

洋上風力を活用した船舶推進技術 

報告年の開発の段階 

フルスケール/市販スケール実証 

この 3年間にわたる R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

1 

報告年の R&amp;D投資額(C0.4で選択した通貨)(任意) 

 

今後 5年間に予定している R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

10 

この技術分野への貴社の R&amp;D投資が気候変動への取り組みや気候移行計画とどのように整合しているか説明してください 

<本技術が当社ネットゼロへの移行に対してどのように重要か> 

海上輸送における水素やアンモニアなどの代替燃料活用に関しては、エンジンや燃料供給インフラが発展途上であることなどから世界
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的な普及までには今しばらく時間が必要です。代替燃料が世界的に普及するまでの期間の海上輸送の低炭素化のためには、省エ

ネ技術や効率運航が大きな役割を果たすと当社は考えています。 

 

＜当社気候移行計画における重要実績評価指標＞ 

当社は、2050 年ネットゼロ達成目標を含む「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、GHG 排出削減に向けた具体的アク

ションとして「さらなる省エネ技術の導入」を掲げています。そのアクションの進捗を測る指標として、「ウインドチャレンジャー搭載隻数」を

置いています。さらに、当該指標に関しては、2030 年までに 25 隻、2035 年までに 80 隻という、2050 年に至るまでの中間マイル

ストーンを設けています。「ウインドチャレンジャー帆」とは、伸縮・回転可能な高さ約 50m の硬翼帆のことで、船に搭載することで、省

エネを通じた GHG 排出削減が可能な風力補助推進装置です。10 万トンサイズのばら積み船に帆 1 本を搭載した場合の GHG

排出量削減効果は、在来型船舶と比べて年間平均で 5～8％程度が見込まれます。 

 

＜当該技術への投資を選択した理由＞ 

洋上風力はまだ十分に有効活用されておらず、社会全体で有効活用が求められている自然エネルギーです。当社は様々なコモディ

ティの海上輸送を世界中で提供するする国際総合海運会社です。洋上風力は洋上のどこにでも存在し供給地が限られないため、

世界中に寄港する当社輸送サービスにとっての制限が他の自然エネルギーに比べて小さいです。さらに、様々な制限や投資が必要な

洋上風力発電設備の建造に比べると、海運セクターでの洋上風力活用は比較的容易です。 

 

＜当該技術に対する当社アプローチ＞ 

当社は 2009 年 10 月から、当該技術「ウインドチャレンジャー」の開発に関わっています。ウインドチャレンジャーは 2009 年 10

月、東京大学、日本海事協会（ClassNK）、造船会社など 13 団体が参加する産学共同研究として開始し、10 年以上の研

究を経た 2022 年 10 月、当社保有船への搭載を完了し運航を開始しました。さらに 2022 年 8 月には第 2 船への搭載を決定

し、建造契約を締結しました。今後も様々なコモディティを輸送する船への搭載を検討するとともに、軽量化などの改善、商用化に向

けての量産体制確立を行っていく方針です。さらに、風力活用による GHG 削減効果をさらに高めるべく、ウインドチャレンジャーの量

産化検討と並行して、風力活用に特化した次世代船型の開発も目指しています。 

 

なお、ウインドチャレンジャーは他の GHG 排出削減策（例えば代替燃料への転換など）と組み合わせることが可能です。本項目で

回答した「R&D 総投資額の平均割合」は、代替燃料への転換などその他の GHG 排出削減策に加え、ウインドチャレンジャーを搭

載するケースを前提に計算したものです。 

 

事業活動 

海上輸送 

技術領域 

その他、具体的にお答えください 

代替燃料船 

報告年の開発の段階 
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大規模商業的開発 

この 3年間にわたる R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

6 

報告年の R&amp;D投資額(C0.4で選択した通貨)(任意) 

 

今後 5年間に予定している R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

20 

この技術分野への貴社の R&amp;D投資が気候変動への取り組みや気候移行計画とどのように整合しているか説明してください 

<本技術が当社ネットゼロへの移行に対してどのように重要か> 

海上輸送において最も GHG 削減効果が見込まれるのが、代替燃料の活用です。代替燃料には水素やアンモニアはもちろん、

LNG、メタノール、バイオ燃料、電気など様々な候補燃料があります。当社は、2050 年ネットゼロ達成目標を含む「商船三井グルー

プ 環境ビジョン 2.2」において、GHG 排出削減に向けた具体的アクションとして「クリーンエネルギーの導入」を掲げ、代替燃料の導入

を進めています。 

 

＜当社気候移行計画における重要実績評価指標＞ 

当社は、「クリーンエネルギーの導入」進捗を測る指標として、①ゼロ・エミッション燃料使用割合、②LNG/メタノール燃料外航船隻

数、③ネットゼロ・エミッション外航船隻数の 3 つを置いています。さらにそれぞれの指標の 2050 年までの中間マイルストーンとして、

①2030 年までに 5%、②2030 年までに 90 隻、③2035 年までに 130 隻、を設けています。 

 

＜当該技術への投資を選択した理由＞ 

海上輸送において最も GHG 削減効果が見込まれるのが、代替燃料の活用です。代替燃料の導入のためには、代替燃料を使い

船を運航する海運会社のみならず、船を建造する造船所、燃料を供給する燃料サプライヤー、燃料供給インフラ、など様々な関係

者の協力が必要です。そのような中で代替燃料の導入を進めるため、代替燃料船ユーザー、また代替燃料ユーザーとして率先して投

資を行うことが、海運のリーディングカンパニーとして必要であると考えています。 

 

＜当該技術に対する当社アプローチ＞ 

エネルギー輸送、バルク輸送、製品輸送など、多様な海上輸送サービスを展開する当社のような総合海運会社にとって、代替船舶

燃料の解は一つとは限りません。そのため、多様な候補燃料の導入に向けての取り組みを進めています。例えば、既存の船舶機関で

使用可能なバイオディーゼルに関して、2022 年度は約 9300 トンの使用実績があります。また、エンジンが既に開発されており今す

ぐに排出低減に貢献する LNG 燃料については、2023 年 4 月時点で 16 隻の外航船の建造を予定しています。メタノール燃料船

についても 5 隻を保有しています。アンモニア燃料船については、ネットゼロ・エミッション外航船の 1 番船として 2026 年頃の就航・運

航開始を目指し、造船所などと協調して、2023 年 1 月に船の設計基本承認（AiP）を取得しました。 

このような船舶の設備及び運用面から導入推進に加え、燃料の普及拡大にドライブをかけるため、多様なパートナーシップを活かしな

がら燃料供給上流への働きかけも積極的に行っています。 
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なお、「フルスケール/市販スケール実証」として報告したウインドチャンジャ―の R&D 総投資額には、代替燃料導入に向けた R&D

投資も含まれますが、重複を避けるため、本項目ではウインドチャレンジャー搭載船の代替燃料導入分は含めていません。 

 

事業活動 

海上輸送 

技術領域 

その他、具体的にお答えください 

アンモニアバリューチェーンの構築 

報告年の開発の段階 

応用研究開発 

この 3年間にわたる R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

1 

報告年の R&amp;D投資額(C0.4で選択した通貨)(任意) 

 

今後 5年間に予定している R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

2 

この技術分野への貴社の R&amp;D投資が気候変動への取り組みや気候移行計画とどのように整合しているか説明してください 

当社は海上輸送の脱炭素化に加え、主要事業である海上輸送を通じて社会の脱炭素に貢献すべく、様々な分野で積極的な研

究開発を実施しています。その一つとして、アンモニアバリューチェーンの構築に向けた、アンモニア輸送に最適な船型の開発や、アンモ

ニアを洋上で貯蔵する船型施設の開発があります。 

 

<本技術が当社ネットゼロへの移行に対してどのように重要か> 

世界の脱炭素化に向けては、アンモニアなどの活用によるエネルギーのクリーン化が必要です。国際海上輸送を主要な事業とする当

社は、アンモニアの海上輸送及び貯蔵サービスを提供することで、社会の脱炭素化に貢献するとともに、選ばれる企業であり続けるこ

とができると考えています。しかしアンモニアの大量輸送のためにはまだ克服しなければならない技術的な課題があります。当社はこれら

の技術的課題を克服すべく、アンモニア輸送に最適な船型の開発や、アンモニアを洋上で貯蔵する船型施設の開発に積極的に取り

組んでいます。 

 

＜当社気候移行計画との関連＞ 

当社は、2050 年ネットゼロ達成目標を含む「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、「グループ総力を上げた低・脱炭素事

業拡大」を掲げています。アンモニアの海上輸送や貯蔵は、当社が今後拡大していく低・脱炭素事業の重要な一つです。 

 

＜当該技術への投資を選択した理由＞ 
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世界の脱炭素化に向けた潮流の強まりを背景に、アンモニアなどのクリーンなエネルギーの需要が拡大し、また供給地から需要地への

海上輸送の必要性も高まると想定しています。当社が海上輸送事業を通じて蓄積してきた知見やパートナーシップは、海上輸送や

貯留という観点から、アンモニアのサプライチェーン構築に大きく貢献できると考えています。 

 

＜当該技術に対する当社アプローチ＞ 

効率的な海上輸送提供のためには、輸送する貨物や揚げ積みを行う港に合わせて船型を最適化する必要があります。当社は、アン

モニアの大量かつ効率的な輸送のために、アンモニア輸送に最適化した船型「J-FLEX」の開発を積極的に実施しています。 

また、アンモニアの社会普及のためには、海上輸送のみならず貯蔵も重要な要素です。当社は LNG の分野で FSRU（浮体式貯蔵

再ガス化設備）を事業として広く展開しています。その技術をアンモニアへ活用し、海上輸送から貯蔵まで、広くアンモニアのサプライチ

ェーン構築に貢献します。 

 

事業活動 

海上輸送 

技術領域 

その他、具体的にお答えください 

洋上風力を活用した水素製造技術 

報告年の開発の段階 

応用研究開発 

この 3年間にわたる R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

1 

報告年の R&amp;D投資額(C0.4で選択した通貨)(任意) 

 

今後 5年間に予定している R&amp;D総投資額の平均割合(%) 

2 

この技術分野への貴社の R&amp;D投資が気候変動への取り組みや気候移行計画とどのように整合しているか説明してください 

当社は海上輸送の脱炭素化に加え、主要事業である海上輸送を通じて社会の脱炭素に貢献すべく、様々な分野で積極的な研

究開発を実施しています。その一つとして、洋上風力を活用した水素製造があります。 

 

<本技術が当社ネットゼロへの移行に対してどのように重要か> 

当社は国際海上輸送を主要な事業としており、海上輸送の脱炭素化に向けて、洋上風力を船舶の推進力に活用する「ウインドチャ

レンジャー」技術を開発し、既に実用化しています。この洋上風力を活用する技術をさらに発展させ、洋上風力で作った水素を船に

貯蔵し、陸上に供給する革新的なプロジェクト「ウインドハンタープロジェクト」を推進しています。まだ十分に活用されていない洋上風

力エネルギーで水素を生成し陸上供給することで、社会の脱炭素化に貢献するとともに、当社が選ばれる企業であり続けることができ
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ると考えています。 

 

＜当社気候移行計画との関連＞ 

当社は、2050 年ネットゼロ達成目標を含む「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」において、「グループ総力を上げた低・脱炭素事

業拡大」を掲げています。「ウインドハンタープロジェクト」は、当社が今後拡大していく低・脱炭素事業の重要な一つです。 

 

＜当該技術への投資を選択した理由＞ 

世界の脱炭素化に向けた潮流の強まりを背景に、水素などのクリーンなエネルギーの需要が拡大すると想定しています。そのような状

況下、洋上風力エネルギーはまだ十分に活用されていません。洋上風力発電所は、定点で発電を行うため、発電量はその地点の海

象に左右され、また発電した電気をどのように陸に送電するかという問題も生じます。一方船を洋上風力発電のように活用する「ウイ

ンドハンタープロジェクト」では、船が理想的な海象の場所まで自ら移動して風力発電を行うことができるので、定点での発電に比べ、

理想的なコンディションで発電を行える期間が多くなるというメリットがあります。また、発電した電気出水を電気分解して水素を生成

し、MCH（メチルシクロヘキサン）の形で船内に保管した上で寄港地にて揚荷するので、発電した電気の陸への送電に関する問題

も自ら解消することができます。当社が海上輸送事業を通じて蓄積してきた造船・船舶運航・海象や気象に関する知見を活用した

本「ウインドハンタープロジェクト」は、洋上風力エネルギーの活用及びそのエネルギーの社会普及に大きく貢献できると考えています。 

 

＜当該技術に対する当社アプローチ＞ 

当社は国際海上輸送を主要な事業としており、海上輸送の脱炭素化に向けて、洋上風力を船舶の推進力に活用する「ウインドチャ

レンジャー」技術を開発し、既に実用化しています。この洋上風力技術のさらなる活用を目指し、2020 年 11 月より、洋上風力で

作った水素を船に貯蔵し、陸上に供給する革新的なプロジェクト「ウインドハンタープロジェクト」を始動させました。2021 年 12 月に

は、長崎県佐世保にて、ヨット“ウインズ丸”による水素製造実証実験を成功させています。実証実験成功を受け、現在は各種機器

の実性能特性や船自体の効率等のさらなる検証を進めており、2024 年頃を目途に「ウインドハンタープロジェクト」の実証の為に長

さ 60ｍの帆船を新規に建造し、実証実験を行う予定です。これらの実証を踏まえ、2030 年までに大型船の開発・建造することを

目指しています。 

C10.検証 

C10.1 

(C10.1) 報告した排出量に対する検証/保証の状況を回答してください。 

 検証/保証状況 

スコープ 1 第三者検証/保証を実施中 

スコープ 2(ロケーション基準またはマーケット基準) 第三者検証/保証を実施中 

スコープ 3 第三者検証/保証を実施中 

C10.1a 

(C10.1a) スコープ 1排出量に対して実施した検証/保証の詳細を記入し、それらのステートメントを添付します。 
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検証/保証の実施サイクル 

年 1 回のプロセス 

報告年における検証/保証取得状況 

完成 

検証/保証の種別 

合理的保証 

声明書を添付 

 

検証声明書(GHG,エネルギー分)_(J).pdf 

ページ/章 

声明書の 1 ページ目に、組織境界、適用規格、保証水準、検証手続きの記載があります。プロセスの一部として温室効果ガス排

出量が 検証されたこと、使用した検証基準、及び取得した検証の種類が明記されています。声明書の 2 ページ目に検証された

Scope1 排出量の数値及び検証意見の記載があります。取得した検証の見解が明記されています。 

関連する規格 

ISO14064-3 

検証された報告排出量の割合(%) 

100 

C10.1b 

(C10.1b) スコープ 2排出量に対して行われた検証/保証の詳細を記入し、関連する報告書を添付ししてください。 

 

スコープ 2の手法 

スコープ 2 マーケット基準 

検証/保証の実施サイクル 

年 1 回のプロセス 

報告年における検証/保証取得状況 

完成 

検証/保証の種別 

合理的保証 

声明書を添付 
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検証声明書(GHG,エネルギー分)_(J).pdf 

ページ/章 

声明書の 1 ページ目に、組織境界、適用規格、保証水準、検証手続きの記載があります。プロセスの一部として温室効果ガス排

出量が 検証されたこと、使用した検証基準、及び取得した検証の種類が明記されています。声明書の 2 ページ目に検証された

Scope2 排出量の数値及び検証意見の記載があります。取得した検証の見解が明記されています。 

関連する規格 

ISO14064-3 

検証された報告排出量の割合(%) 

100 

 

スコープ 2の手法 

スコープ 2、ロケーション基準 

検証/保証の実施サイクル 

年 1 回のプロセス 

報告年における検証/保証取得状況 

完成 

検証/保証の種別 

合理的保証 

声明書を添付 

 

検証声明書(GHG,エネルギー分)_(J).pdf 

ページ/章 

声明書の 1 ページ目に、組織境界、適用規格、保証水準、検証手続きの記載があります。プロセスの一部として温室効果ガス排

出量が 検証されたこと、使用した検証基準、及び取得した検証の種類が明記されています。声明書の 2 ページ目に検証された

Scope2 排出量の数値及び検証意見の記載があります。取得した検証の見解が明記されています。 

関連する規格 

ISO14064-3 

検証された報告排出量の割合(%) 

100 
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C10.1c 

(C10.1c) スコープ 3排出量に対して行われた検証/保証の詳細を記入し、関連する声明書を添付してください。 

 

スコープ 3 カテゴリー 

スコープ 3:購入した商品およびサービス 

スコープ 3:資本財 

スコープ 3:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれない) 

スコープ 3:操業で発生した廃棄物 

スコープ 3:出張 

スコープ 3:雇用者の通勤 

スコープ 3:販売製品の使用 

検証/保証の実施サイクル 

年 1 回のプロセス 

報告年における検証/保証取得状況 

完成 

検証/保証の種別 

限定的保証 

声明書を添付 

 

検証声明書(GHG,エネルギー分)_(J).pdf 

ページ/章 

声明書の 1 ページ目に、組織境界、適用規格、保証水準、検証手続きの記載があります。プロセスの一部として温室効果ガス排

出量が 検証されたこと、使用した検証基準、及び取得した検証の種類が明記されています。声明書の 2 ページ目に検証された

Scope3 排出量(カテゴリーごと)の数値及び検証意見の記載があります。取得した検証の見解が明記されています。 

関連する規格 

ISO14064-3 

検証された報告排出量の割合(%) 

100 

C10.2 

(C10.2) C6.1、C6.3、および C6.5で報告した排出量値以外に、CDP開示で報告する気候関連情報を検証していますか? 

はい 
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C10.2a 

(C10.2a) 貴社の CDP開示の中のどのデータポイントを検証しましたか、そしてどの検証基準を使用しましたか? 

関連す

る検証

の開示

モジュー

ル 

検証

したデ

ータ 

検証基準 説明してください 

C4.目

標と実

績 

対前

年比

排出

量原

単位

数値 

限定保証。当社が提出した GHG 排出

量及びトンマイルデータについて、サンプリン

グ手法を用いて第三者である一般財団

法人日本海事協会に GHG 排出原単

位数値の保証業務を依頼した。 

トンマイル当たりの CO2 排出量は、「EEOI：Energy Efficiency Operational 

Indicator」として、船のエネルギー効率指標として海運業界で広く活用されている。

EEOI の計算式は、IMO のガイドライン「MEPC.1/Circ.684」に定められているが、

当該ガイドラインで算定できる範囲は船上排出（Tank to Wake）となっている。現

在 IMO では、燃料の製造段階まで含めた Well to Wake での評価の必要性が審

議されているが、現状ではまだ IMO による算定式が公表されていない。そのため当社

では、IMO のガイドライン「MEPC.1/Circ.684」の計算式に、GLEC framework

で示されたライフサイクル排出係数を掛け合わせ、ライフサイクル全体での船のエネルギ

ー効率指標「GHG 排出原単位」を算定し、GHG 排出削減に向けての進捗を把握

している。 

GHG 排出原単位は、C4.1b で示した当社の原単位削減目標の指標として活用し

ている。 

当社グループとしての目標指標であることから、年に一度、第三者検証を実施し、その

数値の正確性を確認している。検証の範囲は当社連結範囲の外航船であり、全組

織規模の検証である。 

1 

C8.エネ

ルギー 

エネル

ギー

消費

量 

合理的保証。使用された検証基準は、

JIS Q 14064-1（ISO14064-

1:2006）及び JIS Q 14064-3 

(ISO14064-3：2006) です。 

当社の Scope1 及び Scope2 排出量の主な排出源は、船舶燃料や電気などのエ

ネルギー使用です。そのため、GHG 排出量とあわせて、エネルギー使用量も検証して

います。 

エネルギー消費量の検証は、GHG 排出量と同じく年に一度で、対象範囲は当社グル

ープの連結範囲を全て含む全組織規模です。 

ここで確認されたエネルギー消費量を基に、C8 の回答を作成しています。 

2 

1 添付①_GHG 排出原単位に関する証書(和).pdf 

2 検証声明書(GHG,エネルギー分)_(和文).pdf 
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C11.カーボン プライシング 

C11.1 

(C11.1) 貴社の操業や活動はカーボン プライシング システム（ETS、キャップ・アンド・トレード、炭素税）によって規制されていますか? 

はい 

C11.1a 

(C11.1a) 貴社の操業に影響を及ぼすカーボンプライシング規制を選択してください。 

日本炭素税 

東京 CaT - ETS 

C11.1b 

(C11.1b) 規制を受ける排出量取引制度ごとに、以下の表をお答えください。 

東京 CaT - ETS 

ETSの対象とされるスコープ 1排出量の割合 

0.01 

ETSの対象とされるスコープ 2排出量の割合 

0 

期間開始日 

4 月 1, 2022 

期間終了日 

3 月 31, 2023 

割当量 

3,680 

購入した許可量 

0 

CO2換算トン単位の検証されたスコープ 1排出量 

612 

CO2換算トン単位の検証されたスコープ 2排出量 

2,424 

所有権の詳細 

私たちが所有して運用している施設 
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コメント 

当社グループが所有する秋葉原ダイビルは、温室効果ガスの排出量が原油換算で年間 1500 キロリットル以上であるため、東京都

排出量取引制度の対象事業所として指定されており、脱炭素社会の実現に向けての総排出量の削減が義務付けられています。同

制度はキャップ＆トレードに基づき運用されており、前期間において超過した温室効果ガス削減分について、翌期間での削減義務不

足量への充当すること、他の事業所や他のスキームと排出量取引を実施することが可能となっています。本年度（2021 年 4 月～

2022 年 3 月）を含む第三計画期間（2020～2024 年度）は、これまでの第一計画期間（2010～2014 年度）、第二

計画期間（2015～2019 年度）において削減要求率を達成したことで、より高い 27.0%の削減義務が課せられました。そこで、

照明の LED 化を実施しました。また、COVID19 の流行によってオフィス電力が減少したことも相まって、2020 年度は 37.6%の

削減、昨年度は 38.2%の削減、今年度は 39.8％の削減と、削減要求率を上回る削減を達成しました。 

第一計画期間、第二計画期間では、低炭素設備の導入等により、削減要求量に対しそれぞれ 5,044t-CO2、1,049t-CO2 の

超過削減が生じました。そのうち、第一計画期間の超過削減分は対外的な配布紙面の印刷製造工程の CO2 排出量のオフセット

に活用することで無効化しています。引き続き、当社グループのみならず、取引先を含めた形で一丸となって、義務達成に向けて一層

の努力を重ねるべく取り組みを協議しております。 

C11.1c 

(C11.1c) 規制を受ける税金システムごとに、以下の表をお答えください。 

日本炭素税 

期間開始日 

4 月 1, 2022 

期間終了日 

3 月 31, 2023 

税の対象とされるスコープ 1総排出量の割合 

0.43 

支払った税金の合計金額 

12,675,503 

コメント 

グループ全体で購入する燃料のうち、「地球温暖化対策のための税」の対象となっている燃料につき、日本炭素税を納税しています。 

C11.1d 

(C11.1d) 規制を受けている、あるいは規制を受けると見込んでいる制度に準拠するための戦略はどのようなものですか? 

＜状況＞ 

当社の主要事業である国際海上輸送における GHG 排出削減戦略は、国連の下部組織である IMO（国際海事機関）において議論され

ます。IMO は、2018 年 4 月に「2050 年までに排出量 50%削減（2008 年比）」及び「今世紀中に排出量をフェードアウト」という GHG
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排出削減戦略を公表していますが、これを「2050 年ネットゼロ・エミッション」に強化すべく現在議論を行っており、2023 年中を目途に見直し

が行われる予定です。 

 

IMO では既に、船ごとの新造船設計時のエネルギー効率上限を定める EEDI 規制（2011 年に IMO で採択）や、就航船に対しても同

様のエネルギー効率を求める EEXI 規制（2021 年採択）などの国際的な規制があり、当社はそれらに準拠することで海運からの排出抑制

に貢献していますが、IMO では国際海運セクターからのさらなる排出削減に向け、カーボンプライシング制度の導入についても議論が行われて

います。 

 

また、このような国際海運における国際的カーボンプライシング制度の議論と並行して、地域的なカーボンプライシング制度も様々な形で議論さ

れており、特に欧州排出量取引制度(EU-ETS)は、2024 年 1 月から国際海運へも適用が開始される見込みです。具体的には、欧州域

内及び欧州発着の船舶に対して、段階的に排出量取引制度が適用される予定です。本制度は、排出する CO2 の量に相当する排出枠を

購入する必要があり、まさにカーボンプライシングそのものになっています。 

 

＜課題＞ 

このような状況において、当社の課題は、これらの国際的または地域的なカーボンプライシング制度にいち早く対応し、ルールを遵守すると同時

に競争力のある海上輸送サービスを提供し続けることです。 

 

＜制度に準拠するための戦略＞ 

カーボンプライシング制度は排出量に応じて課金されるため、財務インパクト低減の観点、また顧客への競争力のある輸送サービスの提供のた

めには、排出量の削減が不可欠です。当社は「環境ビジョン」において、IMO の GHG 削減戦略よりも野心的な「2050 年ネットゼロ達成」を

含む定量目標を掲げるとともに、目標を実現するための具体的なアクションを設定しています。具体的には、「クリーンエネルギー導入（GHG

排出量の少ない代替燃料への切り替え）、「さらなる省エネ設備の導入（風力活用などの省エネ設備導入による燃料使用量の削減）」「ネ

ットゼロを可能にするビジネスモデル構築（カーボンプライシングへの適切対応）」などです。 

 

＜アクションの結果＞ 

アクション 1：クリーンエネルギー導入 

エネルギー輸送、製品輸送など、多様なコモディティを輸送する当社のような総合海運会社にとって、船舶燃料の解は一つとは限りません。

2050 年ネットゼロとマイルストーンの達成を前提に、それぞれのビジネスに最適な多様な代替燃料の導入検討を進めています。水素やアンモ

ニア燃料ももちろん、足元から排出削減を実施することでカーボンバジェットへ貢献できる LNG 燃料やメタノール燃料についても検討を進めて

います。例として、LNG 燃料について記載します。 

当社では、2009 年からフェリーへの LNG 燃料導入についての構想を開始しました。その後も検討を進め、当社グループが保有する初めての

LNG 燃料船として、大阪湾を拠点とするタグボート「いしん」を 2019 年 4 月に就航させました。続いて第 2・3 船として、大阪―別府でフェリ

ー輸送サービスに従事する「さんふらわあ くれない」「さんふらわあ むらさき」についての LNG 燃料化を 2019 年 11 月に決定しました（それぞ

れ 2022 年 3 月と 8 月に運航を開始）これら内航船での取り組みを踏まえ、2021 年 6 月公表の「環境ビジョン 2.1」において、「2030

年までに LNG 燃料船 90 隻」という定量マイルストーンを掲げ、トランジションとして LNG 燃料を活用していく方針を打ち出しました。2023 年

現在、16 隻の LNG 燃料外航船の建造を決定済です。本マイルストーンは、2023 年 3 月策定の「環境ビジョン 2.2」においても引き継が

れ、今後もトランジション燃料としての LNG 燃料活用を継続します。 
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アクション 2:さらなる省エネ設備の導入 

水素やアンモニアなどの次世代燃料が広く普及するまでの間も、可能な限り排出削減を実施する必要があります。LNG やメタノールといった燃

料の活用の他に、省エネによる燃料消費量削減が、足元では非常に重要です。当社は省エネ手段のうちでも洋上風力の活用に注目し、取

り組みを進めてきました。以下は、洋上風力を船の推進力として活用する「ウインドチャレンジャー帆」について記載します。 

当社は 2009 年から、「ウインドチャレンジャー」の開発に関わってきました。ウインドチャレンジャーは 2009 年 10 月、東京大学、日本海事協

会（ClassNK）、造船会社など 13 団体が参加する産学共同研究として開始し、10 年以上の研究を経た 2022 年 10 月、当社が保有

する船への搭載を完了し運航を開始しました。さらに 2022 年 8 月には第 2 船への搭載を決定し、建造契約を締結しました。本取り組みに

関しては 2023 年 3 月策定 の「環境ビジョン 2.2」の中で「ウインドチャレンジャー搭載隻数」を指標とする定量マイルストーン「2030 年まで

に 25 隻、2035 年までに 80 隻」を設定しています。2023 年 3 月時点の搭載隻数は 1 隻で、今後も様々なコモディティに輸送船への搭

載を検討するとともに、軽量化などの改善を行っていく方針です。 

 

＜カーボンプライシングに関するその他の取り組み＞ 

当社では、カーボンプライシング制度にいち早く対応し競争力のある輸送サービスを提供するため、TCFD の枠組みを活用し、財務影響の試

算を行っています。2021 年 7 月には、国際海運への適用が見込まれる EU-ETS を例に、排出量取引の導入が当社に及ぼす財務影響の

試算を開始しました。2021 年 7 月時点での財務影響の試算としては、①2020 年度の当社の運航実績での対象排出量、②EUA 単価 

US$70、③対象排出量 100%が課金対象、との仮定のもとで年間約 50 億円の課金額になると試算しましたが、更新される EU 提案の

内容 や炭素税価格の変動に合わせ 2022 年度に影響額試算を更新し、2023 年 3 月時点では EUA 単価を US$100 に見直し、影響

影響額は年間 70 億円/年と評価しています。  

C11.2 

(C11.2) 貴社は報告年中にプロジェクト由来の炭素クレジットをキャンセル(償却)しましたか。 

はい 

C11.2a 

(C11.2a) 報告年中に貴社がキャンセルしたプロジェクト由来の炭素クレジット の詳細を記入してください。 

 

プロジェクト種別 

森林生態系復元 

緩和活動の種類 

排出量削減 

プロジェクトの説明 

Rimba Raya Biodiversity Reserve Project。 

生物多様性に富むインドネシア カリマンタン島の泥炭湿地林保護プロジェクト。本プロジェクトは、パーム油プランテーションへの転換が

予定されていた約 65,000 ヘクタールの森林の森林伐採を阻止することにより、炭素濃度の高い熱帯泥炭湿地を保全することで、
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大気からの CO2 除去量増加に貢献します。SDGs への貢献を証明する SD VISta 認証（Sustainable Development 

Verified Impact Standard）を 17 項目全てで取得している他、プロジェクトが気候変動、生物多様性、地域社会にもたらす便

益に関する評価基準である CCB 認証（Climate Community & Biodiversity Standard）においても、最上位のゴールドを

取得している。 

報告年にこのプロジェクトから貴社がキャンセルしたクレジット(CO2換算トン) 

2,933 

キャンセルの目的 

自発的なオフセット 

キャンセルしたクレジットのビンテージ(生成年)を報告できますか? 

はい 

キャンセルしたクレジットのビンテージ（生成年） 

2018 

これらのクレジットは貴社宛に発行されたか、貴社により購入されましたか。 

購入済み 

カーボンクレジットプログラムにより発行されたクレジット 

VCS(検証済み炭素基準) 

プログラムが本プロジェクトの追加性を評価するために使用するメソッド 

法的要件の検討 

投資分析 

バリア分析 

市場浸透評価 

リバーサルリスクに対処するために選択したプログラムが本プロジェクトに義務付けるアプローチ 

モニタリングおよび補償 

選択したプログラムが本プロジェクトに評価を義務付ける潜在的漏出源 

上流/下流排出 

活動の移動 

市場漏出 

生態系漏出 

選択したプログラムがプロジェクトに対処を義務付けるその他の問題があれば、詳細をお答えください 

なし 

コメント 
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プロジェクト種別 

森林再生 

緩和活動の種類 

炭素除去 

プロジェクトの説明 

Reforestation of Degraded Forest Reserves in Ghana。 

ガーナ アシャンティ州において、荒廃した森林の再生を目的とし、チークや在来種を用いた持続可能な植林、水辺の緩衝地帯にお

ける天然林の再生、違法伐採の防止を行うことで、炭素除去に貢献する。間作プログラムと再植林を通じた雇用創出に加え、森林

回復による生物多様性の増加や、土壌と水質の改善にも貢献している。 

報告年にこのプロジェクトから貴社がキャンセルしたクレジット(CO2換算トン) 

2,082 

キャンセルの目的 

自発的なオフセット 

キャンセルしたクレジットのビンテージ(生成年)を報告できますか? 

はい 

キャンセルしたクレジットのビンテージ（生成年） 

2018 

これらのクレジットは貴社宛に発行されたか、貴社により購入されましたか。 

購入済み 

カーボンクレジットプログラムにより発行されたクレジット 

VCS(検証済み炭素基準) 

プログラムが本プロジェクトの追加性を評価するために使用するメソッド 

法的要件の検討 

投資分析 

バリア分析 

市場浸透評価 

リバーサルリスクに対処するために選択したプログラムが本プロジェクトに義務付けるアプローチ 

モニタリングおよび補償 

選択したプログラムが本プロジェクトに評価を義務付ける潜在的漏出源 

上流/下流排出 
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活動の移動 

市場漏出 

生態系漏出 

選択したプログラムがプロジェクトに対処を義務付けるその他の問題があれば、詳細をお答えください 

なし 

コメント 

 

 

プロジェクト種別 

植林 

緩和活動の種類 

炭素除去 

プロジェクトの説明 

Qianbei Afforestation Project。 

中国 貴州省遵義市において、成熟期の長い在来樹種を植えることにより、炭素隔離を改善し劣化した土地での生物多様性を高

めるプロジェクト。地域コミュニティへの植林・森林管理・保全技術の継承を通じ、雇用も創出している。新たな森林生態系の構築と

減少防止、土壌・水の保全の改善を通じて、生物多様性の回復も目指している。 

報告年にこのプロジェクトから貴社がキャンセルしたクレジット(CO2換算トン) 

2,081 

キャンセルの目的 

自発的なオフセット 

キャンセルしたクレジットのビンテージ(生成年)を報告できますか? 

はい 

キャンセルしたクレジットのビンテージ（生成年） 

2018 

これらのクレジットは貴社宛に発行されたか、貴社により購入されましたか。 

購入済み 

カーボンクレジットプログラムにより発行されたクレジット 

VCS(検証済み炭素基準) 

プログラムが本プロジェクトの追加性を評価するために使用するメソッド 

法的要件の検討 
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投資分析 

バリア分析 

市場浸透評価 

リバーサルリスクに対処するために選択したプログラムが本プロジェクトに義務付けるアプローチ 

モニタリングおよび補償 

選択したプログラムが本プロジェクトに評価を義務付ける潜在的漏出源 

上流/下流排出 

活動の移動 

市場漏出 

生態系漏出 

選択したプログラムがプロジェクトに対処を義務付けるその他の問題があれば、詳細をお答えください 

なし 

コメント 

 

C11.3 

(C11.3) 貴社はインターナルカーボンプライシングを使用していますか。 

はい 

C11.3a 

(C11.3a) 貴社が社内カーボンプライス(炭素への価格付)を使う方法の詳細を記入してください。 

 

内部炭素価格の種類 

暗示的価格 

価格がどう決まるか 

炭素の社会的コスト 

この内部炭素価格を実施する目的 

社内行動の変更 

エネルギー効率の推進 

低炭素投資の推進 

低炭素機会の特定と活用 

GHG 規制を誘導する 

ステークホルダーの期待 
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対象スコープ 

スコープ 1 

スコープ 2 

使用した価格設定アプローチ - 空間的変動 

同一 

使用した価格設定アプローチ - 時間軸上の変動 

変動型(時間軸上) 

時間とともに価格がどのように変化すると見ているかを説明してください 

当社はインターナルカーボンプライシングの価格として、国際エネルギー機関（International Energy Agency)公表の炭素価格

想定を採用しています。IEA での時間軸に合わせ、2025 年～2039 年は約 65 ドル/トン-CO2、2040 年以降は約 175 ドル/ト

ン-CO2 を採用しています。なお、インターナルカーボンプライシングの価格は、IEA などの外部レポートや国際海運へのカーボンプライ

シング制度の導入などを加味し、継続的に評価及び見直しを実施します。 

使用された実際の価格 – 最小(C0.4で選択した通貨、CO2換算トン) 

7,150 

使用された実際の価格 – 最大(C0.4で選択した通貨、CO2換算トン) 

19,250 

本内部炭素価格が適用される事業意思決定プロセス 

資本支出 

操業 

調達 

これらの事業の意思決定プロセスにおいて本内部炭素価格が強制力をもつか 

はい、いくつかの意思決定プロセスにおいて(具体的にお答えください) 

GHG 排出を伴う事業、投資に対して、インターナルカーボンプライシングが適用されます。 

組織の気候へのコミットメントや気候移行計画の実行に内部炭素価格がどのように貢献したかを説明してください 

商船三井グループは、2021 年から ICP 制度を導入しています。2023 年 3 月現在、国際海運では制度的カーボンプライシング制

度が未導入ですが、2024 年 1 月からの EU-ETS が海運にも適用される予定となっています。当社は日本を拠点とする総合海運

企業ですが、欧州域内及び欧州 inbound/outbound の海上輸送サービスも提供しており、EU-ETS の課金対象となる航海があ

ります。そのような状況下、社内炭素価格を適用した経済性指標を用い、将来を見越してカーボンプライスシング導入影響を定量評

価した上で投資等の経営判断をすることで、自社及び社会の温室効果ガス排出削減をより推進させることができます。これは、当社

の気候移行計画である「環境ビジョン 2.2」で定めた 2050 年ネットゼロ達成を含む目標の達成に大きく貢献します。 
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C12.エンゲージメント 

C12.1 

(C12.1) 気候関連問題に関してバリューチェーンと協働していますか? 

はい、サプライヤーと 

はい、顧客/クライアント 

C12.1a 

(C12.1a) 気候関連のサプライヤー協働戦略の詳細をお答えください。 

 

エンゲージメントの種類 

イノベーションと協働（市場の変革） 

エンゲージメントの具体的内容 

キャンペーンを実施して、製品およびサービスの技術革新による気候影響の削減を促します 

数値ごとのサプライヤーの割合 

100 

調達総支出額の割合（直接および間接） 

 

C6.5で報告したサプライヤー関連スコープ 3排出量の割合 

100 

エンゲージメントの対象範囲の根拠 

こでは、当社の重要かつ主要なサプライヤーである船舶燃料供給者とのエンゲージメントについて記載します。 

 

＜このサプライヤーを選んだ理由＞ 

海運会社である当社は、海上輸送サービス提供のために、船舶用燃料を燃料供給者から調達しています。海上輸送の変動費に占

める船舶燃料への支出割合は 65%と大きいです。また、船舶での燃料使用及びその製造段階における排出量の割合は、2022

年時点で当社グループ Scope1、２、3 合計の 86%を占めるため、代替燃料の導入及び当該代替燃料の製造段階における排

出量削減は、優先して削減に取り組むべき排出源です。さらに、国際海運における政策立案を担う IMO(国際海事機関)において

も、国際海運からの排出量は Well to Wake、つまり燃料の燃焼段階に加え燃料の製造段階も含めて評価する方向性になってき

ています。そのため、海運会社である当社は、燃料の船上での燃焼による Scope1 排出量のみならず、Scope3 である燃料の製造

段階の排出削減にも取り組む必要があります。 

このような状況を受け当社では、Scope3 カテゴリー3 において燃料の製造段階の排出量を算定するとともに、2050 年ネットゼロと

いう長期目標の対象に Scope3 も含めています。さらに、「2035 年までに GHG 排出原単位 45%削減（2019 年比）」という

中期目標の対象にも燃料の製造段階の排出量（Scope3 カテゴリー3）を含めています。 
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その上で、Scope3 カテゴリー3 で算定している燃料の製造段階の排出削減のためには、製造段階での排出が少ない代替燃料の

調達に向けた燃料供給者との協業が不可欠であることから、削減に向けた具体的なアクションとして「クリーン代替燃料の導入」を掲

げ、代替燃料船建造に向けての設備面のみならず、製造段階の排出量も含めた低・脱炭素代替燃料の調達に向けての取り組みを

推進しています。 

このように、当社において燃料の製造段階の排出は率先して取り組むべき排出源であることから、当社の長期目標及び中期目標で

も削減対象として織り込み、その手段である燃料供給者との協業を積極的に推進しています。 

 

＜このサプライヤーを選んだ方法＞ 

世界中で海上輸送サービスを提供する当社グループは、世界各地の様々な燃料サプライヤーから燃料を購入しているため、一部の

燃料供給者との協業のみでは、Scope3 を含む 2050 年ネットゼロ目標、及び 2035 年 GHG 排出削減目標を達成できないた

め、100%の船舶用燃料供給者とのエンゲージメントが必要です。当社グループは日本を拠点として海上輸送サービスを提供するこ

とから、現在の主要な燃料供給地はシンガポールですが、当社は、シンガポールを中心としつつも、世界各地で代替燃料調達、及び

代替燃料サプライチェーン構築に向けた検討を実施しています。 

また、本エンゲージメントの結果として削減が見込まれるのは燃料の製造段階の排出量であり、当社は Scope3 カテゴリー3 で燃料

の製造段階の排出量を算定しています。2022 年度の Scope3 カテゴリー3 の排出量実績は 1,397,333 トンで、これらは全て燃

料の製造段階の排出量を算定したものです。そのため、「C6.5 で報告したサプライヤー関連スコープ 3」は Scope3 カテゴリー3 であ

り、そのうち本エンゲージメントの対象は Scope3 カテゴリー3 排出量の 100%です。Scope3 カテゴリー3 の算定は、全世界におけ

る燃料供給を対象としています。 

 

＜エンゲージメント活動がどのような結果をもたらすのかの詳細＞ 

製造段階排出が低減された燃料の一つとして、化石由来ではあるものの製造過程の炭素を回収・貯留する、いわゆるブルー燃料が

あります。燃料の製造段階における排出量の評価は、まだ国際海運セクター統一の算定及び評価ルールが確立されていませんが、こ

れらのブルー燃料については、純粋な化石由来燃料に比べて燃料製造段階の排出量が大幅に低減されます。当社は、国際海運に

おける政策立案を担う IMO(国際海事機関)における制度上もそのように認められると考えています。 

燃料の製造段階の排出削減のために当社が実施する燃料供給者とのエンゲージメントは、ブルー燃料を含む製造段階の排出を低

減した燃料のサプライチェーンの構築、ひいてはそれら燃料の当社船舶への導入により当社の Scope3 排出量削減に貢献するた

め、当社では積極的に、燃料供給者とのエンゲージメントを推進しています。 

 

燃料の製造段階の排出削減を確実に実現していくための具体的なアクションとして、当社が掲げる 2050 年ネットゼロという長期目

標の対象には、燃料の製造段階の排出量（Scope3 カテゴリー3）も含めています。また、「2035 年までに GHG 排出原単位

45%削減（2019 年比）」という中期目標の対象にも燃料の製造段階の排出量（Scope3 カテゴリー3）を含めています。GHG

排出原単位は、トンマイル当たりの GHG 排出量（g-CO2e/ton-mile）のことで、船の効率指標を測る指標です。この GHG 排

出原単位算定にあたっては GLEC framework の係数を使用しているため、燃料の船上燃焼による排出に加え、当社の Scope3

に当たる燃料の製造段階の排出も含みます。 

このように、製造段階の排出削減に向けて燃料供給者に働きかけることは、Scope3 を含む 2050 年までのネットゼロ目標、及び

2035 年までの GHG 排出削減目標の達成につながります。 
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そのため当社では、目標達成に向けた排出削減アクションの一つ「クリーンエネルギーの導入」として、エンジンなどの船の代替燃料船

の設備面に加え、代替燃料供給のインフラ整備や代替燃料の調達など、燃料供給者との協業を進めています。 

成功の評価を含む、エンゲージメントの影響 

＜成功を評価する方法＞ 

成功を評価する指標は、GHG 排出原単位における Scope3 カテゴリー3 に対応する数値の削減率、及び Scope3 カテゴリー3 の

排出量です。 

当社の 2050 年ネットゼロ目標の対象には、Scope1,2,のみならず Scope3 も含みます。また、当社は燃料の製造段階からの排

出を Scope3 カテゴリー3 で算定しています。ここから、本エンゲージメントの成功の評価の閾値の一つ目は「2050 年までの

Scope3 カテゴリー3 排出量ネットゼロ」となります。 

加えて当社では、上述の長期目標の他に、「2035 年までに GHG 排出原単位 45%削減（2019 年比）」という中期定量目標

も掲げています。この中期目標を測る指標である GHG 排出原単位とは、トンマイル当たりの GHG 排出量（g-CO2e/ton-

mile）であり、その算定にあたっては、GLEC framework のライフサイクル排出係数を使用しています。すなわち、当社の GHG 排

出原単位は、当社の Scope1 排出である船上排出に加え、Scope3 カテゴリー3 で算定している燃料の製造段階の排出も含んだ

指標です。また、この「2035 年までに GHG 排出原単位 45%削減（2019 年比）」の進捗を短期のスパンで確認するため、さら

に「GHG 排出原単位を 2030 年まで平均 1.4%/年削減」という単年のマイルストーンも置いています。ここから、本エンゲージメント

における成功の評価の閾値の二つ目は、「2030 年まで平均 1.4%/年の Scope3 カテゴリー3 排出量削減」となります。 

 

これらの成功の評価の閾値には、燃料の製造段階における排出量の削減が貢献します。そのため、製造段階の排出量削減に向け

ての燃料供給者との協働が不可欠です。 

製造段階の排出量削減に向けての燃料供給者への働きかけ及び協働の例として、当社は 2022 年 6 月に、アラブ首長国連邦

（UAE）と日本を繋ぐクリーン・アンモニア・サプライチェーンの実証を実施しました。当社は本実証の中で、ISO タンクコンテナ（国際

標準である ISO 規格に基づき設計・製造された液体輸送用のコンテナ）を用いてクリーン・アンモニアを UAE アブダビ首長国から日

本に海上輸送し、アンモニア・サプライチェーンの一部を担当しました。本実証で輸送したアンモニアは、肥料メーカー大手の

Fertiglobe 社が製造しアブダビ国営石油会社が供給したアンモニアにつき、アンモニアの生産時に排出された CO2 を回収し、地下

に圧入することで、CO2 排出量を抑制したクリーン・アンモニアで、いわゆるブルーアンモニアです。化石由来ではあるものの製造過程

の炭素を回収・貯留する、いわゆるブルー燃料については、純粋な化石由来燃料に比べて燃料製造段階の排出量が大幅に低減さ

れます。当社は、IMO における制度上もそのように認められると考えています。 

海運会社であり燃料ユーザーである当社が、上述のように燃料供給者などサプライチェーン上流へ働きかけを行っていくことで、アンモニ

アをはじめとする代替燃料サプライチェーン構築に貢献し、船舶燃料として活用することができれば、成功の評価指標である船からの

Scope3 カテゴリー3 の排出量及び GHG 排出原単位における Scope3 カテゴリー3 排出量の低減につながり、本エンゲージメント

の成功の評価の閾値に大きく貢献します。 

このような燃料製造過程における排出量削減に向けての燃料供給者をはじめとする関係者との協業を進めた結果、成功の評価の

閾値である Scope3 カテゴリー3 の排出量に以下のような影響がありました。 

 

＜エンゲージメントの影響＞ 

成功の評価の閾値の一つ目：Scope3 カテゴリー3 の排出量 
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Scope3 カテゴリー3 の 2022 年度実績は 1,397,333 トン-CO2 で、2019 年度の 1,546,750 トン-CO2 に比べて 10%削減

しており、「2050 年までに Scope1,2,3 のネットゼロ達成」という目標に対しての進捗率は 10%です。 

 

成功の評価の閾値の二つ目：GHG 排出原単位における Scope3 カテゴリー3 に対応する数値の削減率 

基準年である 2019 年 GHG 排出原単位は 10.86 g-CO2e/ton-mile で、このうち 0.93g-CO2e/ton-mile が Scope3 カ

テゴリー3 に当たります。GHG 排出原単位の 2022 年度実績は 10.32 g-CO2e/ton-mile で、このうち成功の評価の閾値であ

るカテゴリー3 に当たる部分は 0.90 g-CO2e/ton-mile であったため、年平均削減率は 1.2%/年でした。なお、2019 年度から

2022 年度までの削減率は 4%で、「2035 年までに GHG 排出原単位 45%削減 」という目標に対しての進捗率は 8.1%でし

た。 

コメント 

 

C12.1b 

(C12.1b) 顧客との気候関連協働戦略の詳細をお答えください。 

 

エンゲージメントの種類とエンゲージメントの詳細 

協力とイノベーション 

気候変動影響を減らすイノベーションを促すキャンペーンの実施 

顧客数の割合 (%) 

81 

C6.5で報告した顧客関連スコープ 3排出量の割合 

 

この顧客のグループを選択した根拠と、エンゲージメントの範囲を説明してください 

ここでは、代替燃料船の導入に関しての、当社顧客との協業について記載します。 

 

脱炭素に向けた世界的な潮流を背景に、海上輸送サービスの依頼主である当社顧客にとっての Scope3 にあたる海上輸送の低・

脱炭素化はますます重要になってきています。そのような顧客要望に応え、また当社の自社排出を削減していくため、当社は 2021

年 6 月公表の「環境ビジョン 2.1」及びその更新版である「環境ビジョン 2.2」において、2050 年ネットゼロ達成に向けての具体的ア

クションとして「クリーンエネルギーの導入」を設定しています。海上輸送におけるクリーンエネルギーの導入の代表的なものは、LNG、メ

タノール、水素、アンモニアをはじめとする代替燃料の導入です。 

 

これら代替燃料の導入により、将来海運セクターにも導入が見込まれるカーボンプライシングによるコスト上昇を低減することができま

すが、燃料自体の価格は従来の石油燃料に比べると高いことが想定されます。海上輸送における代替燃料導入は、社会全体の排

出削減に寄与するとともに、代替燃料を導入しなければ発生したであろうカーボンプライシングを低減できるものであることから、当社で
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は、海上輸送サービス提供者である海運セクターのみならず顧客を含む社会にも広くご負担いただく取り組みを進めています。 

このことから、代替燃料船の導入には、海上輸送サービスの依頼元である顧客との協業が不可欠です。 

 

当社は日本を本社とする海運会社ですが、エネルギー、製品、ドライバルクなど様々なコモディティの海上サービスを世界中で提供して

いることから、地理的位置などから重要性を判断することは適当ではなく、全世界的に顧客との協働を行っています。特に 2 年以上

の長期契約を締結する顧客全てと代替燃料導入等に向けての対話を開始しており、その割合は 81%です。 

成功の評価を含む、エンゲージメントの影響 

＜成功を評価する方法＞ 

代替燃料船の導入に向けての当社顧客との協業における成功の指標は、代替燃料船の導入隻数です。 

 

当社は「環境ビジョン 2.2」において、2050 年ネットゼロ達成に向けての具体的アクションとして「クリーンエネルギーの導入」を設定し

ています。海上輸送におけるクリーンエネルギーの導入の代表的なものは、LNG、メタノール、水素、アンモニアをはじめとする代替燃料

の導入です。このような代替燃料船の導入は、顧客との協業が無くては成り立たないため、これらのマイルストーンが本エンゲージメント

の成功を測る閾値となります。当社では、代替燃料の導入の進捗を測るため、2050 年までの中間地点に以下の通りマイルストーン

を置き、各指標をモニタリングすることで進捗を確認しています。 

<本エンゲージメントの成功を測る閾値> 

・2030 年 LNG/メタノール燃料外航船隻数 90 隻 

・2035 年 ネットゼロ・エミッション外航船 130 隻 

 

LNG/メタノール燃料外航船、ネットゼロ・エミッション外航船の建造には、技術や燃料調達など様々な課題があり、当社ではこれらの

課題解決のため、船舶の技術開発、代替燃料調達、燃料供給インフラ構築等に取り組んでいます。そのような状況下、2030 年ま

でに LNG/メタノール燃料外航船 90 隻、及び 2035 年までにネットゼロ・エミッション外航船 130 隻という当社の成功の評価の閾

値を達成するためには、当社自身の取り組みのみならず、海上輸送サービスの提供先である顧客に、当社の取り組み及びその結果

としての代替燃料船による低・脱炭素海上輸送サービスの価値を評価していただくためのエンゲージメントが重要と考えています。その

ため当社では、代替燃料船の導入に向けて顧客との協業を既に実施しています。 協働の具体例として、2019 年 12 月、九州電

力株式会社向けに LNG 燃料大型石炭専用船の長期輸送契約に関する基本協定書を締結しました。また 2021 年 8 月には

LNG 燃料自動車輸送船 4 隻の建造、2022 年 8 月にはさらに 4 隻の追加建造を決定しましたが、これは完成車のゼロ・エミッショ

ン輸送という新たな価値を求める顧客からの要望に応えるものです。このような顧客との協業を通じ、2023 年 3 月時点で、16 隻の

LNG 燃料外航船の建造を決定しており、「2030 年 LNG/メタノール燃料外航船隻数 90 隻」という成功の評価の閾値に対して

の進捗率は約 18%です。 

C12.2 

(C12.2) 貴社のサプライヤーは、貴社の購買プロセスの一部として気候関連要件を満たす必要がありますか。 

はい、サプライヤーは気候関連要件を満たす必要がありますが、自社のサプライヤー契約には含まれていません 
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C12.2a 

(C12.2a) 貴社の購買プロセスの一部としてサプライヤーが満たす必要がある気候関連要件と、実施している順守メカニズムについて具体的に

お答えください。 

 

気候関連要件 

規制要件への準拠 

気候関連要件の詳細 

当社グループは、サプライチェーンの一端を担う企業グループとしての社会的責任を「商船三井グループ調達基本方針」として明文化

しています。また、当該調達基本方針に基づき、取引先に求める事項を「取引先調達ガイドライン」として制定しており、その中で、環

境法令の遵守や、GHG 排出量の把握及び低減に向けた取組みを求めています。「取引先調達ガイドライン」は当社の全てのサプラ

イヤーを対象としています。 

当社にとってのサプライヤーは多岐に渡りますが、2022 年度はその中でもシップリサイクルヤードと船主に対し、当社との対話プログラ

ム「バリューチェーンマネジメント」を実施し、気候変動その他サステナビリティに関するモニタリング及び意見交換を行いました。 

特にシップリサイクルについては、2023 年度に当社グループ独自のシップリサイクルヤード選定基準”Superior Shiprecycling 

Standards（以下、SSS）を策定し、安全かつ環境上適正なシップリサイクルを推進しています。SSS は、シップリサイクル条約に

関する第三者機関認証取得状況、国際条約等の遵守状況、上述の「取引先調達ガイドライン」で規定する環境・人権・安全品

質・腐敗防止等、様々な項目を取り入れた当社グループ独自の審査基準です。当社ではこの SSS をもとに、書面調査および現地

視察を通じてリスクを評価し、先進的な環境への取り組みや地域社会への貢献活動等も考慮した上で、シップリサイクルヤードを選

定しています。選定ヤードに対しては、定期的な書面調査・現地視察などのモニタリングを通じ、選定後も審査基準に沿った運営が

行われているかを確認し、基準を満たさないヤードは選定ヤードから除外されます。特に船舶の解撤期間においては、当社もしくは当

社が委託した第三者による現地でのモニタリングを行い、実作業の状況を確認しています。選定ヤードは、審査内容に準じて更に区

分を行い、基準を満たす区分上位のヤードにおいては優先的に協業する仕組みを設けています。選定外のヤードに対しても、審査

内容のフィードバックを通じ、設備・運営向上を促すことで、ヤードの選定活動を継続的に行っています。 

気候関連要件に準拠する必要があるサプライヤーの割合(調達支出別) 

100 

気候関連要件に準拠しているサプライヤーの割合(調達支出別) 

100 

この気候関連要件の準拠をモニタリングするための仕組み 

サプライヤーの自己評価 

現地第三者検証 

サプライヤースコアカードまたは格付け 

この気候関連要件に準拠していないサプライヤーへの対応 

維持して協働する 
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C12.3 

(C12.3) 貴社は、気候に影響を及ぼすかもしれない政策、法律、または規制に直接的または間接的に影響を及ぼす可能性がある活動で協働

していますか。 

行 1 

気候に影響を及ぼしうる政策、法律、規制に直接的、間接的に影響を及ぼす可能性がある外部との協働活動 

はい、政策立案者と直接的に協働します 

はい、気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制に影響を及ぼす可能性がある業界団体に加盟しているか、エンゲージメント

があります 

はい、気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制に影響を及ぼす可能性がある活動を行う組織や個人に出資しています 

貴社は、パリ協定の目標と整合するエンゲージメント活動を行うという公開のコミットメントまたは意見表明の書面をお持ちですか。 

はい 

宣誓または意見表明の書面を添付します 

 

mol_group_environmental_vision_2.2.pdf 

外部組織との協働活動が貴社の気候への取り組みや気候移行計画と矛盾しないように貴社で定めているプロセスについて説明してく

ださい 

＜当社の気候移行計画における、外部組織との協働の位置づけ＞ 

国際海上輸送の低・脱炭素化は、船舶の保有者及び運航者である当社のみではなく、様々なステークホルダーとの協働活動が必

要です。具体的には、海運業界にとって合理的な規制の導入や円滑な気候変動対応の実施のためには、国際海運セクターにとって

の政策立案者である IMO や、海運に関する業界団体との協働が不可欠です。IMO は、国連の下部組織で、国際海運に関する

環境規制や GHG 削減戦略などを管轄しています。 

当社はこのような外部組織との協働の重要性を認識し、当社の気候移行計画である「環境ビジョン 2.2」にも織り込んでいます。具

体的には、2050 年ネットゼロ達成に向けての具体的アクションとして「アクション 4：ネットゼロを可能にするビジネスモデル構築」を設

定し、その中で政策決定者及び業界団体への関与や、国際イニシアチブへの参加を組み込んでいます。 

 

＜外部組織との協働活動が、当社気候移行計画と矛盾しないためのプロセス＞ 

当社グループの各部/各社が、投資、事業活動、外部組織との協働活動を行う際には、案件の内容に応じたグループ内委員会での

承認が必要です。その承認の際の基準となるのは、経営計画との整合性です。 

当社は、経営計画の遂行がサステナビリティ課題の解決につながり企業価値を向上させるとの考えのもと、グループ経営計画にサステ

ナビリティ課題への取り組みを組み込んでいます。当社が特定している 5 つのサステナビリティ課題には、環境（気候変動を含む海

洋・地球環境の保全）が含まれますが、その環境への取り組みの方向性を示すものが「環境ビジョン」です。 

上述のように、外部組織との協働活動は「環境ビジョン 2.2」の一部であることから、当社グループにおける外部組織との協働関係

は、その承認に際して当社の気候移行計画である「環境ビジョン 2.2」との矛盾がないことを確認しています。 
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C12.3a 

(C12.3a) 気候に影響を及ぼしうるどのような政策、法律、または規制に関して、報告年に貴社は政策立案者と直接的に協働しましたか。 

 

貴社が政策立案者と協働している政策、法律、または規制をお答えください 

国際海運セクターへの排出量取引制度についての制度設計 

気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制のカテゴリー 

カーボンプライシング、税金、補助金 

気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制が焦点としている分野 

排出量取引制度 

政策、法律、または規制の地理的場所の対象範囲 

全世界 

政策、法律、または規制が適用される国/地域/リージョン 

 

政策、法律、規制に対する貴社の立場 

重要性の低い例外があるうえで支持 

政策立案者との協働の詳細 

国際海運における政策立案者は、国際海事機関（IMO）です。パリ協定において、国際海運と国際航空は、各国の国別枠組み

外となっており、国際海運における脱炭素に関する戦略や政策立案は、国連の下部組織である国際海事機関（IMO）が管轄す

ることとなっています。 

IMO は、国際船舶からの GHG 総排出量を 2050 年までに 2008 年比で最低 50％削減する長期目標を掲げており（2018

年公表）、これを達成するため船舶の構造及び運航に関する技術基準を順次制定、また強化するための議論が継続的に行われて

います。2021 年 6 月に開催された IMO 第 76 回海洋環境保護委員会（MEPC 76）において，就航船の CO2 排出削減

のための「EEXI 規制（就航船の燃費性能指標）」及び「CII（燃費実績格付け制度）」を導入するための MARPOL 条約附属

書 VI の改正が検討され、採択されました。これらの規制は，2023 年から導入されます。更に、2050 年に向けた長期目標を達

成するためには、クリーン燃料の導入などを推進していく必要があり、このためには、クリーン燃料の普及、バンカリングの体制整備など

規制導入に向けた環境整備を行 

うことがまずは必要です。このため、IMO においては、経済的インセンティブを活用して、クリーン燃料の導入など先進的な取り組みを

行う事業者を後押しするための手法（MBM）が検討されています。 

 

＜当社が政策にエンゲージする方法＞ 

当社は日本に本社を置く企業です。そのため当社は、日本船主協会の GHG タスクフォースのメンバーとして、MBM について、船主・

運航者の視点から意見を述べています。日本船主協会における集約されたこれらの意見は、各国の船主協会の連合体である 

International Chamber of Shipping (ICS)を通じて、IMO の 海洋環境保護委員会に提出されます。また当社は、日本とし
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ての意見を IMO に提出するために日本船舶技術協会に設けられた委員会への参加を通じて、海運業界の実情やこれを踏まえた

円滑な規制の導入のあり方につき、IMO に意見を提出しています。 

例外事項の詳細(該当する場合)と、政策、法律、または規制に対して貴社が提案する代替的アプローチ 

IMO（国際海事機関）においては、国際海運からの GHG 排出削減のため、重油等の従来の化石燃料から再生エネルギー由来

の低炭素燃料への燃料転換を促すような規制的・経済的な手法の必要性が議論されています。現状では、低炭素燃料が船舶燃

料として十分に供給される見通しは立っておらず、これらの燃料の使用を要件とするような規制の導入は時期尚早であるとの否定的

な意見もありますが、当社は、上述の日本船主協会等への意見提出を通じて、経済的インセンティブを取り入れた低炭素燃料の普

及促進制度（MBM）をできるだけ早く国際海運セクターに導入し、実際の GHG 排出削減が促進されるようにすべきと、意見を表

明しています。 

この政策、法律、または規制における貴社の協働がパリ協定の目標に整合しているかを評価しましたか。 

はい、評価しました。整合しています 

この政策、法律、または規制が貴社の気候移行計画達成の中心にあるか否かを説明し、また、中心にある場合は具体的にどのように

中心であるかを説明してください。 

国際海運セクターへの排出量取引制度の導入は、当社の気候移行計画に重要な影響を及ぼすことから、中心にあると言えます。 

当社の気候移行計画である「環境ビジョン 2.2」では、2050 年ネットゼロ達成に向けて、具体的な 5 つのアクションを定めています。 

アクション 1.クリーンエネルギーの導入：主に船舶における、水素、アンモニア、LNG、メタノールなどのクリーンエネルギーの活用。 

アクション 2.さらなる省エネ技術の導入：洋上風力を船の推進力に活用する「ウインドチャレンジャー帆」などの省エネ技術の積極導

入。 

アクション 3.効率オペレーション：最適運航の追求による燃料消費効率向上。 

アクション 4.ネットゼロを可能にするビジネスモデル構築：1～3 で自社からの排出削減に全力で取り組むことに加え、それらのアクショ

ンの実効性を高めていくための「ネットゼロを可能にする仕組みづくり」。政策決定者や業界団体への関与に加え、大気中から CO2

を除去・貯留する「ネガティブ・エミッション」に足元から取り組み、CO2 除去プロジェクトの普及拡大に貢献。 

アクション 5.グループ総力を挙げた低・脱炭素事業拡大：既存の海上輸送サービスで得た知見や経験を活かした「海洋クリーンエネ

ルギー事業」で、クリーンエネルギーのサプライチェーン構築に貢献。「海洋クリーンエネルギー事業」の例としては、アンモニアや水素など

の船舶燃料サプライチェーン構築プロジェクトへの参画や、洋上風力発電及びその関連事業など。 

 

国際海運セクターに排出量取引制度が導入されれば、アクション 1～3 に沿って先進的に取り組みを進めている当社の海上輸送サ

ービスは強い競争力を持つこととなります。また、国際海運におけるクリーンエネルギー利用需要が高まり、アクション 5「グループ総力を

挙げた低・脱炭素事業拡大」の主要分野である、海洋クリーンエネルギー事業、またアクション 4「ネットゼロを可能にするビジネスモデ

ル構築」の一つである「ネガティブ・エミッション」プロジェクトの事業規模や地理的範囲の拡大につながります。 

C12.3b 

(C12.3b) 気候に影響を及ぼしうる方針、法律、または規制に関して立場を取る可能性がある、貴社が加盟している、または関与する業界団体

を具体的にお答えください。 
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業界団体 

その他、具体的にお答えください 

一般社団法人日本船主協会 

貴社の気候変動に関する方針に対する立場は、それらの団体と一致していますか。 

一貫性を有している 

貴社は報告年に業界団体の立場に影響を及ぼそうとしましたか。 

はい、当社は業界団体の現在の立場を公に推奨しています 

貴社の立場は業界団体の立場と一貫性を有していますか、それとも異なっていますか。業界団体の立場に影響を及ぼすための行動を

取りましたか。 

当社は日本を本社とする海運会社です。 

気候変動に対する国単位での取り組み目標を議論する場としては、気候変動枠組条約（UNFCCC）がありますが、国際海運に

おける方針、法律、規制については、別途、IMO（国際海事機関）で検討され、決定しています。 

IMO に対しては各国当局（日本の場合は国土交通省）が意見表明を行いますが、その際には、一般財団法人 日本船主協会

のメンバーから意見を募ります。 そのため日本船主協会は、国際海運における方針、法律、規制について重要な影響力を持っていま

す。当社は 日本船主協会に加盟しており、また日本船主協会内の環境委員会にも参加しています。 

 

日本船主協会は、気候変動対策を含む地球環境保全のために海運業はなにをすべきか、安全で効率的な輸送のために関連分野

も含めたインフラ整備は如何にあるべきかなど、日本の海運業を常に大きな視点から捉え、日本の海運業者を代表して意見を発信

する役目を担っています。 

世界の海を舞台に事業展開する海運業界にとって、気候変動対策としての GHG 削減は、最重要課題の一つです。日本船主協

会は、日本の海運業界が、世界の海運をこれからもリードすべく、業界全体として、「2050 年 GHG ネットゼロ」へ向けて挑戦するこ

とを宣言しています。また日本船主協会は、「2050 年 GHG ネットゼロ」には、船舶のみならず、新燃料、燃料供給施設といった輸

送チェーン全体における対応が必要となるため、海運業界自らの努力のみならず、関係業界との協働、連携した取り組みが必要であ

り、造船・海事業界はもとより、エネルギー業界、港湾関係業界、荷主関係業界、商社など、多様なステークホルダーとの協働を欠か

すことはできないとの主張を打ち出しています。 

当社も、この日本船主協会の立場と同様に、気候変動対策としての GHG 削減が最重要課題との認識のもと、グループ全体での

「2050 年 GHG ネットゼロ」目標を掲げ、また多様なステークホルダーとの協働に取り組んでいます。 

 

当社は国際海上輸送を主に行う海運事業者であるため、IMO の規制や経済的手法であるカーボンプライシング、更に、燃料の生

成に伴うスコープ 3 排出の規制への取り入れは当社の経営に大きな影響を及ぼします。このため、今後の動向を予め把握して対応

する必要があり、また、日本を代表する海運会社の一つとして、これらの規制や動向に対して、GHG 削減に資する最新の船舶省エ

ネ技術や燃料について、積極的に情報を提供し、意見を述べていく責任ある立場にあります。 

 

そのため、日本船主協会の会員として、日本船主協会を資金面でサポートしつつ、同協会による様々な関連の調査研究や IMO 

など国際的な議論の場に、業界代表としてのメンバーを派遣し、合理的な規制の導入と円滑な気候変動対応の実施を図っていま



Mitsui O.S.K. Lines Ltd CDP気候変動質問書 2023 2023年 7月 26日 

 

 

168 
 

す。 

当社は 日本船主協会と協力しながら、IMO に関しての日本当局である国交省が IMO での議論をリードし、IMO が GHG 排出

量削減のための規制やスキームを採用できるよう、意見を述べ、支援しています。 

報告年に貴社がこの業界団体に提供した資金提供金額(C0.4で選択した通貨単位) 

 

貴社の資金提供の狙いを説明してください 

 

この業界団体との貴社の協働がパリ協定の目標に整合しているかを評価しましたか。 

はい、評価しました。整合しています 

C12.3c 

(C12.3c) 気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制に対して影響を及ぼす可能性のある活動をする個人/その他組織に対して貴社が報

告年に行った資金提供について詳細をお答えください。 

 

組織または個人の種類 

研究機関 

貴社が資金を提供した組織または個人について説明してください 

CCR (Carbon Capture & Reuse)研究会 

報告年にこの組織または個人に提供した資金額の数値(C0.4で選択した通貨単位) 

100,000 

この資金提供の目的と、それが気候に影響を及ぼしうる政策、法律、または規制にどのように影響を及ぼす可能性があるかについて、

説明してください 

【代わりになるものないか確認中】 

当社は 2019 年 8 月、産業界から排出される CO2 を再生可能エネルギー由来の水素と組み合わせることにより、合成メタン等の

製造・供給実現を目指す CCR（Carbon Capture & Reuse）研究会に入会しました。また、2019 年 8 月には「船舶カーボ

ンリサイクル WG ワーキンググループ」を株式会社エックス都市研究所、サノヤス造船株式会社（現在は、株式会社 新来島サノヤ

ス造船）、JFE スチール株式会社、ジャパン マリンユナイテッド株式会社（現在は、日本シップヤード株式会社）、日揮グローバル

株式会社、一般財団法人日本海事協会、日本製鉄株式会社、日立造船株式会社と共同で立ち上げました（2022 年 4 月に

は、住友商事株式会社、豊田通商株式会社の２社が追加で参加）。現在、船舶で主に使用される化石燃料に代えて、CO2 と

再生可能エネルギー由来の水素によって生成される合成メタンを燃料とすることで、ライフサイクルベースでの燃料からの CO2 排出抑

制を目指しています。国際海運における GHG 排出対策を検討している国際海事機関（IMO）では、2018 年 4 月に 2030 

年までに CO2 の排出量を効率ベースで 2008 年比 40%削減すること、および 2050 年までに GHG の総量を 2008 年比で

半減し、今世紀中のなるべく早期に国際海運からの GHG 排出をゼロとするという目標が設定され、これを実現するための船舶の設
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備及び運航に関する規制が順次導入されています。メタネーション燃料はゼロ・エミッションを実現する技術の一つとして、欧州諸国や

国内電気、ガス事業者等からも注目されております。国際海運セクターである当社は、舶用メタネーション燃料の導入とそのサプライチ

ェーン構築を目指し、関連企業、官庁関係とも協働して参ります。 

この資金提供がパリ協定の目標に整合しているかを評価しましたか。 

はい、評価しました。整合しています 

C12.4 

(C12.4) CDP へのご回答以外で、本報告年の気候変動および GHG排出量に関する貴社の回答についての情報を公開しましたか?公開して

いる場合は該当文書を添付してください。 

 

出版物 

メインストリームレポート 

ステータス 

完成 

文書の添付 

 

mol group Financial Statements FY2022.pdf 

関連ページ/セクション 

＜ガバナンス＞ 

P28【サステナビリティに関する考え方及び取組】概要 

P29【サステナビリティに関する考え方及び取組】（１）ガバナンス 

 

＜戦略＞ 

P29【サステナビリティに関する考え方及び取組】（３）戦略、指標及び目標（サステナビリティ課題への取組） 

 

＜リスク及び機会＞ 

P40【事業等のリスク】（８）気候変動リスク 

 

＜排出量数値＞＜排出量目標＞ 

P31【サステナビリティに関する考え方及び取組】「MOL Sustainability Plan」中、② Environment（海洋・地球環境の保

全） 

 

＜その他の指標＞ 

P31【サステナビリティに関する考え方及び取組】「MOL Sustainability Plan」中、② Environment（海洋・地球環境の保
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全） 

P34【サステナビリティに関する考え方及び取組】「MOL Sustainability Plan」中、④ Innovation（海の技術を進化させるイノベ

ーション 

内容 

ガバナンス 

戦略 

リスクおよび機会 

排出量数値 

排出量目標 

その他の指標 

コメント 

 

 

出版物 

自主的な開示書類 

ステータス 

完成 

文書の添付 

 

TCFD 提言に基づく開示.pdf 

関連ページ/セクション 

＜ガバナンス＞ 

P3～4 

 

＜戦略＞ 

P4～30 

 

＜リスク及び機会＞ 

P4～25 

 

＜排出量数値＞ 

P31～32 
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＜排出量目標＞ 

P30～P31 

 

＜その他の指標＞ 

P32 

内容 

ガバナンス 

戦略 

リスクおよび機会 

排出量数値 

排出量目標 

その他の指標 

コメント 

 

C12.5 

(C12.5) 貴社が署名者/メンバーとなっている環境問題関連の協調的枠組み、イニシアチブ、コミットメントについてお答えください。 

 環境に関する協調的枠組

み、イニシアチブやコミット

メント 

各枠組み、イニシアチブ、コミットメント内での貴社の役割の説明 

行

1 

Mission Possible 

Partnership 

気候関連財務情報開示タ

スクフォース(TCFD) 

Task Force on 

Nature-related 

Financial Disclosures 

(TNFD) 

Mission Possible Partnership: 

産業界の脱炭素化を目指す官民パートナーシップである Mission Possible Partnership が纏めた Sector 

Transition Strategy「MAKING NET-ZERO AMMONIA POSSIBLE」に署名しています。本提言では、

2030 年のアンモニア産業の脱炭素化にむけて、この 10 年間を重要な期間と位置づけ、2050 年までにパリ協定

の目標に到達するために、バリューチェーン全体にわたってクリーンエネルギー、工業プラント、政策改革等がどうある

べきかの具体的な行動要件を関係者に向けて示しています。当社の「商船三井グループ 環境ビジョン 2.2」で掲

げるネットゼロ・エミッション達成に向けた取り組み及び当社企業理念と合致する内容であるため賛同・署名し、活

動しています。 

 

TCFD： 

当社は、気候変動を重要な経営課題の一つとして認識し、TCFD の提言に賛同を表明しています。TCFD で要

求されている取組を進めるとともに、財務インパクトなどの積極的な開示を行っています。 

 

TNFD： 

当社は 2022 年 11 月、TNFD フォーラムに参画しました。当社は、事業による自然資本及び生物多様性への
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影響を認識し、気候変動のみならず、生物多様性や大気汚染、また主要事業である海上輸送と深く関係する海

洋環境につき、広く環境課題と捉えています。2022 年度から、 TNFD 等を活用した自然への依存/影響、 

及び自然による事業へのリスク/機会の分析を開始しています。また、TNFD 日本協議会の会合に参加し、企業と

しての課題や疑問などにつきフィードバックを行っています。 

C15.生物多様性 

C15.1 

(C15.1) 貴社には生物多様性関連問題に関する取締役会レベルの監督および/または執行役員レベルの責任がありますか。 

 生物多様性関連問題に関

する取締役会レベルの監督

や執行役員レベルの責任 

生物多様性に関連した監督および目的についての説明 

行

1 

はい、取締役会レベルの監督

および執行役員レベルの責

任の両方 

当社の代表取締役副社長が委員長を務める環境・サステナビリティ委員会において、気候変動問題と同様に、

当社の事業活動に起因する生物多様性への影響についても、審議することとなっており、当該審議結果を定期

的に取締役会に報告するとともに、取締役会の判断、指示を仰いで具体的な対処方針を決定しています。 

C15.2 

(C15.2) 貴社は生物多様性に関連する公開のコミットメントをしたり、イニシアチブに賛同したりしたことがありますか。 

 生物多様性に関連して公開のコミットメン

トをしたか、あるいは生物多様性に関連し

たイニシアチブを支援したかについて示して

ください 

生物多様性関連の公

のコミットメント 

支援したイニシアチブ 

行

1 

はい、生物多様性に関連した公開のコミット

メントを行い、また生物多様性に関連したイ

ニシアチブを公に支援しました 

全体でプラスにする宣

言 

全体で損失を出さな

い宣言 

階層的な緩和措置の

採用 

法的に指定された保

護地域を尊重する宣

言 

絶滅危惧種と保護種

に対する悪影響の回

避に対する宣言 

CBD – Global Biodiversity Framework 

SDG 

その他、具体的にお答えください 

TNFD Forum、生物多様性のための 30by30 アライアンス、カナダ

のバンクーバー港の環境保全プログラム Eco Action Program、一

般社団法人日本経済団体連合会「生物多様性宣言イニシアチブ」 
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その他、具体的にお答

えください 

バラスト水管理、船

体付着生物管理 

C15.3 

(C15.3) 貴社はバリューチェーンが生物多様性に及ぼす影響と依存度を評価していますか。 

生物多様性に対する影響 

貴社がこの種の評価を行うかどうかを示してください 

いいえ、しかし今後 2 年以内に行う予定です 

生物多様性への依存度 

貴社がこの種の評価を行うかどうかを示してください 

いいえ、しかし今後 2 年以内に行う予定です 

C15.4 

(C15.4) 報告年に生物多様性への影響が大きい地域またはその周辺で事業活動を行っていましたか。 

評価していない 

C15.5 

(C15.5) 生物多様性関連のコミットメントを進展するために、貴社は本報告年にどのような行動を取りましたか。 

 貴社は生物多様性関連コミットメントを進展させるために報告対象期間に行動

を取りましたか。 

生物多様性関連コミットメントを進展させるために講じた

措置の種類 

行

1 

はい、生物多様性関連コミットメントを進展させるために措置を講じています 生物種管理 

教育および認識 

生活的、経済的、およびその他のインセンティブ 

C15.6 

(C15.6) 貴社は、生物多様性関連活動全体の実績を監視するために、生物多様性指標を使用していますか。 

 貴社は生物多様性実績をモニタリングするために指標を使用し

ていますか。 

生物多様性実績をモニタリングするために使用した指標 

行

1 

はい、指標を使用しています その他、具体的にお答えください 

油濁ゼロ継続日数、バラスト水処理装置搭載率、SOx 排出原単

位、燃費効率 
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C15.7 

(C15.7) CDP へのご回答以外で、本報告年の生物多様性関連問題に関する貴社の回答についての情報を公開しましたか。公開している場

合は該当文書を添付してください。 

報告書の種類 内容 文書を添付し、文書内で関連する生物多様性情報が記載

されている場所を示してください 

自主的に作成する持続可能性報告書またはそ

の他の自主的発信情報で 

生物多様性関連方針またはコミ

ットメントの内容 

ガバナンス 

生物多様性に対する影響 

生物多様性指標の詳細 

生物多様性戦略 

P40～43「自然資本/生物多様性」 

1 

自主的に作成する持続可能性報告書またはそ

の他の自主的発信情報で 

生物多様性関連方針またはコミ

ットメントの内容 

生物多様性戦略 

P46「海洋・地球環境の保全」 

2 

1mol_group_environmental_vision_2.2.pdf 

2MOL group integrated report 2022.pdf 

C16.最終承認 

C-FI 

(C-FI) この欄を使用して、燃料が貴社の回答に関連していることの追加情報または状況をお答えください。この欄は任意で、採点されないことに

ご注意ください。 

 

C16.1 

(C16.1) 貴社の CDP気候変動の回答に対して署名(承認)した人物を具体的にお答えください。 

 役職 職種 

行 1 代表取締役 社長執行役員 社長 

SC.サプライチェーン・モジュール 

SC0.0 

(SC0.0) 本モジュールに関連し必要に応じて、こちらに貴社の情報を記入してください。 

Mitsui O.S.K.Lines, Ltd.(MOL), as a multi-modal transport group, meets the needs of the era in a wide variety of 

fields including dry bulkers such as iron ore carriers, coal carriers, and woodchip carriers, tankers that carry 
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crude oil, LNG carriers that transport liquefied natural gas, Car carriers. Our activities are truly borderless, 

based on the operation of one of the world’s largest merchant fleets, backed by expertise and technology 

developed throughout our over 130-year history. We support the growth of the world economy with the entire 

globe as our stage, while continually evolving into an excellent and resilient corporate group. 

SC0.1 

(SC0.1) 報告対象期間における貴社の年間売上はいくらですか? 

 年間売上 

行 1 1,611,984,000,000 

SC1.1 

(SC1.1) 本報告対象期間に販売した商品またはサービス量に応じて、貴社の排出量を以下に示す顧客に割り当ててください。 

 

回答メンバー 

Toyota Motor Corporation 

排出のスコープ 

スコープ 1 

スコープ 2算定方法 

 

スコープ 3 カテゴリー 

 

割り当てレベル 

全社的 

割り当てレベルの詳細 

 

排出量(単位：CO2換算トン) 

147,884 

不確実性(±%) 

 

主要排出源 

Fuel actually consumed on all voyages for Toyota Motor Corporation (voyage completed within FY2022) 

検証済み 
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はい 

割り当て方法 

購入した単位数に基づいた割り当て 

回答要請メンバーに供給する商品/サービスの市場価値または分量 

349,588,300 

供給する商品/サービスの市場価値または分量の単位 

キログラム 

GHG発生源をどのように特定したか、この処理における制限事項と仮定を含めて 

説明してください 

Scope 1 emission sources for marine transportation services are heavy oil fuel consumption for 

propulsion and marine gas oil fuel consumption for auxiliary machinery 

such as onboard generators. The fuel consumption of all voyages (completed within FY2022) operated 

for Toyota Motor Corporation by MOL Car Carrier Division were totaled. The CO2 emission amount is 

calculated by multiplying the fuel consumption amount above by IMO CO2 emission factor. 

 

回答メンバー 

Kobe Steel, Ltd. 

排出のスコープ 

スコープ 1 

スコープ 2算定方法 

 

スコープ 3 カテゴリー 

 

割り当てレベル 

全社的 

割り当てレベルの詳細 

 

排出量(単位：CO2換算トン) 

75,735 

不確実性(±%) 
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主要排出源 

Fuel actually consumed on all voyages for Kobe Steel, Ltd ( voyage completed loading within FY2022) 

検証済み 

はい 

割り当て方法 

購入した製品の量に基づいた割り当て 

回答要請メンバーに供給する商品/サービスの市場価値または分量 

24,305,899 

供給する商品/サービスの市場価値または分量の単位 

キログラム 

GHG発生源をどのように特定したか、この処理における制限事項と仮定を含めて 

説明してください 

Scope 1 emission sources for marine transportation services are heavy oil fuel consumption for 

propulsion and marine gas oil fuel consumption for auxiliary machinery such as onboard generators. The 

fuel consumption of all voyages (completed loading within FY2022) operated for Kobe Steel, Ltd by MOL 

Iron Ore and Coal Carrier Division were totaled. The CO2 emission amount is calculated by multiplying 

the fuel consumption amount above by IMO CO2 emission factor. 

 

回答メンバー 

BMW AG 

排出のスコープ 

スコープ 1 

スコープ 2算定方法 

 

スコープ 3 カテゴリー 

 

割り当てレベル 

全社的 

割り当てレベルの詳細 

 

排出量(単位：CO2換算トン) 
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83,611 

不確実性(±%) 

 

主要排出源 

Fuel actually consumed on all voyages for Kobe Steel, Ltd ( voyage completed loading within FY2022) 

検証済み 

はい 

割り当て方法 

購入した製品の量に基づいた割り当て 

回答要請メンバーに供給する商品/サービスの市場価値または分量 

 

供給する商品/サービスの市場価値または分量の単位 

 

GHG発生源をどのように特定したか、この処理における制限事項と仮定を含めて 

説明してください 

Scope 1 emission sources for marine transportation services are heavy oil fuel consumption for 

propulsion and marine gas oil fuel consumption for auxiliary machinery such as onboard generators. The 

fuel consumption of all voyages (completed loading within FY2022) operated for BMW AG by MOL Car 

Carrier Division were totaled. The CO2 emission amount is calculated by multiplying the fuel 

consumption amount above by IMO CO2 emission factor. 

SC1.2 

(SC1.2) SC1.1の記入にどの公開情報を使用したか、参考文献を示してください。 

 The CO2 emission factor is the one in the Forth Greenhouse Gas Study 2020 published by  IMO(International 

Maritime Organization).  

SC1.3 

(SC1.3) 排出量を顧客ごとに割り当てる際の課題と、その課題を克服するために役立つことは何ですか。 

割当の課題 その課題を克服するために何が役立つか説明してください 

製品ラインが多様である

ことから、それぞれの製品

/製品ラインのコストを正

確に算定するのが難しい 

MOL, as a multi-modal shipping company group transport a variety of goods/materials and 

operates various types of ships. Therefore, we are facing various difficulties depending on each 

goods/material and ship type, which is a unique difficulty for shipping industry. In parcel 

chemical tankers and car carriers on which goods/materials from a number of customers are 
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transported from/to various ports, it is rather difficult to allocate the emissions to each 

customer in a fair way.  Also in dry bulk shipping, there are a wide variety of cargoes, even if 

ship type is the same. Therefore, even if the cement industry established a unified industry 

standard for calculating emissions in shipping of cement, it may not be applicable to other 

material such as grains, fertilizers, minerals, and salts. Followings are some examples. 

・Establishment of fair emission allocation standards and methods for ballast voyages. 

・Imbalance of cargo due to outbound/inbound, trade and route characteristics etc. Even if the 

cargo is full on the outbound route, it is not always full on the return route. It will be necessary 

to allocate emissions from return route  to the cargo transported on the outbound. However, 

the cargo imbalance varies depending on the route and season etc, so it is difficult to allocate 

fairly and properly. It is desirable to consider and create a mechanism by related parties 

including other shipping companies , but from the viewpoint of antitrust law, careful response is 

required . It makes it difficult to act nimbly to make common efforts. 

As mentioned above, there are various difficulties, but MOL Group is working to accurately 

calculate the amount of emissions  and in addition, we are currently discussing with some 

customers and industry groups how to overcome these difficulties inherent in international 

shipping. 

SC1.4 

(SC1.4) 今後、顧客ごとの排出量を割り当てられるようにする計画はありますか? 

はい 

SC1.4a 

(SC1.4a) 能力をどのように開発するか記述してください。 

We have been receiving requests from a number of customers to provide them with fuel consumed for their 

respective cargoes and transport distances for specific voyages, so that they can calculate the allocated 

emission by themselves. Some of our major customers established the organization “Sea Cargo Charter” as a 

framework for assessing and disclosing the climate alignment of ship chartering activities. Responding to such 

increasing demands in our customers, we are now developing Automated Reporting System in order to 

generate necessary data quickly without too much burden. We are considering building a system that can 

output appropriate data on-demand according to customer requests. In addition, we raise issues through 

shipping cooperatives and industry groups regarding the need for unified CO2 calculation and allocation rules 

and frameworks for shipping companies. 

SC2.1 

(SC2.1) 特定の CDP サプライチェーン メンバーと協力できる相互に利益のある気候関連プロジェクトを提案してください。 
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回答メンバー 

BMW AG 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

 

目標とした排出量 

自社と顧客両方の排出量を削減であろう措置 

炭素削減実現までの推定期間 

0～1 年 

推定 CO2換算削減量 

 

推定対価 

 

提案の詳細 

Here are some examples of the details. 

These range from projects that are already running, projects that are scheduled to run, and projects 

that are currently in the review stage that are not at the stage of proposing specific projects. 

 

• Wind Challenger (Vessel with advanced sails) 

• LNG-fuelled Vessels / LNG Bunkering Vessels 

• Zero-emission Vessels (ex Methanol, NH₃) 

• Electricity supply from on-shore (terminal) side to ships while they are berthing for 

loading/unloading 

• Acceleration of bio-diesel fuel usag 

• Installation of energy-saving devices such as PBCFs 

• Propeller replacement 

 

回答メンバー 

Kobe Steel, Ltd. 

プロジェクトの種類の群 
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物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

Introduction of cleaner marine fuel and installation of energy-saving equipment on vessels 

目標とした排出量 

自社と顧客両方の排出量を削減であろう措置 

炭素削減実現までの推定期間 

3～5 年 

推定 CO2換算削減量 

 

推定対価 

 

提案の詳細 

We pursue mutually beneficial measures we can collaborate with customers. 

As of today, the following projects are under study: 

• LNG-fueled vessels 

• Acceleration of various alternative -fueled vessels (Ammonia / Methanol / Hydrogen) 

• Vessels with advanced sails using of wind power （Rotor Sail / “Wind Challenger” ） 

 

回答メンバー 

Toyota Motor Corporation 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

Efforts to reduce actual CO2 emissions 

目標とした排出量 

自社と顧客両方の排出量を削減であろう措置 

炭素削減実現までの推定期間 

0～1 年 

推定 CO2換算削減量 
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推定対価 

 

提案の詳細 

Here are some examples of the details. 

These range from projects that are already running, projects that are scheduled to run, and projects 

that are currently in the review stage that are not at the stage of proposing specific projects. 

 

• Wind Challenger (Vessel with advanced sails) 

• LNG-fuelled Vessels / LNG Bunkering Vessels 

• Zero-emission Vessels (ex Methanol, NH₃) 

• Electricity supply from on-shore (terminal) side to ships while they are berthing for 

loading/unloading 

• Acceleration of bio-diesel fuel usag 

• Installation of energy-saving devices such as PBCFs 

• Propeller replacement 

 

回答メンバー 

The Dow Chemical Company 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

establish the fair and logical emission allocation 

目標とした排出量 

自社と顧客両方の排出量を削減であろう措置 

炭素削減実現までの推定期間 

1～3 年 

推定 CO2換算削減量 

 

推定対価 
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提案の詳細 

Currently not in the stage of proposing specific project, however we pursue such 

mutually beneficial measures we can collaborate with customers. As of today, the 

following projects are under study or on track to launch: 

• Wind Turbine Installation Vessel Business 

• Wind Challenger (Vessel with advanced sails) 

• LNG-fuelled Vessels / LNG Bunkering Vessels 

• Zero-emission Fully Electric Vessels 

As far as the collaboration by DOW and our chemical tanker segment is concerned, it 

would be mutually beneficial to establish the fair and logical emission allocation system 

as mentioned in SC1.3., in addition to the following projects: 

• Electricity supply from on-shore (terminal) side to ships while they are berthing for 

loading/unloading 

• Acceleration of bio-diesel fuel usage 

SC2.2 

(SC2.2) CDP サプライチェーンメンバーによる依頼またはイニシアチブによって、貴社は組織レベルの排出量削減イニシアチブを行うように促され

ましたか。 

はい 

SC2.2a 

(SC2.2a) 組織レベルの排出量削減活動を推進した回答要請メンバーを示し、イニシアチブに関する情報を記入します。 

 

回答メンバー 

The Dow Chemical Company 

イニシアチブ ID 

2020-ID1 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

slow steam voyage, change to alternative fuels. 

削減活動の内容 
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We believe that the requirements from customers to provide them with emission data to be allocated to 

them from marine transportation will accelerate the trends for such customers to choose more fuel-

efficient and environment-friendly ocean carriers. MOL group applies slow steam voyage to most of our 

transportation to reduce fuel usage, and we are currently shifting our fleet to LNG fueled vessels, 

biodiesel fueled vessels, and other zero emission vessels to reduce CO2 emission. 

報告年の排出量削減(単位: CO2換算トン) 

 

CDP サプライチェーン メンバーが外部コミュニケーションの際にこの活動を広報することにご賛同いただけますか? 

いいえ 

 

回答メンバー 

Toyota Motor Corporation 

イニシアチブ ID 

 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

slow steam voyage, change to alternative fuels 

削減活動の内容 

We believe that the requirements from customers to provide them with emission data to be allocated to 

them from marine transportation will accelerate the trends for such customers to choose more fuel-

efficient and environment-friendly ocean carriers. MOL group applies slow steam voyage to most of our 

transportation to reduce fuel usage, and we are currently shifting our fleet to LNG fueled vessels, 

biodiesel fueled vessels, and other zero emission vessels to reduce CO2 emission. 

報告年の排出量削減(単位: CO2換算トン) 

 

CDP サプライチェーン メンバーが外部コミュニケーションの際にこの活動を広報することにご賛同いただけますか? 

いいえ 

 

回答メンバー 
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BMW AG 

イニシアチブ ID 

 

プロジェクトの種類の群 

物流排出量を削減 

プロジェクトの種類 

その他、具体的にお答えください 

slow steam voyage, change to alternative fuels 

削減活動の内容 

We believe that the requirements from customers to provide them with emission data to be allocated to 

them from marine transportation will accelerate the trends for such customers to choose more fuel-

efficient and environment-friendly ocean carriers. MOL group applies slow steam voyage to most of our 

transportation to reduce fuel usage, and we are currently shifting our fleet to LNG fueled vessels, 

biodiesel fueled vessels, and other zero emission vessels to reduce CO2 emission. 

報告年の排出量削減(単位: CO2換算トン) 

 

CDP サプライチェーン メンバーが外部コミュニケーションの際にこの活動を広報することにご賛同いただけますか? 

いいえ 

SC4.1 

(SC4.1) 貴社では、自社製品またはサービスに関する製品レベルのデータを提供していますか? 

はい、データを提供します 

SC4.1a 

(SC4.1a) これらの製品による全スコープの合計排出量が、全体に占める割合を示します。 

71 

SC4.2a 

(SC4.2a) データを提供したい商品/サービスに関して下表に記入します。 

 

商品/サービスの名前 

Ocean shipping. 

商品/サービスの内容 
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We will individually calculate and provide the amount of CO2 emitted to ocean transport the customer's 

goods/materials according to the customer's request. 

 

製品の種類 

最終 

SKU(最小在庫管理単位) 

Emissions amount by customer wise. 

kgCO2e/単位での総排出量 

 

提供した以前の数値にからの変化率(±%) 

 

提供された以前の数値の日付 

 

変化の説明 

 

ライフサイクル排出量の推定に使用された方法 

 

SC4.2b 

(SC4.2b) 商品および/またはサービスのライフサイクル上の段階について下表にデータを記入します。 

 

商品/サービスの名前 

Ocean shipping 

スコープを選択してください 

スコープ 1 

ライフサイクル上の段階を選択してください 

輸送 

ライフサイクル上の段階での排出量(単位：CO2換算 kg/単位量) 

 

この段階は貴社の所有下あるいは管理下ですか? 

はい 
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使用したデータの種類 

一次 

データの質 

The quality of the data varies from case by case as we customize and consider emission calculations 

according to customer’s requirement. 

この製品の排出量データを検証/保証する場合、その方法を回答してください 

 

SC4.2c 

(SC4.2c) この製品に対して完了した、または予定された排出量削減活動について詳述してください。 

商品/サービスの名前 イニ

シア

チブ

ID 

活動の詳細 完了し

た、また

は予定

している 

kgCO2e/単

位での排出量

削減 

Emission reduction and 

efficiency improvement in 

marine transportation. 

イニシ

アチブ

1 

As stated in MOL Group Environmental Vision 2.2, aiming to 

achieve net zero GHG emissions for the entire group by 

2050. To achieve the several targets including net zero by 

2050, we have set concrete actions such as  Adopt clean 

energy, Further adopt 

energy-saving technologies, and  Efficient operation. 

継続中  

SC4.2d 

(SC4.2d) SC4.2cで述べられたイニシアチブのいずれかが、回答を要請している CDP サプライチェーンメンバー企業の要請を受けて行われた

ものですか。 

はい 

SC4.2e 

(SC4.2e) どのイニシアチブが回答要請メンバーの要請を受けて行われたものなのかを説明します。 

回答要請メンバー 商品/サービスの名前 イニシアチブ ID 

回答を提出 

どの言語で回答を提出しますか。 

 

貴社回答がどのような形で CDP に扱われるべきかを確認してください 
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 私は、私の回答がすべての回答要請をする関係者と共有されることを理解しています 回答の利用許可 

提出の選択肢を選んでください  公開 

 

 

以下をご確認ください 

 

 


